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Ⅶ．採用選考活動における学業成果の活用について  

 
（１）採用選考活動における学業成果の重視について 

○採用選考活動において、卒業・修了前年度までの学業成果（成績や履修履歴等）を重視し

ているか尋ねたところ、「大いに重視している」、「ある程度重視している」と回答した企

業の合計は５２．３％であった。「全く重視していない」、「あまり重視していない」と回

答した企業の合計は３０．６％であった。 
 
採用選考活動において、卒業・修了前年度までの学業成果（成績や履修履歴等）を重視していますか（当てはまるものを一つ選択） 

 
 

 
 

923 43 439 151 230 53 7

100.0% 4.7% 47.6% 16.4% 24.9% 5.7% 0.8%

（無回答）全体
1. 大いに重

視している
2. ある程度重
視している

3. どちらと

も言えない
4. あまり重視
していない

5. 全く重視

していない

2019 年度 N=923 

2018 年度 N=957 

※採用活動を実施したと 

回答した 923 社に質問 



107 

 
 

業種別クロス集計表

全体 923 43 439 151 230 53 7

100.0% 4.7% 47.6% 16.4% 24.9% 5.7% 0.8%

1. 鉱業・採石業、砂利採取業 2 0 1 0 1 0 0

100.0% 0.0% 50.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0%

2. 建設業 89 3 41 17 20 7 1

100.0% 3.4% 46.1% 19.1% 22.5% 7.9% 1.1%

3. 製造業 328 22 180 45 72 8 1

100.0% 6.7% 54.9% 13.7% 22.0% 2.4% 0.3%

4. 電気・ガス・熱供給・水道業 13 0 10 1 1 0 1

100.0% 0.0% 76.9% 7.7% 7.7% 0.0% 7.7%

5. 情報通信業 69 4 37 8 14 6 0

100.0% 5.8% 53.6% 11.6% 20.3% 8.7% 0.0%

6. 運輸業、郵便業 35 0 16 8 8 3 0

100.0% 0.0% 45.7% 22.9% 22.9% 8.6% 0.0%

7. 卸売業、小売業 182 4 61 34 67 14 2

100.0% 2.2% 33.5% 18.7% 36.8% 7.7% 1.1%

8. 金融業、保険業 24 1 17 4 1 0 1

100.0% 4.2% 70.8% 16.7% 4.2% 0.0% 4.2%

9. 不動産業、物品賃貸業 11 0 5 2 3 1 0

100.0% 0.0% 45.5% 18.2% 27.3% 9.1% 0.0%

10. 学術研究、専門・技術サービス業 15 0 11 2 1 1 0

100.0% 0.0% 73.3% 13.3% 6.7% 6.7% 0.0%

11. 宿泊業、飲食サービス業 14 0 6 3 4 1 0

100.0% 0.0% 42.9% 21.4% 28.6% 7.1% 0.0%

12. 生活関連サービス業、娯楽業 10 0 1 6 3 0 0

100.0% 0.0% 10.0% 60.0% 30.0% 0.0% 0.0%

13. 教育・学習支援業 14 1 5 2 5 1 0

100.0% 7.1% 35.7% 14.3% 35.7% 7.1% 0.0%

14. 医療、福祉 25 4 10 1 7 2 1

100.0% 16.0% 40.0% 4.0% 28.0% 8.0% 4.0%

15. サービス業（他に分類されないもの） 54 3 15 11 18 7 0

100.0% 5.6% 27.8% 20.4% 33.3% 13.0% 0.0%

16. その他 30 1 18 4 5 2 0

100.0% 3.3% 60.0% 13.3% 16.7% 6.7% 0.0%

（無回答） 8 0 5 3 0 0 0

100.0% 0.0% 62.5% 37.5% 0.0% 0.0% 0.0%

（無回答）

業
種

全体
1. 大いに重

視している
2. ある程度重
視している

3. どちらと

も言えない
4. あまり重視
していない

5. 全く重視

していない
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（２）学業成果のどのような点を重視しているかについて 
○（１）にて学業成果を「大いに重視している」「ある程度重視している」と回答した企業

（４８２社）に対し、学業成果のどのような点について重視しているかを尋ねたところ、

「どのような成績状況か」（８１．５％）が最も多く、次いで「本年度卒業見込みの状況

であるか」（６６．３％）との回答が多かった。 
 
 

従業員数別クロス集計表

全体 923 43 439 151 230 53 7

100.0% 4.7% 47.6% 16.4% 24.9% 5.7% 0.8%

1. １００人未満 61 2 23 15 19 1 1

100.0% 3.3% 37.7% 24.6% 31.1% 1.6% 1.6%

2. １００人以上～３００人未満 396 18 176 70 110 19 3

100.0% 4.5% 44.4% 17.7% 27.8% 4.8% 0.8%

3. ３００人以上～５００人未満 124 3 62 14 38 7 0

100.0% 2.4% 50.0% 11.3% 30.6% 5.6% 0.0%

4. ５００人以上～１，０００人未満 83 4 41 13 20 5 0

100.0% 4.8% 49.4% 15.7% 24.1% 6.0% 0.0%

5. １，０００人以上～５，０００人未満 124 8 67 19 19 9 2

100.0% 6.5% 54.0% 15.3% 15.3% 7.3% 1.6%

6. ５，０００人以上～１０，０００人未満 64 3 36 11 9 5 0

100.0% 4.7% 56.3% 17.2% 14.1% 7.8% 0.0%

7. １０，０００人以上 69 5 33 9 15 6 1

100.0% 7.2% 47.8% 13.0% 21.7% 8.7% 1.4%

（無回答） 2 0 1 0 0 1 0

100.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0%

（無回答）

従
業
員
数

全体
1. 大いに重

視している
2. ある程度重
視している

3. どちらと

も言えない
4. あまり重視
していない

5. 全く重視

していない

所在地別クロス集計表

全体 923 43 439 151 230 53 7

100.0% 4.7% 47.6% 16.4% 24.9% 5.7% 0.8%

1. 北海道・東北 80 2 45 12 17 4 0

100.0% 2.5% 56.3% 15.0% 21.3% 5.0% 0.0%

2. 関東（東京以外） 130 9 56 20 38 6 1

100.0% 6.9% 43.1% 15.4% 29.2% 4.6% 0.8%

3. 東京 253 14 120 42 50 24 3

100.0% 5.5% 47.4% 16.6% 19.8% 9.5% 1.2%

4. 中部 168 6 79 37 37 8 1

100.0% 3.6% 47.0% 22.0% 22.0% 4.8% 0.6%

5. 近畿 162 9 79 19 46 7 2

100.0% 5.6% 48.8% 11.7% 28.4% 4.3% 1.2%

6. 中国・四国 76 1 40 9 23 3 0

100.0% 1.3% 52.6% 11.8% 30.3% 3.9% 0.0%

7. 九州・沖縄 51 2 17 12 19 1 0

100.0% 3.9% 33.3% 23.5% 37.3% 2.0% 0.0%

（無回答） 3 0 3 0 0 0 0

100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

（無回答）

所
在
地

全体
1. 大いに重
視している

2. ある程度重
視している

3. どちらと
も言えない

4. あまり重視
していない

5. 全く重視
していない
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採用選考活動において、学業成果のどのような点について重視していますか（当てはまるものを全て選択） 

 
 

 

 

全体 1. どのような科目
を履修しているか

2. どのような成績
状況か

3. 本年度卒業見込
みの状況であるか

4. その他

475 222 387 315 17

46.7% 81.5% 66.3% 3.6%

N=475 

※採用活動を実施したと回答した 923 社のうち

大いに重視しているまたはある程度重視してい

ると回答した 482 社に質問 

※対象 482 社より無回答の 7社を除外 
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業種別クロス集計表 全体 1. どのような科目
を履修しているか

2. どのような成績
状況か

3. 本年度卒業見込
みの状況であるか

4. その他

全体 475 222 387 315 17

46.7% 81.5% 66.3% 3.6%

1. 鉱業・採石業、砂利採取業 1 1 1 1 0

100.0% 100.0% 100.0% 0.0%

2. 建設業 44 24 35 30 0

54.5% 79.5% 68.2% 0.0%

3. 製造業 199 113 175 118 5

56.8% 87.9% 59.3% 2.5%

4. 電気・ガス・熱供給・水道業 10 5 7 10 0

50.0% 70.0% 100.0% 0.0%

5. 情報通信業 40 19 28 27 3

47.5% 70.0% 67.5% 7.5%

6. 運輸業、郵便業 16 6 13 10 0

37.5% 81.3% 62.5% 0.0%

7. 卸売業、小売業 64 15 45 53 3

23.4% 70.3% 82.8% 4.7%

8. 金融業、保険業 17 5 14 12 0

29.4% 82.4% 70.6% 0.0%

9. 不動産業、物品賃貸業 5 2 4 3 0

40.0% 80.0% 60.0% 0.0%

10. 学術研究、専門・技術サービス業 11 8 11 5 0

72.7% 100.0% 45.5% 0.0%

11. 宿泊業、飲食サービス業 6 1 5 5 0

16.7% 83.3% 83.3% 0.0%

12. 生活関連サービス業、娯楽業 1 0 0 1 0

0.0% 0.0% 100.0% 0.0%

13. 教育・学習支援業 6 1 5 4 2

16.7% 83.3% 66.7% 33.3%

14. 医療、福祉 13 4 12 9 4

30.8% 92.3% 69.2% 30.8%

15. サービス業（他に分類されないもの） 18 7 10 10 0

38.9% 55.6% 55.6% 0.0%

16. その他 19 8 17 13 0

42.1% 89.5% 68.4% 0.0%

（無回答） 5 3 5 4 0

60.0% 100.0% 80.0% 0.0%

業
種
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（３）学業成果を重視するとした場合、どのような要素が必要かについて 
○（１）にて学業成果を「あまり重視していない」「全く重視していない」と回答した企業

（２８３社）に対し、学業成果を重視するとした場合、どのような要素が必要かについて

尋ねたところ、「成績分布（大学における学生の成績状況がわかるもの」（５２．６％）と

の回答が最も多く、次いで「履修科目の具体的内容」（４６．６％）との回答が多かった。 
 
 
 

採用選考活動において、学業成果を重視するとした場合、どのような要素が必要ですか（複数回答） 

従業員数別クロス集計表 全体 1. どのような科目
を履修しているか

2. どのような成績
状況か

3. 本年度卒業見込
みの状況であるか

4. その他

全体 475 222 387 315 17

46.7% 81.5% 66.3% 3.6%

1. １００人未満 24 8 16 16 1

33.3% 66.7% 66.7% 4.2%

2. １００人以上～３００人未満 191 92 155 105 8

48.2% 81.2% 55.0% 4.2%

3. ３００人以上～５００人未満 65 33 51 46 0

50.8% 78.5% 70.8% 0.0%

4. ５００人以上～１，０００人未満 45 22 40 32 1

48.9% 88.9% 71.1% 2.2%

5. １，０００人以上～５，０００人未満 74 32 62 56 4

43.2% 83.8% 75.7% 5.4%

6. ５，０００人以上～１０，０００人未満 38 20 31 30 0

52.6% 81.6% 78.9% 0.0%

7. １０，０００人以上 37 15 31 29 3

40.5% 83.8% 78.4% 8.1%

（無回答） 1 0 1 1 0

0.0% 100.0% 100.0% 0.0%

従
業
員
数

所在地別クロス集計表 全体 1. どのような科目
を履修しているか

2. どのような成績
状況か

3. 本年度卒業見込
みの状況であるか

4. その他

全体 475 222 387 315 17

46.7% 81.5% 66.3% 3.6%

1. 北海道・東北 46 22 36 31 1

47.8% 78.3% 67.4% 2.2%

2. 関東（東京以外） 65 35 58 43 5

53.8% 89.2% 66.2% 7.7%

3. 東京 130 60 102 95 3

46.2% 78.5% 73.1% 2.3%

4. 中部 84 39 67 54 3

46.4% 79.8% 64.3% 3.6%

5. 近畿 88 35 70 61 5

39.8% 79.5% 69.3% 5.7%

6. 中国・四国 40 22 37 19 0

55.0% 92.5% 47.5% 0.0%

7. 九州・沖縄 19 8 15 10 0

42.1% 78.9% 52.6% 0.0%

（無回答） 3 1 2 2 0

33.3% 66.7% 66.7% 0.0%

所
在
地
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全体 1. 成績分布 2. 履修科目の具体的内容 3. 大学間の相対評価 4. その他

268 141 125 64 19

52.6% 46.6% 23.9% 7.1%

業種別クロス集計表 全体 1. 成績分布 2. 履修科目の具体的内容 3. 大学間の相対評価 4. その他

全体 268 141 125 64 19

52.6% 46.6% 23.9% 7.1%

1. 鉱業・採石業、砂利採取業 1 0 1 0 0

0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

2. 建設業 25 11 12 6 2

44.0% 48.0% 24.0% 8.0%

3. 製造業 76 39 43 15 3

51.3% 56.6% 19.7% 3.9%

4. 電気・ガス・熱供給・水道業 1 0 0 0 1

0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

5. 情報通信業 19 9 9 5 2

47.4% 47.4% 26.3% 10.5%

6. 運輸業、郵便業 10 6 2 3 1

60.0% 20.0% 30.0% 10.0%

7. 卸売業、小売業 76 39 36 20 4

51.3% 47.4% 26.3% 5.3%

8. 金融業、保険業 1 0 1 0 0

0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

9. 不動産業、物品賃貸業 4 3 3 1 0

75.0% 75.0% 25.0% 0.0%

10. 学術研究、専門・技術サービス業 2 2 1 1 1

100.0% 50.0% 50.0% 50.0%

11. 宿泊業、飲食サービス業 4 2 3 0 0

50.0% 75.0% 0.0% 0.0%

12. 生活関連サービス業、娯楽業 3 1 1 0 1

33.3% 33.3% 0.0% 33.3%

13. 教育・学習支援業 6 5 1 2 1

83.3% 16.7% 33.3% 16.7%

14. 医療、福祉 9 8 1 0 1

88.9% 11.1% 0.0% 11.1%

15. サービス業（他に分類されないもの） 24 11 10 8 1

45.8% 41.7% 33.3% 4.2%

16. その他 7 5 1 3 1

71.4% 14.3% 42.9% 14.3%

（無回答） 0 0 0 0 0

- - - -

業
種

N=268 

※採用活動を実施したと回答した 923 社のうち

あまり重視していないまたは全く重視していな

いと回答した 283 社に質問 

※対象 283 社より無回答の 15 社を除外 
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（４）学業成果を表す書類やデータの提出を求めているかについて 
○本年度の応募者全員に学業成果を表す書類やデータ（例えば、成績証明書や履修履歴等）

の提出を求めているかを尋ねたところ、「求めている」と回答した企業が最も多く、７６．

９％であった。次いで「求めておらず、今後も求める予定はない」（１２．２％）、「求め

ておらず、今後は未定」（９．１％）であった。 
 
 
 

従業員数別クロス集計表 全体 1. 成績分布 2. 履修科目の具体的内容 3. 大学間の相対評価 4. その他

全体 268 141 125 64 19

52.6% 46.6% 23.9% 7.1%

1. １００人未満 20 10 9 5 0

50.0% 45.0% 25.0% 0.0%

2. １００人以上～３００人未満 121 55 59 25 12

45.5% 48.8% 20.7% 9.9%

3. ３００人以上～５００人未満 43 21 21 9 3

48.8% 48.8% 20.9% 7.0%

4. ５００人以上～１，０００人未満 22 12 10 8 1

54.5% 45.5% 36.4% 4.5%

5. １，０００人以上～５，０００人未満 27 16 11 6 0

59.3% 40.7% 22.2% 0.0%

6. ５，０００人以上～１０，０００人未満 14 10 6 3 1

71.4% 42.9% 21.4% 7.1%

7. １０，０００人以上 20 16 9 7 2

80.0% 45.0% 35.0% 10.0%

（無回答） 1 1 0 1 0

100.0% 0.0% 100.0% 0.0%

従
業
員
数

所在地別クロス集計表 全体 1. 成績分布 2. 履修科目の具体的内容 3. 大学間の相対評価 4. その他

全体 268 141 125 64 19

52.6% 46.6% 23.9% 7.1%

1. 北海道・東北 19 10 6 4 2

52.6% 31.6% 21.1% 10.5%

2. 関東（東京以外） 42 19 25 10 1

45.2% 59.5% 23.8% 2.4%

3. 東京 71 42 29 15 5

59.2% 40.8% 21.1% 7.0%

4. 中部 43 19 20 11 4

44.2% 46.5% 25.6% 9.3%

5. 近畿 51 26 25 9 5

51.0% 49.0% 17.6% 9.8%

6. 中国・四国 24 16 12 10 1

66.7% 50.0% 41.7% 4.2%

7. 九州・沖縄 18 9 8 5 1

50.0% 44.4% 27.8% 5.6%

（無回答） 0 0 0 0 0

- - - -

所
在
地
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本年度の応募者全員に学業成果を表す書類やデータ（例えば、成績証明書や履修履歴等）の提出を求めていますか（当てはまるものを

一つ選択） 

 

 

 

923 710 3 84 113 13

100.0% 76.9% 0.3% 9.1% 12.2% 1.4%

4. 求めておらず、
今後も求める予定

はない
（無回答）全体 1. 求めている

2. 求めていないが
来年度以降求める

予定である

3. 求めておらず、今後
は未定

2019 年度 N=923 

2018 年度 N=957 

※採用活動を実施したと回答した 923 社に質問 
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業種別クロス集計表

全体 923 710 3 84 113 13

100.0% 76.9% 0.3% 9.1% 12.2% 1.4%

1. 鉱業・採石業、砂利採取業 2 2 0 0 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

2. 建設業 89 71 0 9 9 0

100.0% 79.8% 0.0% 10.1% 10.1% 0.0%

3. 製造業 328 276 2 18 27 5

100.0% 84.1% 0.6% 5.5% 8.2% 1.5%

4. 電気・ガス・熱供給・水道業 13 11 0 1 0 1

100.0% 84.6% 0.0% 7.7% 0.0% 7.7%

5. 情報通信業 69 52 0 6 11 0

100.0% 75.4% 0.0% 8.7% 15.9% 0.0%

6. 運輸業、郵便業 35 24 0 8 3 0

100.0% 68.6% 0.0% 22.9% 8.6% 0.0%

7. 卸売業、小売業 182 129 0 20 27 6

100.0% 70.9% 0.0% 11.0% 14.8% 3.3%

8. 金融業、保険業 24 20 0 3 1 0

100.0% 83.3% 0.0% 12.5% 4.2% 0.0%

9. 不動産業、物品賃貸業 11 6 0 0 5 0

100.0% 54.5% 0.0% 0.0% 45.5% 0.0%

10. 学術研究、専門・技術サービス業 15 15 0 0 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

11. 宿泊業、飲食サービス業 14 12 0 1 1 0

100.0% 85.7% 0.0% 7.1% 7.1% 0.0%

12. 生活関連サービス業、娯楽業 10 3 0 3 4 0

100.0% 30.0% 0.0% 30.0% 40.0% 0.0%

13. 教育・学習支援業 14 9 0 3 2 0

100.0% 64.3% 0.0% 21.4% 14.3% 0.0%

14. 医療、福祉 25 17 0 4 4 0

100.0% 68.0% 0.0% 16.0% 16.0% 0.0%

15. サービス業（他に分類されないもの） 54 37 0 7 10 0

100.0% 68.5% 0.0% 13.0% 18.5% 0.0%

16. その他 30 19 1 1 8 1

100.0% 63.3% 3.3% 3.3% 26.7% 3.3%

（無回答） 8 7 0 0 1 0

100.0% 87.5% 0.0% 0.0% 12.5% 0.0%

4. 求めておらず、
今後も求める予定

はない
（無回答）

業
種

全体 1. 求めている
2. 求めていないが
来年度以降求める

予定である

3. 求めておらず、今後
は未定
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（５）どの段階で学業成果を表す書類やデータを提出させたかについて 
○（４）で学業成果を表す書類やデータの提出を「求めている」と回答した企業（７１０社）

に対し、どの段階で学業成果を表す書類やデータを提出させたかを尋ねたところ、「１次

面接時」（３２．５％）との回答が最も多く、次いで「募集時」（２５．９％）「２次面接

時以降」（２５．４％）との回答が多かった。 
 

 

 

 

従業員数別クロス集計表

全体 923 710 3 84 113 13

100.0% 76.9% 0.3% 9.1% 12.2% 1.4%

1. １００人未満 61 39 0 14 7 1

100.0% 63.9% 0.0% 23.0% 11.5% 1.6%

2. １００人以上～３００人未満 396 305 1 33 50 7

100.0% 77.0% 0.3% 8.3% 12.6% 1.8%

3. ３００人以上～５００人未満 124 101 1 11 10 1

100.0% 81.5% 0.8% 8.9% 8.1% 0.8%

4. ５００人以上～１，０００人未満 83 65 0 7 10 1

100.0% 78.3% 0.0% 8.4% 12.0% 1.2%

5. １，０００人以上～５，０００人未満 124 99 1 7 15 2

100.0% 79.8% 0.8% 5.6% 12.1% 1.6%

6. ５，０００人以上～１０，０００人未満 64 50 0 6 8 0

100.0% 78.1% 0.0% 9.4% 12.5% 0.0%

7. １０，０００人以上 69 50 0 6 12 1

100.0% 72.5% 0.0% 8.7% 17.4% 1.4%

（無回答） 2 1 0 0 1 0

100.0% 50.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0%

4. 求めておらず、
今後も求める予定

はない
（無回答）

従
業
員
数

全体 1. 求めている
2. 求めていないが
来年度以降求める

予定である

3. 求めておらず、今後
は未定

所在地別クロス集計表

全体 923 710 3 84 113 13

76.9% 0.3% 9.1% 12.2% 1.4%

1. 北海道・東北 80 57 2 8 11 2

71.3% 2.5% 10.0% 13.8% 2.5%

2. 関東（東京以外） 130 103 0 14 11 2

79.2% 0.0% 10.8% 8.5% 1.5%

3. 東京 253 189 1 23 35 5

74.7% 0.4% 9.1% 13.8% 2.0%

4. 中部 168 145 0 6 16 1

86.3% 0.0% 3.6% 9.5% 0.6%

5. 近畿 162 120 0 20 20 2

74.1% 0.0% 12.3% 12.3% 1.2%

6. 中国・四国 76 59 0 5 12 0

77.6% 0.0% 6.6% 15.8% 0.0%

7. 九州・沖縄 51 34 0 8 8 1

66.7% 0.0% 15.7% 15.7% 2.0%

（無回答） 3 3 0 0 0 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

4. 求めておらず、
今後も求める予定

はない
（無回答）

所
在
地

全体 1. 求めている
2. 求めていないが
来年度以降求める

予定である

3. 求めておらず、今後
は未定
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どの段階で学生に学業成果を表す書類やデータ（例えば、成績証明書や履修履歴等）を提出させましたか（当てはまるものを一つ選択） 

 

 
 

710 184 231 180 26 83 6

100.0% 25.9% 32.5% 25.4% 3.7% 11.7% 0.8%

（無回答）全体 1. 募集時 2. １次面接時
3. ２次面接

時以降
4. 内々定時 5. 内々定後

2019 年度 N=710 

2018 年度 N=764 

※採用活動を実施したと回答した 923 社のうち

求めていると回答した 710 社に質問 
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業種別クロス集計表

全体 710 184 231 180 26 83 6

100.0% 25.9% 32.5% 25.4% 3.7% 11.7% 0.8%

1. 鉱業・採石業、砂利採取業 2 1 0 0 0 1 0

100.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0%

2. 建設業 71 28 18 16 3 6 0

100.0% 39.4% 25.4% 22.5% 4.2% 8.5% 0.0%

3. 製造業 276 75 100 74 8 16 3

100.0% 27.2% 36.2% 26.8% 2.9% 5.8% 1.1%

4. 電気・ガス・熱供給・水道業 11 2 5 2 0 2 0

100.0% 18.2% 45.5% 18.2% 0.0% 18.2% 0.0%

5. 情報通信業 52 6 21 13 5 7 0

100.0% 11.5% 40.4% 25.0% 9.6% 13.5% 0.0%

6. 運輸業、郵便業 24 3 9 5 0 7 0

100.0% 12.5% 37.5% 20.8% 0.0% 29.2% 0.0%

7. 卸売業、小売業 129 21 34 40 4 29 1

100.0% 16.3% 26.4% 31.0% 3.1% 22.5% 0.8%

8. 金融業、保険業 20 7 5 5 1 2 0

100.0% 35.0% 25.0% 25.0% 5.0% 10.0% 0.0%

9. 不動産業、物品賃貸業 6 1 2 1 0 2 0

100.0% 16.7% 33.3% 16.7% 0.0% 33.3% 0.0%

10. 学術研究、専門・技術サービス業 15 3 8 2 0 2 0

100.0% 20.0% 53.3% 13.3% 0.0% 13.3% 0.0%

11. 宿泊業、飲食サービス業 12 3 2 4 1 2 0

100.0% 25.0% 16.7% 33.3% 8.3% 16.7% 0.0%

12. 生活関連サービス業、娯楽業 3 0 1 0 0 2 0

100.0% 0.0% 33.3% 0.0% 0.0% 66.7% 0.0%

13. 教育・学習支援業 9 7 0 1 0 0 1

100.0% 77.8% 0.0% 11.1% 0.0% 0.0% 11.1%

14. 医療、福祉 17 11 4 2 0 0 0

100.0% 64.7% 23.5% 11.8% 0.0% 0.0% 0.0%

15. サービス業（他に分類されないもの） 37 6 14 9 3 4 1

100.0% 16.2% 37.8% 24.3% 8.1% 10.8% 2.7%

16. その他 19 7 5 5 1 1 0

100.0% 36.8% 26.3% 26.3% 5.3% 5.3% 0.0%

（無回答） 7 3 3 1 0 0 0

100.0% 42.9% 42.9% 14.3% 0.0% 0.0% 0.0%

（無回答）

業
種

全体 1. 募集時 2. １次面接時
3. ２次面接

時以降
4. 内々定時 5. 内々定後
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（６）どの段階で学業成果を表す書類やデータを活用したかについて 
○同様に、（４）で学業成果を表す書類やデータの提出を「求めている」と回答した企業（７

１０社）に対し、選考にあたり、どの段階で学業成果を表す書類やデータを活用したかを

尋ねたところ、「１次面接時」（４１．９％）との回答が最も多く、次いで「２次面接時以

降」（４１．５％）との回答が多かった。 
 

従業員数別クロス集計表

全体 710 184 231 180 26 83 6

100.0% 25.9% 32.5% 25.4% 3.7% 11.7% 0.8%

1. １００人未満 39 12 11 7 3 6 0

100.0% 30.8% 28.2% 17.9% 7.7% 15.4% 0.0%

2. １００人以上～３００人未満 305 92 116 62 6 28 1

100.0% 30.2% 38.0% 20.3% 2.0% 9.2% 0.3%

3. ３００人以上～５００人未満 101 25 31 29 6 7 3

100.0% 24.8% 30.7% 28.7% 5.9% 6.9% 3.0%

4. ５００人以上～１，０００人未満 65 10 23 17 4 10 1

100.0% 15.4% 35.4% 26.2% 6.2% 15.4% 1.5%

5. １，０００人以上～５，０００人未満 99 19 32 32 2 14 0

100.0% 19.2% 32.3% 32.3% 2.0% 14.1% 0.0%

6. ５，０００人以上～１０，０００人未満 50 17 8 13 1 10 1

100.0% 34.0% 16.0% 26.0% 2.0% 20.0% 2.0%

7. １０，０００人以上 50 9 10 19 4 8 0

100.0% 18.0% 20.0% 38.0% 8.0% 16.0% 0.0%

（無回答） 1 0 0 1 0 0 0

100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

（無回答）

従
業
員
数

全体 1. 募集時 2. １次面接時
3. ２次面接

時以降
4. 内々定時 5. 内々定後

所在地別クロス集計表

全体 710 184 231 180 26 83 6

100.0% 25.9% 32.5% 25.4% 3.7% 11.7% 0.8%

1. 北海道・東北 57 23 15 12 1 6 0

100.0% 40.4% 26.3% 21.1% 1.8% 10.5% 0.0%

2. 関東（東京以外） 103 18 48 22 2 12 1

100.0% 17.5% 46.6% 21.4% 1.9% 11.7% 1.0%

3. 東京 189 46 54 53 10 25 1

100.0% 24.3% 28.6% 28.0% 5.3% 13.2% 0.5%

4. 中部 145 41 56 32 3 11 2

100.0% 28.3% 38.6% 22.1% 2.1% 7.6% 1.4%

5. 近畿 120 24 31 40 4 19 2

100.0% 20.0% 25.8% 33.3% 3.3% 15.8% 1.7%

6. 中国・四国 59 18 21 12 2 6 0

100.0% 30.5% 35.6% 20.3% 3.4% 10.2% 0.0%

7. 九州・沖縄 34 13 6 8 3 4 0

100.0% 38.2% 17.6% 23.5% 8.8% 11.8% 0.0%

（無回答） 3 1 0 1 1 0 0

100.0% 33.3% 0.0% 33.3% 33.3% 0.0% 0.0%

（無回答）

所
在
地

全体 1. 募集時 2. １次面接時
3. ２次面接

時以降
4. 内々定時 5. 内々定後
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選考にあたり、どの段階で学業成果を表す書類やデータ（例えば、成績証明書や履修履歴等）を活用しましたか（当てはまるものを全

て選択） 

 

 

 

701 135 294 291 86 73 79

19.3% 41.9% 41.5% 12.3% 10.4% 11.3%

6. 提出させた
が、活用する

かは未定
全体

1. 書類選考

時

2. １次面接

時

3. ２次面接

時以降
4. 内々定時 5. 内々定後

2019 年度 N=701 

2018 年度 N=755 

※採用活動を実施したと回答した 923 社のうち

求めていると回答した 710 社に質問 

※対象 710 社より無回答の 9社を除外 
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業種別クロス集計表

全体 701 135 294 291 86 73 79

19.3% 41.9% 41.5% 12.3% 10.4% 11.3%

1. 鉱業・採石業、砂利採取業 2 1 1 0 0 0 1

50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0%

2. 建設業 70 15 30 29 6 5 4

21.4% 42.9% 41.4% 8.6% 7.1% 5.7%

3. 製造業 273 58 130 125 34 17 24

21.2% 47.6% 45.8% 12.5% 6.2% 8.8%

4. 電気・ガス・熱供給・水道業 11 3 4 5 2 2 1

27.3% 36.4% 45.5% 18.2% 18.2% 9.1%

5. 情報通信業 51 3 22 22 5 5 7

5.9% 43.1% 43.1% 9.8% 9.8% 13.7%

6. 運輸業、郵便業 24 3 7 9 2 4 5

12.5% 29.2% 37.5% 8.3% 16.7% 20.8%

7. 卸売業、小売業 126 17 37 48 17 21 23

13.5% 29.4% 38.1% 13.5% 16.7% 18.3%

8. 金融業、保険業 20 5 5 10 6 3 1

25.0% 25.0% 50.0% 30.0% 15.0% 5.0%

9. 不動産業、物品賃貸業 6 1 3 3 0 1 2

16.7% 50.0% 50.0% 0.0% 16.7% 33.3%

10. 学術研究、専門・技術サービス業 15 2 9 7 3 3 1

13.3% 60.0% 46.7% 20.0% 20.0% 6.7%

11. 宿泊業、飲食サービス業 12 3 1 4 2 2 2

25.0% 8.3% 33.3% 16.7% 16.7% 16.7%

12. 生活関連サービス業、娯楽業 3 0 1 0 0 2 0

0.0% 33.3% 0.0% 0.0% 66.7% 0.0%

13. 教育・学習支援業 9 5 5 5 1 0 0

55.6% 55.6% 55.6% 11.1% 0.0% 0.0%

14. 医療、福祉 17 8 13 4 1 0 0

47.1% 76.5% 23.5% 5.9% 0.0% 0.0%

15. サービス業（他に分類されないもの） 36 4 15 9 4 7 7

11.1% 41.7% 25.0% 11.1% 19.4% 19.4%

16. その他 19 3 8 9 3 1 1

15.8% 42.1% 47.4% 15.8% 5.3% 5.3%

（無回答） 7 4 3 2 0 0 0

57.1% 42.9% 28.6% 0.0% 0.0% 0.0%

6. 提出させた
が、活用する

かは未定

業
種

全体
1. 書類選考

時

2. １次面接

時

3. ２次面接

時以降
4. 内々定時 5. 内々定後
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（７）面接の中で学業成果を表す書類やデータに基づき質問をしたかについて 
○さらに、面接の中で、提出された学業成果を表す書類に基づき質問をしたかを尋ねたとこ

ろ、「質問をした」との回答した企業が５６．６％、「質問をしなかった」と回答した企業

が４０．８％であった。 
 
 
 
 
 

従業員数別クロス集計表

全体 701 135 294 291 86 73 79

19.3% 41.9% 41.5% 12.3% 10.4% 11.3%

1. １００人未満 38 9 12 11 5 4 5

23.7% 31.6% 28.9% 13.2% 10.5% 13.2%

2. １００人以上～３００人未満 303 68 150 101 32 24 30

22.4% 49.5% 33.3% 10.6% 7.9% 9.9%

3. ３００人以上～５００人未満 98 17 40 44 13 7 13

17.3% 40.8% 44.9% 13.3% 7.1% 13.3%

4. ５００人以上～１，０００人未満 65 9 25 26 5 6 12

13.8% 38.5% 40.0% 7.7% 9.2% 18.5%

5. １，０００人以上～５，０００人未満 97 18 37 52 13 13 8

18.6% 38.1% 53.6% 13.4% 13.4% 8.2%

6. ５，０００人以上～１０，０００人未満 50 10 18 29 8 10 3

20.0% 36.0% 58.0% 16.0% 20.0% 6.0%

7. １０，０００人以上 49 4 12 27 10 9 8

8.2% 24.5% 55.1% 20.4% 18.4% 16.3%

（無回答） 1 0 0 1 0 0 0

0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

6. 提出させた
が、活用する

かは未定

従
業
員
数

全体
1. 書類選考

時

2. １次面接

時

3. ２次面接

時以降
4. 内々定時 5. 内々定後

所在地別クロス集計表

全体 701 135 294 291 86 73 79

19.3% 41.9% 41.5% 12.3% 10.4% 11.3%

1. 北海道・東北 57 16 31 18 5 3 4

28.1% 54.4% 31.6% 8.8% 5.3% 7.0%

2. 関東（東京以外） 102 18 51 36 10 10 8

17.6% 50.0% 35.3% 9.8% 9.8% 7.8%

3. 東京 186 31 72 90 32 26 27

16.7% 38.7% 48.4% 17.2% 14.0% 14.5%

4. 中部 143 31 63 60 12 12 16

21.7% 44.1% 42.0% 8.4% 8.4% 11.2%

5. 近畿 118 17 38 57 16 13 14

14.4% 32.2% 48.3% 13.6% 11.0% 11.9%

6. 中国・四国 59 13 27 21 7 6 3

22.0% 45.8% 35.6% 11.9% 10.2% 5.1%

7. 九州・沖縄 33 9 12 8 3 3 6

27.3% 36.4% 24.2% 9.1% 9.1% 18.2%

（無回答） 3 0 0 1 1 0 1

0.0% 0.0% 33.3% 33.3% 0.0% 33.3%

6. 提出させた
が、活用する

かは未定

所
在
地

全体
1. 書類選考

時

2. １次面接

時

3. ２次面接

時以降
4. 内々定時 5. 内々定後
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面接の中で、提出された学業成果を表す書類やデータ（例えば、成績証明書や履修履歴等）に基づき、質問をしましたか（当てはまる

ものを一つ選択） 

 
 

 
 

［参考：昨年度調査］ 

 
 

全体 1. 質問をした 2. 質問をしなかった （無回答）

710 402 290 18

100.0% 56.6% 40.8% 2.5%

N=710 

※採用活動を実施したと回答した 923 社のうち

求めていると回答した 710 社に質問 

N=764 
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業種別クロス集計表 全体 1. 質問をした 2. 質問をしなかった （無回答）

全体 710 402 290 18

100.0% 56.6% 40.8% 2.5%

1. 鉱業・採石業、砂利採取業 2 1 1 0

100.0% 50.0% 50.0% 0.0%

2. 建設業 71 43 27 1

100.0% 60.6% 38.0% 1.4%

3. 製造業 276 169 98 9

100.0% 61.2% 35.5% 3.3%

4. 電気・ガス・熱供給・水道業 11 6 4 1

100.0% 54.5% 36.4% 9.1%

5. 情報通信業 52 36 15 1

100.0% 69.2% 28.8% 1.9%

6. 運輸業、郵便業 24 13 11 0

100.0% 54.2% 45.8% 0.0%

7. 卸売業、小売業 129 50 76 3

100.0% 38.8% 58.9% 2.3%

8. 金融業、保険業 20 15 5 0

100.0% 75.0% 25.0% 0.0%

9. 不動産業、物品賃貸業 6 2 4 0

100.0% 33.3% 66.7% 0.0%

10. 学術研究、専門・技術サービス業 15 9 6 0

100.0% 60.0% 40.0% 0.0%

11. 宿泊業、飲食サービス業 12 4 7 1

100.0% 33.3% 58.3% 8.3%

12. 生活関連サービス業、娯楽業 3 1 2 0

100.0% 33.3% 66.7% 0.0%

13. 教育・学習支援業 9 6 3 0

100.0% 66.7% 33.3% 0.0%

14. 医療、福祉 17 13 4 0

100.0% 76.5% 23.5% 0.0%

15. サービス業（他に分類されないもの） 37 14 21 2

100.0% 37.8% 56.8% 5.4%

16. その他 19 15 4 0

100.0% 78.9% 21.1% 0.0%

（無回答） 7 5 2 0

100.0% 71.4% 28.6% 0.0%

業
種
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（８）質問してよかったと思うことについて 
○（７）にて「質問をした」と回答した企業（４０２社）に対し、質問をしてよかったと思

うことを尋ねたところ、「学業以外の評価と合わせることで、多面的な評価ができた」（６

３．３％）との回答が最も多く、次いで「学習成果について聞くことで、会社の求める能

力と合致していることがわかった」（４６．７％）との回答が多かった。 
 
 
 
 

従業員数別クロス集計表 全体 1. 質問をした 2. 質問をしなかった （無回答）

全体 710 402 290 18

100.0% 56.6% 40.8% 2.5%

1. １００人未満 39 17 21 1

100.0% 43.6% 53.8% 2.6%

2. １００人以上～３００人未満 305 178 119 8

100.0% 58.4% 39.0% 2.6%

3. ３００人以上～５００人未満 101 59 40 2

100.0% 58.4% 39.6% 2.0%

4. ５００人以上～１，０００人未満 65 33 31 1

100.0% 50.8% 47.7% 1.5%

5. １，０００人以上～５，０００人未満 99 57 40 2

100.0% 57.6% 40.4% 2.0%

6. ５，０００人以上～１０，０００人未満 50 30 18 2

100.0% 60.0% 36.0% 4.0%

7. １０，０００人以上 50 28 20 2

100.0% 56.0% 40.0% 4.0%

（無回答） 1 0 1 0

100.0% 0.0% 100.0% 0.0%

従
業
員
数

所在地別クロス集計表 全体 1. 質問をした 2. 質問をしなかった （無回答）

全体 710 402 290 18

100.0% 56.6% 40.8% 2.5%

1. 北海道・東北 57 34 23 0

100.0% 59.6% 40.4% 0.0%

2. 関東（東京以外） 103 64 38 1

100.0% 62.1% 36.9% 1.0%

3. 東京 189 112 71 6

100.0% 59.3% 37.6% 3.2%

4. 中部 145 75 66 4

100.0% 51.7% 45.5% 2.8%

5. 近畿 120 67 50 3

100.0% 55.8% 41.7% 2.5%

6. 中国・四国 59 36 20 3

100.0% 61.0% 33.9% 5.1%

7. 九州・沖縄 34 14 19 1

100.0% 41.2% 55.9% 2.9%

（無回答） 3 0 3 0

100.0% 0.0% 100.0% 0.0%

所
在
地
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質問をしてよかったと思うことは何ですか（当てはまるものを全て選択） 

 

 
 

392 248 183 138 17 94 154 14

63.3% 46.7% 35.2% 4.3% 24.0% 39.3% 3.6%

7. その他全体

1. 学業以外の
評価と合わせ
ることで、多
面的な評価が

できた

2. 学習成果につ
いて聞くこと

で、会社の求め
る能力と合致し
ていることがわ

かった

3. 学生自身が
アピールした
こと以外の長
所がわかった

4. 無駄な質問
をすることな
く、速やかに
学生の評価が

決まった

5. 学生の自己
アピールとの
矛盾、脚色に

気づいた

6. 大学の学業
に対する取組
や考え方等の
特徴を知るこ
とができた

2019 年度 N=392 

2018 年度 N=423 

※採用活動を実施したと回答した 923 社のうち

求めていると回答した 710 社で、質問をしたと

の回答をした 402 社に質問 

※対象 402 社より無回答の 10 社を除外 



127 

 
 

業種別クロス集計表

全体 392 248 183 138 17 94 154 14

63.3% 46.7% 35.2% 4.3% 24.0% 39.3% 3.6%

1. 鉱業・採石業、砂利採取業 1 1 1 0 0 0 1 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%

2. 建設業 42 28 20 12 0 11 14 1

66.7% 47.6% 28.6% 0.0% 26.2% 33.3% 2.4%

3. 製造業 168 106 94 67 10 44 58 3

63.1% 56.0% 39.9% 6.0% 26.2% 34.5% 1.8%

4. 電気・ガス・熱供給・水道業 6 4 0 2 0 2 3 0

66.7% 0.0% 33.3% 0.0% 33.3% 50.0% 0.0%

5. 情報通信業 35 18 20 9 0 7 14 3

51.4% 57.1% 25.7% 0.0% 20.0% 40.0% 8.6%

6. 運輸業、郵便業 12 9 4 5 1 2 3 0

75.0% 33.3% 41.7% 8.3% 16.7% 25.0% 0.0%

7. 卸売業、小売業 47 29 12 15 0 8 21 3

61.7% 25.5% 31.9% 0.0% 17.0% 44.7% 6.4%

8. 金融業、保険業 15 10 5 6 0 4 10 1

66.7% 33.3% 40.0% 0.0% 26.7% 66.7% 6.7%

9. 不動産業、物品賃貸業 2 0 0 1 0 1 2 0

0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 50.0% 100.0% 0.0%

10. 学術研究、専門・技術サービス業 9 5 7 6 3 3 5 0

55.6% 77.8% 66.7% 33.3% 33.3% 55.6% 0.0%

11. 宿泊業、飲食サービス業 4 2 3 2 0 0 1 0

50.0% 75.0% 50.0% 0.0% 0.0% 25.0% 0.0%

12. 生活関連サービス業、娯楽業 1 1 0 1 0 0 0 0

100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

13. 教育・学習支援業 6 5 2 1 0 3 4 0

83.3% 33.3% 16.7% 0.0% 50.0% 66.7% 0.0%

14. 医療、福祉 12 7 2 5 1 1 6 1

58.3% 16.7% 41.7% 8.3% 8.3% 50.0% 8.3%

15. サービス業（他に分類されないもの） 13 8 6 3 2 6 4 2

61.5% 46.2% 23.1% 15.4% 46.2% 30.8% 15.4%

16. その他 15 12 6 3 0 1 6 0

80.0% 40.0% 20.0% 0.0% 6.7% 40.0% 0.0%

（無回答） 4 3 1 0 0 1 2 0

75.0% 25.0% 0.0% 0.0% 25.0% 50.0% 0.0%

7. その他

業
種

全体

1. 学業以外の
評価と合わせ
ることで、多
面的な評価が

できた

2. 学習成果につ
いて聞くこと

で、会社の求め
る能力と合致し
ていることがわ

かった

3. 学生自身が
アピールした
こと以外の長
所がわかった

4. 無駄な質問
をすることな
く、速やかに
学生の評価が

決まった

5. 学生の自己
アピールとの
矛盾、脚色に

気づいた

6. 大学の学業
に対する取組
や考え方等の
特徴を知るこ
とができた



128 

 
 

 
 
 
  

従業員数別クロス集計表

全体 392 248 183 138 17 94 154 14

63.3% 46.7% 35.2% 4.3% 24.0% 39.3% 3.6%

1. １００人未満 16 10 4 5 1 3 3 1

62.5% 25.0% 31.3% 6.3% 18.8% 18.8% 6.3%

2. １００人以上～３００人未満 176 100 84 57 9 35 60 7

56.8% 47.7% 32.4% 5.1% 19.9% 34.1% 4.0%

3. ３００人以上～５００人未満 58 37 31 21 3 10 28 1

63.8% 53.4% 36.2% 5.2% 17.2% 48.3% 1.7%

4. ５００人以上～１，０００人未満 29 18 16 13 1 11 12 1

62.1% 55.2% 44.8% 3.4% 37.9% 41.4% 3.4%

5. １，０００人以上～５，０００人未満 55 37 24 20 2 20 27 1

67.3% 43.6% 36.4% 3.6% 36.4% 49.1% 1.8%

6. ５，０００人以上～１０，０００人未満 30 25 10 12 1 8 13 2

83.3% 33.3% 40.0% 3.3% 26.7% 43.3% 6.7%

7. １０，０００人以上 28 21 14 10 0 7 11 1

75.0% 50.0% 35.7% 0.0% 25.0% 39.3% 3.6%

（無回答） 0 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - - -

6. 大学の学業
に対する取組
や考え方等の
特徴を知るこ
とができた

7. その他

従
業
員
数

全体

1. 学業以外の
評価と合わせ
ることで、多
面的な評価が

できた

2. 学習成果につ
いて聞くこと

で、会社の求め
る能力と合致し
ていることがわ

かった

3. 学生自身が
アピールした
こと以外の長
所がわかった

4. 無駄な質問
をすることな
く、速やかに
学生の評価が

決まった

5. 学生の自己
アピールとの
矛盾、脚色に

気づいた

所在地別クロス集計表

全体 392 248 183 138 17 94 154 14

63.3% 46.7% 35.2% 4.3% 24.0% 39.3% 3.6%

1. 北海道・東北 34 20 15 12 1 6 6 1

58.8% 44.1% 35.3% 2.9% 17.6% 17.6% 2.9%

2. 関東（東京以外） 62 42 29 24 4 12 17 2

67.7% 46.8% 38.7% 6.5% 19.4% 27.4% 3.2%

3. 東京 109 81 54 34 5 33 45 7

74.3% 49.5% 31.2% 4.6% 30.3% 41.3% 6.4%

4. 中部 74 39 34 25 4 15 32 0

52.7% 45.9% 33.8% 5.4% 20.3% 43.2% 0.0%

5. 近畿 65 39 31 25 1 19 31 2

60.0% 47.7% 38.5% 1.5% 29.2% 47.7% 3.1%

6. 中国・四国 34 20 15 13 2 8 14 1

58.8% 44.1% 38.2% 5.9% 23.5% 41.2% 2.9%

7. 九州・沖縄 14 7 5 5 0 1 9 1

50.0% 35.7% 35.7% 0.0% 7.1% 64.3% 7.1%

（無回答） 0 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - - -

6. 大学の学業
に対する取組
や考え方等の
特徴を知るこ
とができた

7. その他

所
在
地

全体

1. 学業以外の
評価と合わせ
ることで、多
面的な評価が

できた

2. 学習成果につ
いて聞くこと

で、会社の求め
る能力と合致し
ていることがわ

かった

3. 学生自身が
アピールした
こと以外の長
所がわかった

4. 無駄な質問
をすることな
く、速やかに
学生の評価が

決まった

5. 学生の自己
アピールとの
矛盾、脚色に

気づいた
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Ⅷ．学校推薦について  

 
（１）学校推薦による採用を行っているかについて 

○学校推薦による採用を行っているかを尋ねたところ、「学校推薦による採用は行っていな

い」と回答した企業が最も多く７５．０％であった。行っているとの回答の中では、「理

系のみ行っている」との回答が１５．６％、「文系・理系ともに行っている」８．６％、

「文系のみ行っている」０．３％であった。 
○昨年度と比較すると、回答割合はほぼ同じ程度である。 

 
学校推薦による採用を行っていますか（当てはまるものを一つ選択） 

 

 
 

［参考：昨年度調査］ 

 
 
 

923 79 144 3 692 5

100.0% 8.6% 15.6% 0.3% 75.0% 0.5%

4. 学校推薦によ
る採用は行って

いない
（無回答）全体 1. 文系・理系と

もに行っている
2. 理系のみ行っ

ている
3. 文系のみ行っ

ている

N=923 

※採用活動を実施したと回答した 923 社に質問 

N=957 
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業種別クロス集計表

全体 923 79 144 3 692 5

100.0% 8.6% 15.6% 0.3% 75.0% 0.5%

1. 鉱業・採石業、砂利採取業 2 0 0 0 2 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%

2. 建設業 89 9 25 0 55 0

100.0% 10.1% 28.1% 0.0% 61.8% 0.0%

3. 製造業 328 28 84 0 215 1

100.0% 8.5% 25.6% 0.0% 65.5% 0.3%

4. 電気・ガス・熱供給・水道業 13 0 7 0 6 0

100.0% 0.0% 53.8% 0.0% 46.2% 0.0%

5. 情報通信業 69 12 13 0 44 0

100.0% 17.4% 18.8% 0.0% 63.8% 0.0%

6. 運輸業、郵便業 35 6 1 2 26 0

100.0% 17.1% 2.9% 5.7% 74.3% 0.0%

7. 卸売業、小売業 182 8 4 1 166 3

100.0% 4.4% 2.2% 0.5% 91.2% 1.6%

8. 金融業、保険業 24 4 0 0 20 0

100.0% 16.7% 0.0% 0.0% 83.3% 0.0%

9. 不動産業、物品賃貸業 11 1 0 0 10 0

100.0% 9.1% 0.0% 0.0% 90.9% 0.0%

10. 学術研究、専門・技術サービス業 15 4 2 0 9 0

100.0% 26.7% 13.3% 0.0% 60.0% 0.0%

11. 宿泊業、飲食サービス業 14 0 0 0 13 1

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 92.9% 7.1%

12. 生活関連サービス業、娯楽業 10 0 0 0 10 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%

13. 教育・学習支援業 14 1 1 0 12 0

100.0% 7.1% 7.1% 0.0% 85.7% 0.0%

14. 医療、福祉 25 2 0 0 23 0

100.0% 8.0% 0.0% 0.0% 92.0% 0.0%

15. サービス業（他に分類されないもの） 54 3 2 0 49 0

100.0% 5.6% 3.7% 0.0% 90.7% 0.0%

16. その他 30 1 5 0 24 0

100.0% 3.3% 16.7% 0.0% 80.0% 0.0%

（無回答） 8 0 0 0 8 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%

4. 学校推薦によ
る採用は行って

いない
（無回答）全体 1. 文系・理系と

もに行っている
2. 理系のみ行っ

ている
3. 文系のみ行っ

ている

業
種
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（２）学校からの推薦状をいつまでに提出させているかについて 
○（１）にて「学校推薦による採用を行っている」と回答した企業（２２６社）に対し、学

生に学校からの推薦状をいつまでに提出させているかを尋ねたところ、「２０１９年３月

～５月」との回答が最も多く、４９．１％であった。次いで「２０１９年６月以降」が多

く、３６．３％であった。 
 
 
 
 

従業員数別クロス集計表

全体 923 79 144 3 692 5

100.0% 8.6% 15.6% 0.3% 75.0% 0.5%

1. １００人未満 61 8 3 0 49 1

100.0% 13.1% 4.9% 0.0% 80.3% 1.6%

2. １００人以上～３００人未満 396 29 29 1 334 3

100.0% 7.3% 7.3% 0.3% 84.3% 0.8%

3. ３００人以上～５００人未満 124 14 17 1 92 0

100.0% 11.3% 13.7% 0.8% 74.2% 0.0%

4. ５００人以上～１，０００人未満 83 5 8 0 70 0

100.0% 6.0% 9.6% 0.0% 84.3% 0.0%

5. １，０００人以上～５，０００人未満 124 13 36 0 74 1

100.0% 10.5% 29.0% 0.0% 59.7% 0.8%

6. ５，０００人以上～１０，０００人未満 64 3 22 1 38 0

100.0% 4.7% 34.4% 1.6% 59.4% 0.0%

7. １０，０００人以上 69 7 29 0 33 0

100.0% 10.1% 42.0% 0.0% 47.8% 0.0%

（無回答） 2 0 0 0 2 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%

4. 学校推薦によ
る採用は行って

いない
（無回答）

従
業
員
数

全体 1. 文系・理系と
もに行っている

2. 理系のみ行っ
ている

3. 文系のみ行っ
ている

所在地別クロス集計表

全体 923 79 144 3 692 5

8.6% 15.6% 0.3% 75.0% 0.5%

1. 北海道・東北 80 6 9 0 65 0

7.5% 11.3% 0.0% 81.3% 0.0%

2. 関東（東京以外） 130 18 14 0 97 1

13.8% 10.8% 0.0% 74.6% 0.8%

3. 東京 253 18 46 1 188 0

7.1% 18.2% 0.4% 74.3% 0.0%

4. 中部 168 16 32 2 116 2

9.5% 19.0% 1.2% 69.0% 1.2%

5. 近畿 162 12 31 0 117 2

7.4% 19.1% 0.0% 72.2% 1.2%

6. 中国・四国 76 7 7 0 62 0

9.2% 9.2% 0.0% 81.6% 0.0%

7. 九州・沖縄 51 2 4 0 45 0

3.9% 7.8% 0.0% 88.2% 0.0%

（無回答） 3 0 1 0 2 0

0.0% 33.3% 0.0% 66.7% 0.0%

4. 学校推薦によ
る採用は行って

いない
（無回答）

所
在
地

全体 1. 文系・理系と
もに行っている

2. 理系のみ行っ
ている

3. 文系のみ行っ
ている
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学生に学校からの推薦状をいつまでに提出させていますか（当てはまるものを一つ選択） 

 

 
 

［参考：昨年度調査］ 

 
 
 

226 0 2 10 111 82 21

100.0% 0.0% 0.9% 4.4% 49.1% 36.3% 9.3%

（無回答）全体 1. ２０１８年
１０月以前

2. ２０１８年１
１月～１２月

3. ２０１９年
１月～２月

4. ２０１９年
３月～５月

5. ２０１９年
６月以降

N=226 

※採用活動を実施したと回答した 923 社のうち

学校推薦による採用を行っている旨の回答をし

た 226 社に質問 

N=249 
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業種別クロス集計表

全体 226 0 2 10 111 82 21

100.0% 0.0% 0.9% 4.4% 49.1% 36.3% 9.3%

1. 鉱業・採石業、砂利採取業 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - - -

2. 建設業 34 0 0 0 16 13 5

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 47.1% 38.2% 14.7%

3. 製造業 112 0 1 7 57 39 8

100.0% 0.0% 0.9% 6.3% 50.9% 34.8% 7.1%

4. 電気・ガス・熱供給・水道業 7 0 0 0 3 4 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 42.9% 57.1% 0.0%

5. 情報通信業 25 0 1 0 11 11 2

100.0% 0.0% 4.0% 0.0% 44.0% 44.0% 8.0%

6. 運輸業、郵便業 9 0 0 0 4 4 1

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 44.4% 44.4% 11.1%

7. 卸売業、小売業 13 0 0 1 6 4 2

100.0% 0.0% 0.0% 7.7% 46.2% 30.8% 15.4%

8. 金融業、保険業 4 0 0 0 3 1 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 75.0% 25.0% 0.0%

9. 不動産業、物品賃貸業 1 0 0 0 1 0 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

10. 学術研究、専門・技術サービス業 6 0 0 0 6 0 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

11. 宿泊業、飲食サービス業 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - - -

12. 生活関連サービス業、娯楽業 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - - -

13. 教育・学習支援業 2 0 0 0 2 0 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

14. 医療、福祉 2 0 0 0 1 1 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0%

15. サービス業（他に分類されないもの） 5 0 0 0 1 2 2

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 20.0% 40.0% 40.0%

16. その他 6 0 0 2 0 3 1

100.0% 0.0% 0.0% 33.3% 0.0% 50.0% 16.7%

（無回答） 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - - -

（無回答）

業
種

全体 1. ２０１８年
１０月以前

2. ２０１８年１
１月～１２月

3. ２０１９年
１月～２月

4. ２０１９年
３月～５月

5. ２０１９年
６月以降
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従業員数別クロス集計表

全体 226 0 2 10 111 82 21

100.0% 0.0% 0.9% 4.4% 49.1% 36.3% 9.3%

1. １００人未満 11 0 0 1 0 7 3

100.0% 0.0% 0.0% 9.1% 0.0% 63.6% 27.3%

2. １００人以上～３００人未満 59 0 1 3 22 22 11

100.0% 0.0% 1.7% 5.1% 37.3% 37.3% 18.6%

3. ３００人以上～５００人未満 32 0 0 2 20 9 1

100.0% 0.0% 0.0% 6.3% 62.5% 28.1% 3.1%

4. ５００人以上～１，０００人未満 13 0 1 0 10 2 0

100.0% 0.0% 7.7% 0.0% 76.9% 15.4% 0.0%

5. １，０００人以上～５，０００人未満 49 0 0 3 25 19 2

100.0% 0.0% 0.0% 6.1% 51.0% 38.8% 4.1%

6. ５，０００人以上～１０，０００人未満 26 0 0 0 15 9 2

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 57.7% 34.6% 7.7%

7. １０，０００人以上 36 0 0 1 19 14 2

100.0% 0.0% 0.0% 2.8% 52.8% 38.9% 5.6%

（無回答） 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - - -

（無回答）

従
業
員
数

全体
1. ２０１８年
１０月以前

2. ２０１８年１
１月～１２月

3. ２０１９年
１月～２月

4. ２０１９年
３月～５月

5. ２０１９年
６月以降

所在地別クロス集計表

全体 226 0 2 10 111 82 21

100.0% 0.0% 0.9% 4.4% 49.1% 36.3% 9.3%

1. 北海道・東北 15 0 0 0 7 5 3

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 46.7% 33.3% 20.0%

2. 関東（東京以外） 32 0 1 2 14 14 1

100.0% 0.0% 3.1% 6.3% 43.8% 43.8% 3.1%

3. 東京 65 0 1 3 28 28 5

100.0% 0.0% 1.5% 4.6% 43.1% 43.1% 7.7%

4. 中部 50 0 0 3 32 10 5

100.0% 0.0% 0.0% 6.0% 64.0% 20.0% 10.0%

5. 近畿 43 0 0 1 19 18 5

100.0% 0.0% 0.0% 2.3% 44.2% 41.9% 11.6%

6. 中国・四国 14 0 0 1 9 3 1

100.0% 0.0% 0.0% 7.1% 64.3% 21.4% 7.1%

7. 九州・沖縄 6 0 0 0 2 3 1

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 33.3% 50.0% 16.7%

（無回答） 1 0 0 0 0 1 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%

（無回答）

所
在
地

全体 1. ２０１８年
１０月以前

2. ２０１８年１
１月～１２月

3. ２０１９年
１月～２月

4. ２０１９年
３月～５月

5. ２０１９年
６月以降
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Ⅸ．留学経験者の採用等について  

 
（１）留学経験者の採用についてどのように考えるかについて 

○留学経験者（日本人の学生で海外留学を経験した者）の採用についての考えを尋ねたとこ

ろ、前年度比３．７ポイント減の１１．２％が「留学経験者を積極的に採用したい」と回

答した一方、７５．３％の企業は「採用に当たっては、留学経験の有無は考慮しない」と

の回答であった。 
 

留学経験者（日本人の学生で海外留学を経験した者（留学中も含む））の採用についてどのようにお考えですか（当てはまるものを一つ選択） 

 

 
 

［参考：昨年度調査］ 

 
 
 

全体
1. 留学経験者を積
極的に採用したい

2. 採用に当たって
は、留学経験の有
無は考慮しない

3. わからない （無回答）

923 103 695 120 5

100.0% 11.2% 75.3% 13.0% 0.5%

N=923 

※採用活動を実施したと回答した 923 社に質問 

N=957 



136 

 
 

業種別クロス集計表
全体 1. 留学経験者を積

極的に採用したい

2. 採用に当たって
は、留学経験の有
無は考慮しない

3. わからない （無回答）

全体 923 103 695 120 5

100.0% 11.2% 75.3% 13.0% 0.5%

1. 鉱業・採石業、砂利採取業 2 0 2 0 0

100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

2. 建設業 89 3 71 15 0

100.0% 3.4% 79.8% 16.9% 0.0%

3. 製造業 328 46 226 55 1

100.0% 14.0% 68.9% 16.8% 0.3%

4. 電気・ガス・熱供給・水道業 13 2 11 0 0

100.0% 15.4% 84.6% 0.0% 0.0%

5. 情報通信業 69 5 60 4 0

100.0% 7.2% 87.0% 5.8% 0.0%

6. 運輸業、郵便業 35 4 27 3 1

100.0% 11.4% 77.1% 8.6% 2.9%

7. 卸売業、小売業 182 13 142 25 2

100.0% 7.1% 78.0% 13.7% 1.1%

8. 金融業、保険業 24 2 19 2 1

100.0% 8.3% 79.2% 8.3% 4.2%

9. 不動産業、物品賃貸業 11 1 10 0 0

100.0% 9.1% 90.9% 0.0% 0.0%

10. 学術研究、専門・技術サービス業 15 2 11 2 0

100.0% 13.3% 73.3% 13.3% 0.0%

11. 宿泊業、飲食サービス業 14 4 9 1 0

100.0% 28.6% 64.3% 7.1% 0.0%

12. 生活関連サービス業、娯楽業 10 0 8 2 0

100.0% 0.0% 80.0% 20.0% 0.0%

13. 教育・学習支援業 14 3 11 0 0

100.0% 21.4% 78.6% 0.0% 0.0%

14. 医療、福祉 25 3 20 2 0

100.0% 12.0% 80.0% 8.0% 0.0%

15. サービス業（他に分類されないもの） 54 10 37 7 0

100.0% 18.5% 68.5% 13.0% 0.0%

16. その他 30 5 23 2 0

100.0% 16.7% 76.7% 6.7% 0.0%

（無回答） 8 0 8 0 0

100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

業
種
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（２）留学経験者の採用のために行っていることについて 

○本年度の採用選考について、留学経験者の採用のために行っていることを尋ねたところ、

「特に行っていない」と回答した企業が最も多く、８６．３％であった。次いで「別途の

スケジュールを設けている」が多く、６．６％であった。 
○前項（１）にて「留学経験者を積極的に採用したい」と回答した企業のみで集計したとこ

ろ、「別途のスケジュールを設けている」企業は２５．３％である一方、「特に行っていな

い」との回答は５１．５％であった。なお、「海外に出向いて採用活動を行っている」と

の回答は１８．２％であった。 

従業員数別クロス集計表
全体 1. 留学経験者を積

極的に採用したい

2. 採用に当たって
は、留学経験の有
無は考慮しない

3. わからない （無回答）

全体 923 103 695 120 5

100.0% 11.2% 75.3% 13.0% 0.5%

1. １００人未満 61 6 47 6 2

100.0% 9.8% 77.0% 9.8% 3.3%

2. １００人以上～３００人未満 396 29 292 74 1

100.0% 7.3% 73.7% 18.7% 0.3%

3. ３００人以上～５００人未満 124 11 94 19 0

100.0% 8.9% 75.8% 15.3% 0.0%

4. ５００人以上～１，０００人未満 83 10 65 8 0

100.0% 12.0% 78.3% 9.6% 0.0%

5. １，０００人以上～５，０００人未満 124 17 99 7 1

100.0% 13.7% 79.8% 5.6% 0.8%

6. ５，０００人以上～１０，０００人未満 64 11 50 3 0

100.0% 17.2% 78.1% 4.7% 0.0%

7. １０，０００人以上 69 18 47 3 1

100.0% 26.1% 68.1% 4.3% 1.4%

（無回答） 2 1 1 0 0

100.0% 50.0% 50.0% 0.0% 0.0%

従
業
員
数

所在地別クロス集計表
全体 1. 留学経験者を積

極的に採用したい

2. 採用に当たって
は、留学経験の有
無は考慮しない

3. わからない （無回答）

全体 923 103 695 120 5

100.0% 11.2% 75.3% 13.0% 0.5%

1. 北海道・東北 80 5 59 15 1

100.0% 6.3% 73.8% 18.8% 1.3%

2. 関東（東京以外） 130 17 94 18 1

100.0% 13.1% 72.3% 13.8% 0.8%

3. 東京 253 29 204 19 1

100.0% 11.5% 80.6% 7.5% 0.4%

4. 中部 168 17 125 25 1

100.0% 10.1% 74.4% 14.9% 0.6%

5. 近畿 162 22 118 22 0

100.0% 13.6% 72.8% 13.6% 0.0%

6. 中国・四国 76 6 59 11 0

100.0% 7.9% 77.6% 14.5% 0.0%

7. 九州・沖縄 51 7 34 9 1

100.0% 13.7% 66.7% 17.6% 2.0%

（無回答） 3 0 2 1 0

100.0% 0.0% 66.7% 33.3% 0.0%

所
在
地
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本年度の採用選考活動について、留学経験者（日本人の学生で海外留学を経験した者）の採用のために行っていることは何ですか（当

てはまるものを全て選択） 

 

 
 

878 58 19 24 31 758 23

6.6% 2.2% 2.7% 3.5% 86.3% 2.6%

6. その他全体
1. 別途のスケ

ジュールを設け
ている

2. 現在、別途のス
ケジュールを設け
ていないが、来年
度別途スケジュー
ルを設けることを

検討している

3. 入社時期を変
えている

4. 海外に出向い
て採用活動を
行っている

5. 特に行ってい
ない

2019 年度 N=878 

2018 年度 N=932 

※採用活動を実施したと回答した 923 社に質問 

※対象 923 社より無回答の 45 社を除外 



139 

 

 

業種別クロス集計表

全体 878 58 19 24 31 758 23

6.6% 2.2% 2.7% 3.5% 86.3% 2.6%

1. 鉱業・採石業、砂利採取業 2 0 0 0 0 2 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%

2. 建設業 85 3 1 1 1 79 2

3.5% 1.2% 1.2% 1.2% 92.9% 2.4%

3. 製造業 314 22 7 9 16 265 9

7.0% 2.2% 2.9% 5.1% 84.4% 2.9%

4. 電気・ガス・熱供給・水道業 13 1 0 1 1 11 0

7.7% 0.0% 7.7% 7.7% 84.6% 0.0%

5. 情報通信業 65 6 4 1 0 55 0

9.2% 6.2% 1.5% 0.0% 84.6% 0.0%

6. 運輸業、郵便業 34 2 1 1 1 29 2

5.9% 2.9% 2.9% 2.9% 85.3% 5.9%

7. 卸売業、小売業 168 11 1 7 5 148 7

6.5% 0.6% 4.2% 3.0% 88.1% 4.2%

8. 金融業、保険業 23 4 1 0 2 15 1

17.4% 4.3% 0.0% 8.7% 65.2% 4.3%

9. 不動産業、物品賃貸業 11 1 0 0 0 10 0

9.1% 0.0% 0.0% 0.0% 90.9% 0.0%

10. 学術研究、専門・技術サービス業 15 0 1 1 0 13 0

0.0% 6.7% 6.7% 0.0% 86.7% 0.0%

11. 宿泊業、飲食サービス業 13 0 2 0 0 11 0

0.0% 15.4% 0.0% 0.0% 84.6% 0.0%

12. 生活関連サービス業、娯楽業 8 1 0 0 0 7 0

12.5% 0.0% 0.0% 0.0% 87.5% 0.0%

13. 教育・学習支援業 13 0 0 0 0 13 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%

14. 医療、福祉 25 0 0 0 1 24 0

0.0% 0.0% 0.0% 4.0% 96.0% 0.0%

15. サービス業（他に分類されないもの） 52 2 1 2 2 45 2

3.8% 1.9% 3.8% 3.8% 86.5% 3.8%

16. その他 29 5 0 1 2 23 0

17.2% 0.0% 3.4% 6.9% 79.3% 0.0%

（無回答） 8 0 0 0 0 8 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%

6. その他

業
種

全体
1. 別途のスケ

ジュールを設け
ている

2. 現在、別途のス
ケジュールを設け
ていないが、来年
度別途スケジュー
ルを設けることを

検討している

3. 入社時期を変
えている

4. 海外に出向い
て採用活動を
行っている

5. 特に行ってい
ない
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本年度の採用選考活動について、留学経験者（日本人の学生で海外留学を経験した者）の採用のために行っていることは何ですか（当

てはまるものを全て選択）（「留学経験者を積極的に採用したい」と回答した企業のみで集計） 

 

従業員数別クロス集計表

全体 878 58 19 24 31 758 23

6.6% 2.2% 2.7% 3.5% 86.3% 2.6%

1. １００人未満 57 0 1 0 0 55 1

0.0% 1.8% 0.0% 0.0% 96.5% 1.8%

2. １００人以上～３００人未満 371 6 8 5 5 347 6

1.6% 2.2% 1.3% 1.3% 93.5% 1.6%

3. ３００人以上～５００人未満 118 3 4 1 1 106 3

2.5% 3.4% 0.8% 0.8% 89.8% 2.5%

4. ５００人以上～１，０００人未満 81 6 1 2 1 72 1

7.4% 1.2% 2.5% 1.2% 88.9% 1.2%

5. １，０００人以上～５，０００人未満 121 10 4 4 4 100 4

8.3% 3.3% 3.3% 3.3% 82.6% 3.3%

6. ５，０００人以上～１０，０００人未満 63 17 0 5 9 42 2

27.0% 0.0% 7.9% 14.3% 66.7% 3.2%

7. １０，０００人以上 65 16 1 7 11 34 6

24.6% 1.5% 10.8% 16.9% 52.3% 9.2%

（無回答） 2 0 0 0 0 2 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%

6. その他

従
業
員
数

全体
1. 別途のスケ

ジュールを設け
ている

2. 現在、別途のス
ケジュールを設け
ていないが、来年
度別途スケジュー
ルを設けることを

検討している

3. 入社時期を変
えている

4. 海外に出向い
て採用活動を
行っている

5. 特に行ってい
ない

所在地別クロス集計表

全体 878 58 19 24 31 758 23

6.6% 2.2% 2.7% 3.5% 86.3% 2.6%

1. 北海道・東北 77 0 2 1 0 73 1

0.0% 2.6% 1.3% 0.0% 94.8% 1.3%

2. 関東（東京以外） 123 8 3 7 5 108 0

6.5% 2.4% 5.7% 4.1% 87.8% 0.0%

3. 東京 245 37 8 10 15 183 11

15.1% 3.3% 4.1% 6.1% 74.7% 4.5%

4. 中部 159 6 1 3 4 148 1

3.8% 0.6% 1.9% 2.5% 93.1% 0.6%

5. 近畿 154 5 3 3 4 136 6

3.2% 1.9% 1.9% 2.6% 88.3% 3.9%

6. 中国・四国 71 1 2 0 0 68 1

1.4% 2.8% 0.0% 0.0% 95.8% 1.4%

7. 九州・沖縄 46 1 0 0 2 40 3

2.2% 0.0% 0.0% 4.3% 87.0% 6.5%

（無回答） 3 0 0 0 1 2 0

0.0% 0.0% 0.0% 33.3% 66.7% 0.0%

6. その他

所
在
地

全体
1. 別途のスケ

ジュールを設け
ている

2. 現在、別途のス
ケジュールを設け
ていないが、来年
度別途スケジュー
ルを設けることを

検討している

3. 入社時期を変
えている

4. 海外に出向い
て採用活動を
行っている

5. 特に行ってい
ない

99 25 8 15 18 51 7

25.3% 8.1% 15.2% 18.2% 51.5% 7.1%

6. その他全体
1. 別途のスケ

ジュールを設け
ている

2. 現在、別途のス
ケジュールを設け
ていないが、来年
度別途スケジュー
ルを設けることを

検討している

3. 入社時期を変
えている

4. 海外に出向い
て採用活動を
行っている

5. 特に行ってい
ない
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2019 年度 N=99 

2018 年度 N=143 

※採用活動を実施したと回答した 923 社で、留学経

験者を積極的に採用したいと回答した 103 社に質問 

※対象 103 社より無回答の 4社を除外 
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業種別クロス集計表

全体 99 25 8 15 18 51 7

25.3% 8.1% 15.2% 18.2% 51.5% 7.1%

1. 鉱業・採石業、砂利採取業 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

2. 建設業 3 1 0 1 1 2 0

33.3% 0.0% 33.3% 33.3% 66.7% 0.0%

3. 製造業 43 10 3 7 12 20 4

23.3% 7.0% 16.3% 27.9% 46.5% 9.3%

4. 電気・ガス・熱供給・水道業 2 0 0 0 0 2 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%

5. 情報通信業 4 2 2 1 0 0 0

50.0% 50.0% 25.0% 0.0% 0.0% 0.0%

6. 運輸業、郵便業 4 1 0 1 1 3 0

25.0% 0.0% 25.0% 25.0% 75.0% 0.0%

7. 卸売業、小売業 13 5 0 3 1 5 2

38.5% 0.0% 23.1% 7.7% 38.5% 15.4%

8. 金融業、保険業 2 2 0 0 0 0 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

9. 不動産業、物品賃貸業 1 0 0 0 0 1 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%

10. 学術研究、専門・技術サービス業 2 0 0 0 0 2 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%

11. 宿泊業、飲食サービス業 4 0 2 0 0 2 0

0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0%

12. 生活関連サービス業、娯楽業 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

13. 教育・学習支援業 3 0 0 0 0 3 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%

14. 医療、福祉 3 0 0 0 1 2 0

0.0% 0.0% 0.0% 33.3% 66.7% 0.0%

15. サービス業（他に分類されないもの） 10 1 1 1 1 7 1

10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 70.0% 10.0%

16. その他 5 3 0 1 1 2 0

60.0% 0.0% 20.0% 20.0% 40.0% 0.0%

（無回答） 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

6. その他

業
種

全体
1. 別途のスケ

ジュールを設け
ている

2. 現在、別途のス
ケジュールを設け
ていないが、来年
度別途スケジュー
ルを設けることを

検討している

3. 入社時期を変
えている

4. 海外に出向い
て採用活動を
行っている

5. 特に行ってい
ない
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従業員数別クロス集計表

全体 99 25 8 15 18 51 7

25.3% 8.1% 15.2% 18.2% 51.5% 7.1%

1. １００人未満 5 0 0 0 0 5 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%

2. １００人以上～３００人未満 28 4 4 3 4 17 1

14.3% 14.3% 10.7% 14.3% 60.7% 3.6%

3. ３００人以上～５００人未満 11 0 2 1 0 6 2

0.0% 18.2% 9.1% 0.0% 54.5% 18.2%

4. ５００人以上～１，０００人未満 10 2 0 2 1 7 0

20.0% 0.0% 20.0% 10.0% 70.0% 0.0%

5. １，０００人以上～５，０００人未満 16 6 1 1 1 7 2

37.5% 6.3% 6.3% 6.3% 43.8% 12.5%

6. ５，０００人以上～１０，０００人未満 11 6 0 2 4 5 0

54.5% 0.0% 18.2% 36.4% 45.5% 0.0%

7. １０，０００人以上 17 7 1 6 8 3 2

41.2% 5.9% 35.3% 47.1% 17.6% 11.8%

（無回答） 1 0 0 0 0 1 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%

6. その他

従
業
員
数

全体
1. 別途のスケ

ジュールを設け
ている

2. 現在、別途のス
ケジュールを設け
ていないが、来年
度別途スケジュー
ルを設けることを

検討している

3. 入社時期を変
えている

4. 海外に出向い
て採用活動を
行っている

5. 特に行ってい
ない

所在地別クロス集計表

全体 99 25 8 15 18 51 7

25.3% 8.1% 15.2% 18.2% 51.5% 7.1%

1. 北海道・東北 5 0 1 0 0 4 0

0.0% 20.0% 0.0% 0.0% 80.0% 0.0%

2. 関東（東京以外） 17 6 1 5 5 7 0

35.3% 5.9% 29.4% 29.4% 41.2% 0.0%

3. 東京 29 13 4 5 6 8 4

44.8% 13.8% 17.2% 20.7% 27.6% 13.8%

4. 中部 17 4 0 3 3 11 0

23.5% 0.0% 17.6% 17.6% 64.7% 0.0%

5. 近畿 21 2 1 2 3 14 2

9.5% 4.8% 9.5% 14.3% 66.7% 9.5%

6. 中国・四国 5 0 1 0 0 4 0

0.0% 20.0% 0.0% 0.0% 80.0% 0.0%

7. 九州・沖縄 5 0 0 0 1 3 1

0.0% 0.0% 0.0% 20.0% 60.0% 20.0%

（無回答） 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

6. その他

所
在
地

全体
1. 別途のスケ

ジュールを設け
ている

2. 現在、別途のス
ケジュールを設け
ていないが、来年
度別途スケジュー
ルを設けることを

検討している

3. 入社時期を変
えている

4. 海外に出向い
て採用活動を
行っている

5. 特に行ってい
ない
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Ⅹ．インターンシップについて  

 
（１）２０１９年度卒業・修了予定者を対象としたインターンシップを実施したかについて 

○２０１９年度卒業・修了予定者（２０２０年３月卒業・修了予定者）を対象としたインタ

ーンシップを実施したかを尋ねたところ、「実施した」が６０．９％、「実施していない」

が３８．８％であった。 
 
2019 年度（令和元年度）卒業・修了予定者（2020 年（令和 2年）３月卒業・修了予定者）を対象としたインターンシップを実施しまし

たか（当てはまるものを一つ選択） 

 

 
 

全体 1. 実施した 2. 実施していない （無回答）

980 597 380 3

100.0% 60.9% 38.8% 0.3%

2019 年度 N=980 

2018 年度 N=1,012 
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業種別クロス集計表 全体 1. 実施した 2. 実施していない （無回答）

全体 980 597 380 3

100.0% 60.9% 38.8% 0.3%

1. 鉱業・採石業、砂利採取業 2 1 1 0

100.0% 50.0% 50.0% 0.0%

2. 建設業 95 60 35 0

100.0% 63.2% 36.8% 0.0%

3. 製造業 354 223 130 1

100.0% 63.0% 36.7% 0.3%

4. 電気・ガス・熱供給・水道業 15 12 3 0

100.0% 80.0% 20.0% 0.0%

5. 情報通信業 72 45 27 0

100.0% 62.5% 37.5% 0.0%

6. 運輸業、郵便業 39 20 19 0

100.0% 51.3% 48.7% 0.0%

7. 卸売業、小売業 191 107 82 2

100.0% 56.0% 42.9% 1.0%

8. 金融業、保険業 24 19 5 0

100.0% 79.2% 20.8% 0.0%

9. 不動産業、物品賃貸業 13 10 3 0

100.0% 76.9% 23.1% 0.0%

10. 学術研究、専門・技術サービス業 15 11 4 0

100.0% 73.3% 26.7% 0.0%

11. 宿泊業、飲食サービス業 14 10 4 0

100.0% 71.4% 28.6% 0.0%

12. 生活関連サービス業、娯楽業 10 8 2 0

100.0% 80.0% 20.0% 0.0%

13. 教育・学習支援業 14 6 8 0

100.0% 42.9% 57.1% 0.0%

14. 医療、福祉 28 18 10 0

100.0% 64.3% 35.7% 0.0%

15. サービス業（他に分類されないもの） 56 28 28 0

100.0% 50.0% 50.0% 0.0%

16. その他 30 16 14 0

100.0% 53.3% 46.7% 0.0%

（無回答） 8 3 5 0

100.0% 37.5% 62.5% 0.0%

業
種
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（２）インターンシップの実施目的として最も大きいものについて 
○（１）にて「実施した」と回答した企業（５９７社）に対して、インターンシップの実施

目的を尋ねたところ、「自社への理解促進」が最も多く３４．７％、次いで、「自企業への

潜在的応募者の確保（母集団形成）」（１８．６％）であった。 
 

インターンシップの実施目的として最も大きいものは何ですか(最も当てはまるものを一つ選択)  

 

従業員数別クロス集計表 全体 1. 実施した 2. 実施していない （無回答）

全体 980 597 380 3

100.0% 60.9% 38.8% 0.3%

1. １００人未満 73 13 59 1

100.0% 17.8% 80.8% 1.4%

2. １００人以上～３００人未満 433 208 224 1

100.0% 48.0% 51.7% 0.2%

3. ３００人以上～５００人未満 127 95 31 1

100.0% 74.8% 24.4% 0.8%

4. ５００人以上～１，０００人未満 85 61 24 0

100.0% 71.8% 28.2% 0.0%

5. １，０００人以上～５，０００人未満 125 99 26 0

100.0% 79.2% 20.8% 0.0%

6. ５，０００人以上～１０，０００人未満 65 56 9 0

100.0% 86.2% 13.8% 0.0%

7. １０，０００人以上 70 64 6 0

100.0% 91.4% 8.6% 0.0%

（無回答） 2 1 1 0

100.0% 50.0% 50.0% 0.0%

従
業
員
数

所在地別クロス集計表 全体 1. 実施した 2. 実施していない （無回答）

全体 980 597 380 3

100.0% 60.9% 38.8% 0.3%

1. 北海道・東北 91 40 51 0

100.0% 44.0% 56.0% 0.0%

2. 関東（東京以外） 139 77 61 1

100.0% 55.4% 43.9% 0.7%

3. 東京 266 174 92 0

100.0% 65.4% 34.6% 0.0%

4. 中部 175 116 59 0

100.0% 66.3% 33.7% 0.0%

5. 近畿 172 100 71 1

100.0% 58.1% 41.3% 0.6%

6. 中国・四国 81 55 25 1

100.0% 67.9% 30.9% 1.2%

7. 九州・沖縄 53 33 20 0

100.0% 62.3% 37.7% 0.0%

（無回答） 3 2 1 0

100.0% 66.7% 33.3% 0.0%

所
在
地

597 38 56 207 17 27 111 3 138

100.0% 6.4% 9.4% 34.7% 2.8% 4.5% 18.6% 0.5% 23.1%

6. 自企業への
潜在的応募者
の確保（母集

団形成）

7. その他 （無回答）全体

1. 人材育成
（キャリア
教育）への

貢献

2. 業界全体
への理解促

進

3. 自社への
理解促進

4. 採用選考
の一環

5. 採用を目
的とした説
明会等の一

環
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［参考：昨年度調査］ 

 
 

N=597 

※インターンシップを実施したと回答した 597 社に質問 

N=587 



148 

 
 

業種別クロス集計表

全体 597 38 56 207 17 27 111 3 138

100.0% 6.4% 9.4% 34.7% 2.8% 4.5% 18.6% 0.5% 23.1%

1. 鉱業・採石業、砂利採取業 1 0 0 0 0 1 0 0 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

2. 建設業 60 4 9 16 1 3 18 0 9

100.0% 6.7% 15.0% 26.7% 1.7% 5.0% 30.0% 0.0% 15.0%

3. 製造業 223 11 11 81 10 14 39 2 55

100.0% 4.9% 4.9% 36.3% 4.5% 6.3% 17.5% 0.9% 24.7%

4. 電気・ガス・熱供給・水道業 12 2 1 4 0 0 3 0 2

100.0% 16.7% 8.3% 33.3% 0.0% 0.0% 25.0% 0.0% 16.7%

5. 情報通信業 45 2 7 11 0 2 9 0 14

100.0% 4.4% 15.6% 24.4% 0.0% 4.4% 20.0% 0.0% 31.1%

6. 運輸業、郵便業 20 2 2 12 0 0 1 0 3

100.0% 10.0% 10.0% 60.0% 0.0% 0.0% 5.0% 0.0% 15.0%

7. 卸売業、小売業 107 10 14 35 3 2 15 1 27

100.0% 9.3% 13.1% 32.7% 2.8% 1.9% 14.0% 0.9% 25.2%

8. 金融業、保険業 19 0 2 5 0 1 6 0 5

100.0% 0.0% 10.5% 26.3% 0.0% 5.3% 31.6% 0.0% 26.3%

9. 不動産業、物品賃貸業 10 1 0 3 0 0 3 0 3

100.0% 10.0% 0.0% 30.0% 0.0% 0.0% 30.0% 0.0% 30.0%

10. 学術研究、専門・技術サービス業 11 2 0 4 0 1 2 0 2

100.0% 18.2% 0.0% 36.4% 0.0% 9.1% 18.2% 0.0% 18.2%

11. 宿泊業、飲食サービス業 10 1 0 4 0 0 2 0 3

100.0% 10.0% 0.0% 40.0% 0.0% 0.0% 20.0% 0.0% 30.0%

12. 生活関連サービス業、娯楽業 8 0 3 1 0 0 2 0 2

100.0% 0.0% 37.5% 12.5% 0.0% 0.0% 25.0% 0.0% 25.0%

13. 教育・学習支援業 6 1 1 0 0 1 2 0 1

100.0% 16.7% 16.7% 0.0% 0.0% 16.7% 33.3% 0.0% 16.7%

14. 医療、福祉 18 1 3 10 1 0 1 0 2

100.0% 5.6% 16.7% 55.6% 5.6% 0.0% 5.6% 0.0% 11.1%

15. サービス業（他に分類されないもの） 28 1 1 14 2 1 3 0 6

100.0% 3.6% 3.6% 50.0% 7.1% 3.6% 10.7% 0.0% 21.4%

16. その他 16 0 2 5 0 1 4 0 4

100.0% 0.0% 12.5% 31.3% 0.0% 6.3% 25.0% 0.0% 25.0%

（無回答） 3 0 0 2 0 0 1 0 0

100.0% 0.0% 0.0% 66.7% 0.0% 0.0% 33.3% 0.0% 0.0%

6. 自企業への
潜在的応募者
の確保（母集

団形成）

7. その他 （無回答）

業
種

全体

1. 人材育成
（キャリア
教育）への

貢献

2. 業界全体
への理解促

進

3. 自社への
理解促進

4. 採用選考
の一環

5. 採用を目
的とした説
明会等の一

環
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（３）採用選考としてインターンシップを活用する理由について 
○（２）にて「採用選考の一環」と回答した企業（１７社）に対し、採用選考としてインタ

ーンシップを活用する理由を尋ねたところ、「従来の面接等よりも、より学生の能力等が

わかり、よりよい選考につながるため」（７０．６％）との回答が最も多く、次いで「早

い段階で学生と接触することにより、学生から応募されやすくなるため」（５２．９％）、

「学生に対して、自社のより深いＰＲにつながるため」」（４１．２％）との回答が多かっ

た。 
 

従業員数別クロス集計表

全体 597 38 56 207 17 27 111 3 138

100.0% 6.4% 9.4% 34.7% 2.8% 4.5% 18.6% 0.5% 23.1%

1. １００人未満 13 1 1 3 1 1 3 0 3

100.0% 7.7% 7.7% 23.1% 7.7% 7.7% 23.1% 0.0% 23.1%

2. １００人以上～３００人未満 208 13 18 81 5 11 30 1 49

100.0% 6.3% 8.7% 38.9% 2.4% 5.3% 14.4% 0.5% 23.6%

3. ３００人以上～５００人未満 95 6 7 33 5 5 15 1 23

100.0% 6.3% 7.4% 34.7% 5.3% 5.3% 15.8% 1.1% 24.2%

4. ５００人以上～１，０００人未満 61 3 10 13 0 5 12 1 17

100.0% 4.9% 16.4% 21.3% 0.0% 8.2% 19.7% 1.6% 27.9%

5. １，０００人以上～５，０００人未満 99 6 12 31 2 4 22 0 22

100.0% 6.1% 12.1% 31.3% 2.0% 4.0% 22.2% 0.0% 22.2%

6. ５，０００人以上～１０，０００人未満 56 5 3 20 2 0 14 0 12

100.0% 8.9% 5.4% 35.7% 3.6% 0.0% 25.0% 0.0% 21.4%

7. １０，０００人以上 64 4 5 25 2 1 15 0 12

100.0% 6.3% 7.8% 39.1% 3.1% 1.6% 23.4% 0.0% 18.8%

（無回答） 1 0 0 1 0 0 0 0 0

100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

6. 自企業への
潜在的応募者
の確保（母集

団形成）

7. その他 （無回答）

従
業
員
数

全体

1. 人材育成
（キャリア
教育）への

貢献

2. 業界全体
への理解促

進

3. 自社への
理解促進

4. 採用選考
の一環

5. 採用を目
的とした説
明会等の一

環

所在地別クロス集計表

全体 597 38 56 207 17 27 111 3 138

100.0% 6.4% 9.4% 34.7% 2.8% 4.5% 18.6% 0.5% 23.1%

1. 北海道・東北 40 3 6 14 0 2 5 1 9

100.0% 7.5% 15.0% 35.0% 0.0% 5.0% 12.5% 2.5% 22.5%

2. 関東（東京以外） 77 6 8 29 1 5 11 0 17

100.0% 7.8% 10.4% 37.7% 1.3% 6.5% 14.3% 0.0% 22.1%

3. 東京 174 12 12 61 3 3 38 0 45

100.0% 6.9% 6.9% 35.1% 1.7% 1.7% 21.8% 0.0% 25.9%

4. 中部 116 5 6 39 1 9 24 0 32

100.0% 4.3% 5.2% 33.6% 0.9% 7.8% 20.7% 0.0% 27.6%

5. 近畿 100 8 13 30 8 4 22 2 13

100.0% 8.0% 13.0% 30.0% 8.0% 4.0% 22.0% 2.0% 13.0%

6. 中国・四国 55 3 6 22 3 1 5 0 15

100.0% 5.5% 10.9% 40.0% 5.5% 1.8% 9.1% 0.0% 27.3%

7. 九州・沖縄 33 1 5 11 1 3 6 0 6

100.0% 3.0% 15.2% 33.3% 3.0% 9.1% 18.2% 0.0% 18.2%

（無回答） 2 0 0 1 0 0 0 0 1

100.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0%

6. 自企業への
潜在的応募者
の確保（母集

団形成）

7. その他 （無回答）

所
在
地

全体

1. 人材育成
（キャリア
教育）への

貢献

2. 業界全体
への理解促

進

3. 自社への
理解促進

4. 採用選考
の一環

5. 採用を目
的とした説
明会等の一

環
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採用選考としてインターンシップを活用する理由をお答えください（当てはまるものを全て選択） 

 

 
 

17 12 7 9 1 0 0

70.6% 41.2% 52.9% 5.9% 0.0% 0.0%

6. その他全体

1. 従来の面接等よ
りも、より学生の
能力等がわかり、
よりよい選考につ

ながるため

2. 学生に対し
て、自社のより
深いPRにつなが

るため

3. 早い段階で学生
と接触することに
より、学生から応
募されやすくなる

ため

4. 採用した者の
定着率が高いた

め

5. 採用業務の平
準化のため

N=17 

※インターンシップを実施したと回答した 597 社

のうち採用選考の一環と回答した 17 社に質問 
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業種別クロス集計表

全体 17 12 7 9 1 0 0

70.6% 41.2% 52.9% 5.9% 0.0% 0.0%

1. 鉱業・採石業、砂利採取業 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

2. 建設業 1 1 0 0 0 0 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

3. 製造業 10 6 3 5 0 0 0

60.0% 30.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0%

4. 電気・ガス・熱供給・水道業 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

5. 情報通信業 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

6. 運輸業、郵便業 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

7. 卸売業、小売業 3 3 2 3 1 0 0

100.0% 66.7% 100.0% 33.3% 0.0% 0.0%

8. 金融業、保険業 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

9. 不動産業、物品賃貸業 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

10. 学術研究、専門・技術サービス業 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

11. 宿泊業、飲食サービス業 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

12. 生活関連サービス業、娯楽業 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

13. 教育・学習支援業 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

14. 医療、福祉 1 1 1 0 0 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

15. サービス業（他に分類されないもの） 2 1 1 1 0 0 0

50.0% 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0%

16. その他 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

（無回答） 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

6. その他

業
種

全体

1. 従来の面接等よ
りも、より学生の
能力等がわかり、
よりよい選考につ

ながるため

2. 学生に対し
て、自社のより
深いPRにつなが

るため

3. 早い段階で学生
と接触することに
より、学生から応
募されやすくなる

ため

4. 採用した者の
定着率が高いた

め

5. 採用業務の平
準化のため
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（４）インターンシップの実施により目的はどの程度達成されたかについて 
○（２）にて「自企業への潜在的応募者の確保（母集団形成）」と回答した企業（１１１社）

に対し、インターンシップの実施により目的はどの程度達成されたかを尋ねたところ、

「目的が達成された」と「ある程度達成された」の回答を合わせると７５．６％に上り、

「あまり達成されなかった」と「母集団形成には効果がなかった」の回答を合わせた２０．

７％を大きく上回った。 
 

インターンシップの実施により、目的はどの程度達成されましたか（当てはまるものを一つ選択） 

従業員数別クロス集計表

全体 17 12 7 9 1 0 0

70.6% 41.2% 52.9% 5.9% 0.0% 0.0%

1. １００人未満 1 1 0 1 0 0 0

100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

2. １００人以上～３００人未満 5 3 2 3 0 0 0

60.0% 40.0% 60.0% 0.0% 0.0% 0.0%

3. ３００人以上～５００人未満 5 4 3 1 0 0 0

80.0% 60.0% 20.0% 0.0% 0.0% 0.0%

4. ５００人以上～１，０００人未満 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

5. １，０００人以上～５，０００人未満 2 0 1 1 0 0 0

0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0%

6. ５，０００人以上～１０，０００人未満 2 2 0 2 0 0 0

100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

7. １０，０００人以上 2 2 1 1 1 0 0

100.0% 50.0% 50.0% 50.0% 0.0% 0.0%

（無回答） 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

6. その他

従
業
員
数

全体

1. 従来の面接等よ
りも、より学生の
能力等がわかり、
よりよい選考につ

ながるため

2. 学生に対し
て、自社のより
深いPRにつなが

るため

3. 早い段階で学生
と接触することに
より、学生から応
募されやすくなる

ため

4. 採用した者の
定着率が高いた

め

5. 採用業務の平
準化のため

所在地別クロス集計表

全体 17 12 7 9 1 0 0

70.6% 41.2% 52.9% 5.9% 0.0% 0.0%

1. 北海道・東北 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

2. 関東（東京以外） 1 1 1 0 0 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

3. 東京 3 3 1 2 1 0 0

100.0% 33.3% 66.7% 33.3% 0.0% 0.0%

4. 中部 1 0 1 1 0 0 0

0.0% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

5. 近畿 8 5 4 4 0 0 0

62.5% 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0%

6. 中国・四国 3 3 0 1 0 0 0

100.0% 0.0% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0%

7. 九州・沖縄 1 0 0 1 0 0 0

0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

（無回答） 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

6. その他

所
在
地

全体

1. 従来の面接等よ
りも、より学生の
能力等がわかり、
よりよい選考につ

ながるため

2. 学生に対し
て、自社のより
深いPRにつなが

るため

3. 早い段階で学生
と接触することに
より、学生から応
募されやすくなる

ため

4. 採用した者の
定着率が高いた

め

5. 採用業務の平
準化のため
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111 31 53 16 7 4

100.0% 27.9% 47.7% 14.4% 6.3% 3.6%

4. 母集団形成には
効果がなかった

（無回答）全体
1. インターンシップ参
加から本選考に応募し
た学生が多く、目的が

達成された

2. ある程度達成さ
れた

3. あまり達成されな
かった

業種別クロス集計表

全体 111 31 53 16 7 4

100.0% 27.9% 47.7% 14.4% 6.3% 3.6%

1. 鉱業・採石業、砂利採取業 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

2. 建設業 18 4 8 2 2 2

100.0% 22.2% 44.4% 11.1% 11.1% 11.1%

3. 製造業 39 14 16 5 4 0

100.0% 35.9% 41.0% 12.8% 10.3% 0.0%

4. 電気・ガス・熱供給・水道業 3 1 1 1 0 0

100.0% 33.3% 33.3% 33.3% 0.0% 0.0%

5. 情報通信業 9 2 5 1 0 1

100.0% 22.2% 55.6% 11.1% 0.0% 11.1%

6. 運輸業、郵便業 1 0 0 1 0 0

100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

7. 卸売業、小売業 15 2 11 1 0 1

100.0% 13.3% 73.3% 6.7% 0.0% 6.7%

8. 金融業、保険業 6 3 3 0 0 0

100.0% 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0%

9. 不動産業、物品賃貸業 3 1 1 1 0 0

100.0% 33.3% 33.3% 33.3% 0.0% 0.0%

10. 学術研究、専門・技術サービス業 2 0 1 1 0 0

100.0% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 0.0%

11. 宿泊業、飲食サービス業 2 1 0 1 0 0

100.0% 50.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0%

12. 生活関連サービス業、娯楽業 2 0 2 0 0 0

100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

13. 教育・学習支援業 2 0 2 0 0 0

100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

14. 医療、福祉 1 0 0 0 1 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%

15. サービス業（他に分類されないもの） 3 1 1 1 0 0

100.0% 33.3% 33.3% 33.3% 0.0% 0.0%

16. その他 4 2 1 1 0 0

100.0% 50.0% 25.0% 25.0% 0.0% 0.0%

（無回答） 1 0 1 0 0 0

100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

4. 母集団形成には
効果がなかった

（無回答）全体
1. インターンシップ参
加から本選考に応募し
た学生が多く、目的が

達成された

2. ある程度達成さ
れた

3. あまり達成されな
かった

業
種

N=111 

※インターンシップを実施したと回答した 597 社のうち

潜在的応募者の確保と回答した 111 社に質問 
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（５）インターンシップを実施した時期について 

○インターンシップを実施した時期を尋ねたところ、「２０１９年２月」（６６．３％）との

回答が最も多く、次いで「２０１８年８月」（５７．７％）、「２０１８年９月」（４１．１％）

であった。 
 

インターンシップを実施した時期はいつですか（当てはまるものを全て選択） 

従業員数別クロス集計表

全体 111 31 53 16 7 4

100.0% 27.9% 47.7% 14.4% 6.3% 3.6%

1. １００人未満 3 1 0 0 2 0

100.0% 33.3% 0.0% 0.0% 66.7% 0.0%

2. １００人以上～３００人未満 30 4 14 7 4 1

100.0% 13.3% 46.7% 23.3% 13.3% 3.3%

3. ３００人以上～５００人未満 15 2 8 2 0 3

100.0% 13.3% 53.3% 13.3% 0.0% 20.0%

4. ５００人以上～１，０００人未満 12 3 7 2 0 0

100.0% 25.0% 58.3% 16.7% 0.0% 0.0%

5. １，０００人以上～５，０００人未満 22 9 10 3 0 0

100.0% 40.9% 45.5% 13.6% 0.0% 0.0%

6. ５，０００人以上～１０，０００人未満 14 4 10 0 0 0

100.0% 28.6% 71.4% 0.0% 0.0% 0.0%

7. １０，０００人以上 15 8 4 2 1 0

100.0% 53.3% 26.7% 13.3% 6.7% 0.0%

（無回答） 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

4. 母集団形成には
効果がなかった

（無回答）

従
業
員
数

全体
1. インターンシップ参
加から本選考に応募し
た学生が多く、目的が

達成された

2. ある程度達成さ
れた

3. あまり達成されな
かった

所在地別クロス集計表

全体 111 31 53 16 7 4

100.0% 27.9% 47.7% 14.4% 6.3% 3.6%

1. 北海道・東北 5 0 4 0 0 1

100.0% 0.0% 80.0% 0.0% 0.0% 20.0%

2. 関東（東京以外） 11 6 3 1 1 0

100.0% 54.5% 27.3% 9.1% 9.1% 0.0%

3. 東京 38 12 18 5 2 1

100.0% 31.6% 47.4% 13.2% 5.3% 2.6%

4. 中部 24 6 11 5 2 0

100.0% 25.0% 45.8% 20.8% 8.3% 0.0%

5. 近畿 22 4 12 4 1 1

100.0% 18.2% 54.5% 18.2% 4.5% 4.5%

6. 中国・四国 5 1 2 1 1 0

100.0% 20.0% 40.0% 20.0% 20.0% 0.0%

7. 九州・沖縄 6 2 3 0 0 1

100.0% 33.3% 50.0% 0.0% 0.0% 16.7%

（無回答） 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

4. 母集団形成には
効果がなかった

（無回答）

所
在
地

全体
1. インターンシップ参
加から本選考に応募し
た学生が多く、目的が

達成された

2. ある程度達成さ
れた

3. あまり達成されな
かった
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591 7 7 31 78 341 243 119 143 202 229 392 44 13 14 51

1.2% 1.2% 5.2% 13.2% 57.7% 41.1% 20.1% 24.2% 34.2% 38.7% 66.3% 7.4% 2.2% 2.4% 8.6%

m. ４
月

n. ５
月

o. ６
月以降

c. ６
月

d. ７
月

e. ８
月

f. ９月 l. ３月全体
a. ２０
１８年
４月

b. ５
月

g. １
０月

h. １
１月

i. １２
月

j. ２０
１９年
１月

k. ２
月

2019 年度 N=591 

(2018 年度) N=587 

※インターンシップを実施したと回答した 597 社に質問 

※対象 597 社より無回答の 6社を除外 
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業種別クロス集計表

全体 591 7 7 31 78 341 243 119 143 202 229 392 44 13 14 51

1.2% 1.2% 5.2% 13.2% 57.7% 41.1% 20.1% 24.2% 34.2% 38.7% 66.3% 7.4% 2.2% 2.4% 8.6%

1. 鉱業・採石業、砂利採取業 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

2. 建設業 60 0 0 3 9 42 27 11 15 19 23 40 2 1 0 7

0.0% 0.0% 5.0% 15.0% 70.0% 45.0% 18.3% 25.0% 31.7% 38.3% 66.7% 3.3% 1.7% 0.0% 11.7%

3. 製造業 222 0 0 2 20 116 83 32 39 56 79 145 14 3 5 20

0.0% 0.0% 0.9% 9.0% 52.3% 37.4% 14.4% 17.6% 25.2% 35.6% 65.3% 6.3% 1.4% 2.3% 9.0%

4. 電気・ガス・熱供給・水道業 12 0 0 2 1 10 7 3 4 5 7 9 0 0 0 0

0.0% 0.0% 16.7% 8.3% 83.3% 58.3% 25.0% 33.3% 41.7% 58.3% 75.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

5. 情報通信業 44 1 1 2 6 30 27 9 11 18 22 31 6 0 1 1

2.3% 2.3% 4.5% 13.6% 68.2% 61.4% 20.5% 25.0% 40.9% 50.0% 70.5% 13.6% 0.0% 2.3% 2.3%

6. 運輸業、郵便業 20 0 0 1 1 13 11 3 6 10 7 12 0 0 0 0

0.0% 0.0% 5.0% 5.0% 65.0% 55.0% 15.0% 30.0% 50.0% 35.0% 60.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

7. 卸売業、小売業 106 2 2 9 19 57 36 22 26 39 41 68 8 1 3 10

1.9% 1.9% 8.5% 17.9% 53.8% 34.0% 20.8% 24.5% 36.8% 38.7% 64.2% 7.5% 0.9% 2.8% 9.4%

8. 金融業、保険業 19 0 0 0 2 13 12 6 8 9 7 17 0 1 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 10.5% 68.4% 63.2% 31.6% 42.1% 47.4% 36.8% 89.5% 0.0% 5.3% 0.0% 0.0%

9. 不動産業、物品賃貸業 10 0 0 0 0 6 3 2 4 6 3 6 2 1 0 1

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 60.0% 30.0% 20.0% 40.0% 60.0% 30.0% 60.0% 20.0% 10.0% 0.0% 10.0%

10. 学術研究、専門・技術サービス業 10 0 0 0 1 5 4 3 3 3 3 5 0 0 0 2

0.0% 0.0% 0.0% 10.0% 50.0% 40.0% 30.0% 30.0% 30.0% 30.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 20.0%

11. 宿泊業、飲食サービス業 9 1 1 1 2 5 4 3 3 6 6 9 2 1 2 2

11.1% 11.1% 11.1% 22.2% 55.6% 44.4% 33.3% 33.3% 66.7% 66.7% 100.0% 22.2% 11.1% 22.2% 22.2%

12. 生活関連サービス業、娯楽業 8 0 0 2 2 5 1 5 4 6 4 6 0 0 0 0

0.0% 0.0% 25.0% 25.0% 62.5% 12.5% 62.5% 50.0% 75.0% 50.0% 75.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

13. 教育・学習支援業 6 0 0 0 0 4 3 1 2 2 0 1 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 66.7% 50.0% 16.7% 33.3% 33.3% 0.0% 16.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

14. 医療、福祉 18 2 2 3 6 8 6 5 2 3 6 8 6 4 1 4

11.1% 11.1% 16.7% 33.3% 44.4% 33.3% 27.8% 11.1% 16.7% 33.3% 44.4% 33.3% 22.2% 5.6% 22.2%

15. サービス業（他に分類されないもの） 27 0 0 3 4 16 11 5 6 9 10 19 2 0 0 2

0.0% 0.0% 11.1% 14.8% 59.3% 40.7% 18.5% 22.2% 33.3% 37.0% 70.4% 7.4% 0.0% 0.0% 7.4%

16. その他 16 1 1 3 5 9 8 9 9 10 9 13 2 1 1 2

6.3% 6.3% 18.8% 31.3% 56.3% 50.0% 56.3% 56.3% 62.5% 56.3% 81.3% 12.5% 6.3% 6.3% 12.5%

（無回答） 3 0 0 0 0 1 0 0 1 1 2 3 0 0 1 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 33.3% 0.0% 0.0% 33.3% 33.3% 66.7% 100.0% 0.0% 0.0% 33.3% 0.0%

m. ４
月

n. ５
月

o. ６
月以降

c. ６
月

d. ７
月

e. ８
月

f. ９月 l. ３月

業
種

全体
a. ２０
１８年
４月

b. ５
月

g. １
０月

h. １
１月

i. １２
月

j. ２０
１９年
１月

k. ２
月
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（６）インターンシップの実施日数について 
○１回あたりのインターンシップの実施日数を尋ねたところ、「１営業日」（５７．６％）と

の回答が最も多く、次に「２～４営業日」（２０．３％）、「５～９営業日」（１３．４％）

であった。 
 

従業員数別クロス集計表

全体 591 7 7 31 78 341 243 119 143 202 229 392 44 13 14 51

1.2% 1.2% 5.2% 13.2% 57.7% 41.1% 20.1% 24.2% 34.2% 38.7% 66.3% 7.4% 2.2% 2.4% 8.6%

1. １００人未満 11 0 0 1 3 7 6 1 2 3 3 6 3 2 1 3

0.0% 0.0% 9.1% 27.3% 63.6% 54.5% 9.1% 18.2% 27.3% 27.3% 54.5% 27.3% 18.2% 9.1% 27.3%

2. １００人以上～３００人未満 204 2 1 4 23 111 53 25 30 42 54 114 18 1 7 29

1.0% 0.5% 2.0% 11.3% 54.4% 26.0% 12.3% 14.7% 20.6% 26.5% 55.9% 8.8% 0.5% 3.4% 14.2%

3. ３００人以上～５００人未満 95 2 2 2 6 45 33 10 10 23 32 60 8 4 3 6

2.1% 2.1% 2.1% 6.3% 47.4% 34.7% 10.5% 10.5% 24.2% 33.7% 63.2% 8.4% 4.2% 3.2% 6.3%

4. ５００人以上～１，０００人未満 61 1 2 6 11 31 29 17 16 18 27 40 6 3 2 7

1.6% 3.3% 9.8% 18.0% 50.8% 47.5% 27.9% 26.2% 29.5% 44.3% 65.6% 9.8% 4.9% 3.3% 11.5%

5. １，０００人以上～５，０００人未満 99 2 1 5 14 66 48 25 32 46 45 76 6 1 0 2

2.0% 1.0% 5.1% 14.1% 66.7% 48.5% 25.3% 32.3% 46.5% 45.5% 76.8% 6.1% 1.0% 0.0% 2.0%

6. ５，０００人以上～１０，０００人未満 56 0 0 4 3 33 35 16 24 35 30 44 0 1 0 1

0.0% 0.0% 7.1% 5.4% 58.9% 62.5% 28.6% 42.9% 62.5% 53.6% 78.6% 0.0% 1.8% 0.0% 1.8%

7. １０，０００人以上 64 0 1 9 18 48 39 25 29 35 38 51 3 1 1 3

0.0% 1.6% 14.1% 28.1% 75.0% 60.9% 39.1% 45.3% 54.7% 59.4% 79.7% 4.7% 1.6% 1.6% 4.7%

（無回答） 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

f. ９月全体
a. ２０
１８年
４月

従
業
員
数

b. ５
月

c. ６
月

d. ７
月

e. ８
月

l. ３月
m. ４

月
n. ５
月

o. ６
月以降

g. １
０月

h. １
１月

i. １２
月

j. ２０
１９年
１月

k. ２
月

所在地別クロス集計表

全体 591 7 7 31 78 341 243 119 143 202 229 392 44 13 14 51

1.2% 1.2% 5.2% 13.2% 57.7% 41.1% 20.1% 24.2% 34.2% 38.7% 66.3% 7.4% 2.2% 2.4% 8.6%

1. 北海道・東北 39 0 0 0 3 21 14 6 6 9 10 23 2 0 2 6

0.0% 0.0% 0.0% 7.7% 53.8% 35.9% 15.4% 15.4% 23.1% 25.6% 59.0% 5.1% 0.0% 5.1% 15.4%

2. 関東（東京以外） 77 0 1 8 18 45 29 15 18 22 34 51 4 2 2 10

0.0% 1.3% 10.4% 23.4% 58.4% 37.7% 19.5% 23.4% 28.6% 44.2% 66.2% 5.2% 2.6% 2.6% 13.0%

3. 東京 171 1 2 11 24 97 85 53 62 82 91 126 16 4 4 11

0.6% 1.2% 6.4% 14.0% 56.7% 49.7% 31.0% 36.3% 48.0% 53.2% 73.7% 9.4% 2.3% 2.3% 6.4%

4. 中部 115 2 2 3 13 74 45 14 18 26 39 89 7 3 3 14

1.7% 1.7% 2.6% 11.3% 64.3% 39.1% 12.2% 15.7% 22.6% 33.9% 77.4% 6.1% 2.6% 2.6% 12.2%

5. 近畿 99 2 1 5 10 49 30 21 29 38 36 60 9 3 2 3

2.0% 1.0% 5.1% 10.1% 49.5% 30.3% 21.2% 29.3% 38.4% 36.4% 60.6% 9.1% 3.0% 2.0% 3.0%

6. 中国・四国 55 1 1 4 7 34 28 8 5 16 12 25 3 1 0 7

1.8% 1.8% 7.3% 12.7% 61.8% 50.9% 14.5% 9.1% 29.1% 21.8% 45.5% 5.5% 1.8% 0.0% 12.7%

7. 九州・沖縄 33 1 0 0 3 20 12 2 5 9 7 17 3 0 1 0

3.0% 0.0% 0.0% 9.1% 60.6% 36.4% 6.1% 15.2% 27.3% 21.2% 51.5% 9.1% 0.0% 3.0% 0.0%

（無回答） 2 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

l. ３月
m. ４

月
n. ５
月

o. ６
月以降

g. １
０月

h. １
１月

i. １２
月

j. ２０
１９年
１月

k. ２
月

所
在
地

b. ５
月

c. ６
月

d. ７
月

e. ８
月

f. ９月全体
a. ２０
１８年
４月
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１回あたりのインターンシップについて、実施日数は何日間ですか（当てはまるものを一つ選択） 

 

 

 

 
参考：インターンシップの実施時期と１回あたりの実施日数 

 

 
 
 

597 344 121 80 32 5 15

100.0% 57.6% 20.3% 13.4% 5.4% 0.8% 2.5%

（無回答）全体 1. １営業日
2. ２～４営業

日
3. ５～９営業

日

4. １０営業日
以上～１カ月

未満
5. １カ月以上

2019 年度 N=597 

2018 年度 N=587 

※インターンシップを実施したと回答した 597 社に質問 

N=591 

※インターンシップを実施したと回答した 597 社に質問 

※対象 597 社のうち無回答 6社を除外 
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業種別クロス集計表

全体 597 344 121 80 32 5 15

100.0% 57.6% 20.3% 13.4% 5.4% 0.8% 2.5%

1. 鉱業・採石業、砂利採取業 1 0 0 1 0 0 0

100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

2. 建設業 60 36 10 9 4 0 1

100.0% 60.0% 16.7% 15.0% 6.7% 0.0% 1.7%

3. 製造業 223 107 51 38 17 2 8

100.0% 48.0% 22.9% 17.0% 7.6% 0.9% 3.6%

4. 電気・ガス・熱供給・水道業 12 5 5 2 0 0 0

100.0% 41.7% 41.7% 16.7% 0.0% 0.0% 0.0%

5. 情報通信業 45 27 6 8 3 0 1

100.0% 60.0% 13.3% 17.8% 6.7% 0.0% 2.2%

6. 運輸業、郵便業 20 9 8 2 1 0 0

100.0% 45.0% 40.0% 10.0% 5.0% 0.0% 0.0%

7. 卸売業、小売業 107 75 18 6 5 1 2

100.0% 70.1% 16.8% 5.6% 4.7% 0.9% 1.9%

8. 金融業、保険業 19 8 8 2 1 0 0

100.0% 42.1% 42.1% 10.5% 5.3% 0.0% 0.0%

9. 不動産業、物品賃貸業 10 8 1 1 0 0 0

100.0% 80.0% 10.0% 10.0% 0.0% 0.0% 0.0%

10. 学術研究、専門・技術サービス業 11 5 1 3 0 1 1

100.0% 45.5% 9.1% 27.3% 0.0% 9.1% 9.1%

11. 宿泊業、飲食サービス業 10 5 2 2 0 0 1

100.0% 50.0% 20.0% 20.0% 0.0% 0.0% 10.0%

12. 生活関連サービス業、娯楽業 8 8 0 0 0 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

13. 教育・学習支援業 6 3 1 2 0 0 0

100.0% 50.0% 16.7% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0%

14. 医療、福祉 18 16 2 0 0 0 0

100.0% 88.9% 11.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

15. サービス業（他に分類されないもの） 28 19 6 2 1 0 0

100.0% 67.9% 21.4% 7.1% 3.6% 0.0% 0.0%

16. その他 16 11 2 1 0 1 1

100.0% 68.8% 12.5% 6.3% 0.0% 6.3% 6.3%

（無回答） 3 2 0 1 0 0 0

100.0% 66.7% 0.0% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0%

（無回答）

業
種

全体 1. １営業日
2. ２～４営業

日
3. ５～９営業

日

4. １０営業日
以上～１カ月

未満
5. １カ月以上
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（７）１日間のインターンシップの内容について 
○１回あたりのインターンシップの実施日数が「１営業日」であると回答した企業（３４４

社）に対し、インターンシップの内容を尋ねたところ、「企業の業務内容の説明（職場見

学、社員との座談会を含む）」（３６．３％）との回答が最も多く、次いで「ワークショッ

プなど、受け入れ企業に関連する課題に取り組ませるもの」（２９．７％）との回答が多

かった。 
 
 
 

従業員数別クロス集計表

全体 597 344 121 80 32 5 15

100.0% 57.6% 20.3% 13.4% 5.4% 0.8% 2.5%

1. １００人未満 13 7 1 4 1 0 0

100.0% 53.8% 7.7% 30.8% 7.7% 0.0% 0.0%

2. １００人以上～３００人未満 208 116 41 36 8 2 5

100.0% 55.8% 19.7% 17.3% 3.8% 1.0% 2.4%

3. ３００人以上～５００人未満 95 57 13 13 7 2 3

100.0% 60.0% 13.7% 13.7% 7.4% 2.1% 3.2%

4. ５００人以上～１，０００人未満 61 40 8 8 2 0 3

100.0% 65.6% 13.1% 13.1% 3.3% 0.0% 4.9%

5. １，０００人以上～５，０００人未満 99 62 22 10 3 1 1

100.0% 62.6% 22.2% 10.1% 3.0% 1.0% 1.0%

6. ５，０００人以上～１０，０００人未満 56 24 23 4 3 0 2

100.0% 42.9% 41.1% 7.1% 5.4% 0.0% 3.6%

7. １０，０００人以上 64 37 13 5 8 0 1

100.0% 57.8% 20.3% 7.8% 12.5% 0.0% 1.6%

（無回答） 1 1 0 0 0 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

（無回答）

従
業
員
数

全体 1. １営業日
2. ２～４営業

日
3. ５～９営業

日

4. １０営業日
以上～１カ月

未満
5. １カ月以上

所在地別クロス集計表

全体 597 344 121 80 32 5 15

100.0% 57.6% 20.3% 13.4% 5.4% 0.8% 2.5%

1. 北海道・東北 40 26 7 5 1 1 0

100.0% 65.0% 17.5% 12.5% 2.5% 2.5% 0.0%

2. 関東（東京以外） 77 40 18 14 5 0 0

100.0% 51.9% 23.4% 18.2% 6.5% 0.0% 0.0%

3. 東京 174 94 41 23 7 2 7

100.0% 54.0% 23.6% 13.2% 4.0% 1.1% 4.0%

4. 中部 116 75 19 11 4 2 5

100.0% 64.7% 16.4% 9.5% 3.4% 1.7% 4.3%

5. 近畿 100 63 17 6 11 0 3

100.0% 63.0% 17.0% 6.0% 11.0% 0.0% 3.0%

6. 中国・四国 55 31 6 17 1 0 0

100.0% 56.4% 10.9% 30.9% 1.8% 0.0% 0.0%

7. 九州・沖縄 33 15 12 4 2 0 0

100.0% 45.5% 36.4% 12.1% 6.1% 0.0% 0.0%

（無回答） 2 0 1 0 1 0 0

100.0% 0.0% 50.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0%

（無回答）

所
在
地

全体 1. １営業日
2. ２～４営業

日
3. ５～９営業

日

4. １０営業日
以上～１カ月

未満
5. １カ月以上
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１日間（１営業日）のインターンシップの内容はどのようなものですか（当てはまるものを一つ選択） 

 

 
 

344 76 102 125 9 32

100.0% 22.1% 29.7% 36.3% 2.6% 9.3%

4. その他 （無回答）全体 1. 社員の業務を経
験するもの

2. ワークショップな
ど、受け入れ企業に関
連する課題に取り組ま

せるもの

3. 企業の業務内容の説
明（職場見学、社員と

の座談会を含む）

2019 年度 N=344 

2018 年度 N=281 

※インターンシップを実施したと回答した 597 社

のうち、１営業日と回答した 344 社に質問 
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業種別クロス集計表

全体 344 76 102 125 9 32

100.0% 22.1% 29.7% 36.3% 2.6% 9.3%

1. 鉱業・採石業、砂利採取業 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

2. 建設業 36 12 7 15 0 2

100.0% 33.3% 19.4% 41.7% 0.0% 5.6%

3. 製造業 107 22 27 43 3 12

100.0% 20.6% 25.2% 40.2% 2.8% 11.2%

4. 電気・ガス・熱供給・水道業 5 0 3 2 0 0

100.0% 0.0% 60.0% 40.0% 0.0% 0.0%

5. 情報通信業 27 6 15 4 1 1

100.0% 22.2% 55.6% 14.8% 3.7% 3.7%

6. 運輸業、郵便業 9 1 2 6 0 0

100.0% 11.1% 22.2% 66.7% 0.0% 0.0%

7. 卸売業、小売業 75 13 23 26 1 12

100.0% 17.3% 30.7% 34.7% 1.3% 16.0%

8. 金融業、保険業 8 2 2 3 1 0

100.0% 25.0% 25.0% 37.5% 12.5% 0.0%

9. 不動産業、物品賃貸業 8 3 2 1 0 2

100.0% 37.5% 25.0% 12.5% 0.0% 25.0%

10. 学術研究、専門・技術サービス業 5 0 2 2 0 1

100.0% 0.0% 40.0% 40.0% 0.0% 20.0%

11. 宿泊業、飲食サービス業 5 0 1 3 0 1

100.0% 0.0% 20.0% 60.0% 0.0% 20.0%

12. 生活関連サービス業、娯楽業 8 4 2 2 0 0

100.0% 50.0% 25.0% 25.0% 0.0% 0.0%

13. 教育・学習支援業 3 0 3 0 0 0

100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

14. 医療、福祉 16 8 0 8 0 0

100.0% 50.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0%

15. サービス業（他に分類されないもの） 19 4 6 7 2 0

100.0% 21.1% 31.6% 36.8% 10.5% 0.0%

16. その他 11 0 7 2 1 1

100.0% 0.0% 63.6% 18.2% 9.1% 9.1%

（無回答） 2 1 0 1 0 0

100.0% 50.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0%

4. その他 （無回答）

業
種

全体 1. 社員の業務を経
験するもの

2. ワークショップな
ど、受け入れ企業に関
連する課題に取り組ま

せるもの

3. 企業の業務内容の説
明（職場見学、社員と

の座談会を含む）
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（８）２～４日間のインターンシップの内容について 
○１回あたりのインターンシップの実施日数が「２～４営業日」であると回答した企業（１

２１社）に対し、インターンシップの内容を尋ねたところ、「社員の業務を経験するもの」

（３９．７％）との回答が最も多く、次いで「ワークショップなど、受け入れ企業に関連

する課題に取り組ませるもの」（３２．２％）との回答が多かった。 
 
 
 
 

 

従業員数別クロス集計表

全体 344 76 102 125 9 32

100.0% 22.1% 29.7% 36.3% 2.6% 9.3%

1. １００人未満 7 0 2 4 0 1

100.0% 0.0% 28.6% 57.1% 0.0% 14.3%

2. １００人以上～３００人未満 116 33 21 49 1 12

100.0% 28.4% 18.1% 42.2% 0.9% 10.3%

3. ３００人以上～５００人未満 57 15 16 21 2 3

100.0% 26.3% 28.1% 36.8% 3.5% 5.3%

4. ５００人以上～１，０００人未満 40 10 9 15 2 4

100.0% 25.0% 22.5% 37.5% 5.0% 10.0%

5. １，０００人以上～５，０００人未満 62 10 21 19 4 8

100.0% 16.1% 33.9% 30.6% 6.5% 12.9%

6. ５，０００人以上～１０，０００人未満 24 4 13 6 0 1

100.0% 16.7% 54.2% 25.0% 0.0% 4.2%

7. １０，０００人以上 37 3 20 11 0 3

100.0% 8.1% 54.1% 29.7% 0.0% 8.1%

（無回答） 1 1 0 0 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

4. その他 （無回答）

従
業
員
数

全体 1. 社員の業務を経
験するもの

2. ワークショップな
ど、受け入れ企業に関
連する課題に取り組ま

せるもの

3. 企業の業務内容の説
明（職場見学、社員と

の座談会を含む）

所在地別クロス集計表

全体 344 76 102 125 9 32

100.0% 22.1% 29.7% 36.3% 2.6% 9.3%

1. 北海道・東北 26 5 4 13 0 4

100.0% 19.2% 15.4% 50.0% 0.0% 15.4%

2. 関東（東京以外） 40 9 7 20 1 3

100.0% 22.5% 17.5% 50.0% 2.5% 7.5%

3. 東京 94 8 43 32 3 8

100.0% 8.5% 45.7% 34.0% 3.2% 8.5%

4. 中部 75 22 18 22 3 10

100.0% 29.3% 24.0% 29.3% 4.0% 13.3%

5. 近畿 63 19 22 18 1 3

100.0% 30.2% 34.9% 28.6% 1.6% 4.8%

6. 中国・四国 31 9 5 14 1 2

100.0% 29.0% 16.1% 45.2% 3.2% 6.5%

7. 九州・沖縄 15 4 3 6 0 2

100.0% 26.7% 20.0% 40.0% 0.0% 13.3%

（無回答） 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

4. その他 （無回答）

所
在
地

全体 1. 社員の業務を経
験するもの

2. ワークショップな
ど、受け入れ企業に関
連する課題に取り組ま

せるもの

3. 企業の業務内容の説
明（職場見学、社員と

の座談会を含む）
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２～４日間（２～４営業日）のインターンシップの内容はどのようなものですか（当てはまるものを一つ選択） 

 

 

 

121 48 39 22 0 12

100.0% 39.7% 32.2% 18.2% 0.0% 9.9%

（無回答）全体 1. 社員の業務を経
験するもの

2. ワークショップな
ど、受け入れ企業に関
連する課題に取り組ま

せるもの

3. 企業の業務内容の説
明（職場見学、社員と

の座談会を含む）
4. その他

N=121 

※インターンシップを実施したと回答した 597 社

のうち、２～４営業日と回答した 121 社に質問 



165 

 

 

業種別クロス集計表

全体 121 48 39 22 0 12

100.0% 39.7% 32.2% 18.2% 0.0% 9.9%

1. 鉱業・採石業、砂利採取業 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

2. 建設業 10 2 3 4 0 1

100.0% 20.0% 30.0% 40.0% 0.0% 10.0%

3. 製造業 51 21 18 6 0 6

100.0% 41.2% 35.3% 11.8% 0.0% 11.8%

4. 電気・ガス・熱供給・水道業 5 2 2 0 0 1

100.0% 40.0% 40.0% 0.0% 0.0% 20.0%

5. 情報通信業 6 2 2 1 0 1

100.0% 33.3% 33.3% 16.7% 0.0% 16.7%

6. 運輸業、郵便業 8 2 2 4 0 0

100.0% 25.0% 25.0% 50.0% 0.0% 0.0%

7. 卸売業、小売業 18 10 4 3 0 1

100.0% 55.6% 22.2% 16.7% 0.0% 5.6%

8. 金融業、保険業 8 2 4 1 0 1

100.0% 25.0% 50.0% 12.5% 0.0% 12.5%

9. 不動産業、物品賃貸業 1 1 0 0 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

10. 学術研究、専門・技術サービス業 1 1 0 0 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

11. 宿泊業、飲食サービス業 2 1 1 0 0 0

100.0% 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0%

12. 生活関連サービス業、娯楽業 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

13. 教育・学習支援業 1 1 0 0 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

14. 医療、福祉 2 0 0 2 0 0

100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

15. サービス業（他に分類されないもの） 6 3 2 0 0 1

100.0% 50.0% 33.3% 0.0% 0.0% 16.7%

16. その他 2 0 1 1 0 0

100.0% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 0.0%

（無回答） 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

（無回答）全体 1. 社員の業務を経
験するもの

2. ワークショップな
ど、受け入れ企業に関
連する課題に取り組ま

せるもの

3. 企業の業務内容の説
明（職場見学、社員と

の座談会を含む）
4. その他

業
種
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（９）５～９日間のインターンシップの内容について 
○１回あたりのインターンシップの実施日数が「５～９営業日」であると回答した企業（８

０社）に対し、インターンシップの内容を尋ねたところ、「社員の業務を経験するもの」

（５７．５％）との回答が最も多かった。 
 

５～９日間（５～９営業日）のインターンシップの内容はどのようなものですか（当てはまるものを一つ選択） 

 

従業員数別クロス集計表

全体 121 48 39 22 0 12

100.0% 39.7% 32.2% 18.2% 0.0% 9.9%

1. １００人未満 1 0 1 0 0 0

100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

2. １００人以上～３００人未満 41 22 5 8 0 6

100.0% 53.7% 12.2% 19.5% 0.0% 14.6%

3. ３００人以上～５００人未満 13 6 4 1 0 2

100.0% 46.2% 30.8% 7.7% 0.0% 15.4%

4. ５００人以上～１，０００人未満 8 4 3 1 0 0

100.0% 50.0% 37.5% 12.5% 0.0% 0.0%

5. １，０００人以上～５，０００人未満 22 6 10 5 0 1

100.0% 27.3% 45.5% 22.7% 0.0% 4.5%

6. ５，０００人以上～１０，０００人未満 23 6 11 4 0 2

100.0% 26.1% 47.8% 17.4% 0.0% 8.7%

7. １０，０００人以上 13 4 5 3 0 1

100.0% 30.8% 38.5% 23.1% 0.0% 7.7%

（無回答） 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

4. その他 （無回答）

従
業
員
数

全体 1. 社員の業務を経
験するもの

2. ワークショップな
ど、受け入れ企業に関
連する課題に取り組ま

せるもの

3. 企業の業務内容の説
明（職場見学、社員と

の座談会を含む）

所在地別クロス集計表

全体 121 48 39 22 0 12

100.0% 39.7% 32.2% 18.2% 0.0% 9.9%

1. 北海道・東北 7 2 2 2 0 1

100.0% 28.6% 28.6% 28.6% 0.0% 14.3%

2. 関東（東京以外） 18 8 5 4 0 1

100.0% 44.4% 27.8% 22.2% 0.0% 5.6%

3. 東京 41 11 18 6 0 6

100.0% 26.8% 43.9% 14.6% 0.0% 14.6%

4. 中部 19 9 4 4 0 2

100.0% 47.4% 21.1% 21.1% 0.0% 10.5%

5. 近畿 17 7 8 1 0 1

100.0% 41.2% 47.1% 5.9% 0.0% 5.9%

6. 中国・四国 6 3 0 2 0 1

100.0% 50.0% 0.0% 33.3% 0.0% 16.7%

7. 九州・沖縄 12 7 2 3 0 0

100.0% 58.3% 16.7% 25.0% 0.0% 0.0%

（無回答） 1 1 0 0 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

4. その他 （無回答）

所
在
地

全体 1. 社員の業務を経
験するもの

2. ワークショップな
ど、受け入れ企業に関
連する課題に取り組ま

せるもの

3. 企業の業務内容の説
明（職場見学、社員と

の座談会を含む）

80 46 12 11 3 8

100.0% 57.5% 15.0% 13.8% 3.8% 10.0%

（無回答）全体 1. 社員の業務を経
験するもの

2. ワークショップな
ど、受け入れ企業に関
連する課題に取り組ま

せるもの

3. 企業の業務内容の説
明（職場見学、社員と

の座談会を含む）
4. その他
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業種別クロス集計表

全体 80 46 12 11 3 8

100.0% 57.5% 15.0% 13.8% 3.8% 10.0%

1. 鉱業・採石業、砂利採取業 1 1 0 0 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

2. 建設業 9 3 0 4 1 1

100.0% 33.3% 0.0% 44.4% 11.1% 11.1%

3. 製造業 38 25 7 2 1 3

100.0% 65.8% 18.4% 5.3% 2.6% 7.9%

4. 電気・ガス・熱供給・水道業 2 1 0 1 0 0

100.0% 50.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0%

5. 情報通信業 8 6 0 0 0 2

100.0% 75.0% 0.0% 0.0% 0.0% 25.0%

6. 運輸業、郵便業 2 1 0 1 0 0

100.0% 50.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0%

7. 卸売業、小売業 6 2 2 1 0 1

100.0% 33.3% 33.3% 16.7% 0.0% 16.7%

8. 金融業、保険業 2 0 2 0 0 0

100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

9. 不動産業、物品賃貸業 1 0 0 0 1 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%

10. 学術研究、専門・技術サービス業 3 1 0 1 0 1

100.0% 33.3% 0.0% 33.3% 0.0% 33.3%

11. 宿泊業、飲食サービス業 2 2 0 0 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

12. 生活関連サービス業、娯楽業 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

13. 教育・学習支援業 2 2 0 0 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

14. 医療、福祉 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

15. サービス業（他に分類されないもの） 2 2 0 0 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

16. その他 1 0 0 1 0 0

100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

（無回答） 1 0 1 0 0 0

100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

（無回答）全体 1. 社員の業務を経
験するもの

2. ワークショップな
ど、受け入れ企業に関
連する課題に取り組ま

せるもの

3. 企業の業務内容の説
明（職場見学、社員と

の座談会を含む）
4. その他

業
種

N=80 

※インターンシップを実施したと回答した 597 社

のうち、５～９営業日と回答した 80 社に質問 
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（１０）１０日間～１カ月未満のインターンシップの内容について 
○１回あたりのインターンシップの実施日数が「１０日間～１カ月未満」であると回答した

企業（３２社）に対し、インターンシップの内容を尋ねたところ、「社員の業務を経験す

るもの」（７８．１％）との回答が最も多かった。 
 
１０日間～１カ月未満（１０営業日～１カ月未満）のインターンシップの内容はどのようなものですか（当てはまるものを一つ選択） 

 

従業員数別クロス集計表

全体 80 46 12 11 3 8

100.0% 57.5% 15.0% 13.8% 3.8% 10.0%

1. １００人未満 4 3 0 0 0 1

100.0% 75.0% 0.0% 0.0% 0.0% 25.0%

2. １００人以上～３００人未満 36 24 4 4 2 2

100.0% 66.7% 11.1% 11.1% 5.6% 5.6%

3. ３００人以上～５００人未満 13 8 0 2 0 3

100.0% 61.5% 0.0% 15.4% 0.0% 23.1%

4. ５００人以上～１，０００人未満 8 3 0 3 1 1

100.0% 37.5% 0.0% 37.5% 12.5% 12.5%

5. １，０００人以上～５，０００人未満 10 4 5 0 0 1

100.0% 40.0% 50.0% 0.0% 0.0% 10.0%

6. ５，０００人以上～１０，０００人未満 4 2 0 2 0 0

100.0% 50.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0%

7. １０，０００人以上 5 2 3 0 0 0

100.0% 40.0% 60.0% 0.0% 0.0% 0.0%

（無回答） 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

4. その他 （無回答）

従
業
員
数

全体 1. 社員の業務を経
験するもの

2. ワークショップな
ど、受け入れ企業に関
連する課題に取り組ま

せるもの

3. 企業の業務内容の説
明（職場見学、社員と

の座談会を含む）

所在地別クロス集計表

全体 80 46 12 11 3 8

100.0% 57.5% 15.0% 13.8% 3.8% 10.0%

1. 北海道・東北 5 2 2 1 0 0

100.0% 40.0% 40.0% 20.0% 0.0% 0.0%

2. 関東（東京以外） 14 7 2 2 2 1

100.0% 50.0% 14.3% 14.3% 14.3% 7.1%

3. 東京 23 13 5 1 1 3

100.0% 56.5% 21.7% 4.3% 4.3% 13.0%

4. 中部 11 6 1 3 0 1

100.0% 54.5% 9.1% 27.3% 0.0% 9.1%

5. 近畿 6 6 0 0 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

6. 中国・四国 17 10 2 3 0 2

100.0% 58.8% 11.8% 17.6% 0.0% 11.8%

7. 九州・沖縄 4 2 0 1 0 1

100.0% 50.0% 0.0% 25.0% 0.0% 25.0%

（無回答） 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

4. その他 （無回答）

所
在
地

全体 1. 社員の業務を経
験するもの

2. ワークショップな
ど、受け入れ企業に関
連する課題に取り組ま

せるもの

3. 企業の業務内容の説
明（職場見学、社員と

の座談会を含む）

32 25 4 1 0 2

100.0% 78.1% 12.5% 3.1% 0.0% 6.3%

（無回答）全体 1. 社員の業務を経
験するもの

2. ワークショップな
ど、受け入れ企業に関
連する課題に取り組ま

せるもの

3. 企業の業務内容の説
明（職場見学、社員と

の座談会を含む）
4. その他
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業種別クロス集計表

全体 32 25 4 1 0 2

100.0% 78.1% 12.5% 3.1% 0.0% 6.3%

1. 鉱業・採石業、砂利採取業 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

2. 建設業 4 3 0 1 0 0

100.0% 75.0% 0.0% 25.0% 0.0% 0.0%

3. 製造業 17 15 0 0 0 2

100.0% 88.2% 0.0% 0.0% 0.0% 11.8%

4. 電気・ガス・熱供給・水道業 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

5. 情報通信業 3 3 0 0 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

6. 運輸業、郵便業 1 0 1 0 0 0

100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

7. 卸売業、小売業 5 4 1 0 0 0

100.0% 80.0% 20.0% 0.0% 0.0% 0.0%

8. 金融業、保険業 1 0 1 0 0 0

100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

9. 不動産業、物品賃貸業 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

10. 学術研究、専門・技術サービス業 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

11. 宿泊業、飲食サービス業 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

12. 生活関連サービス業、娯楽業 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

13. 教育・学習支援業 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

14. 医療、福祉 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

15. サービス業（他に分類されないもの） 1 0 1 0 0 0

100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

16. その他 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

（無回答） 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

（無回答）全体 1. 社員の業務を経
験するもの

2. ワークショップな
ど、受け入れ企業に関
連する課題に取り組ま

せるもの

3. 企業の業務内容の説
明（職場見学、社員と

の座談会を含む）
4. その他

業
種

N=32 

※インターンシップを実施したと回答した 597 社の

うち、１０日間～１カ月未満と回答した 32 社に質問 
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（１１）１カ月以上のインターンシップの内容について 
○１回あたりのインターンシップの実施日数が「１カ月以上」であると回答した企業（５社）

に対し、インターンシップの内容を尋ねたところ、全社が「社員の業務を経験するもの」

との回答であった。 
 
 
 
 
 

従業員数別クロス集計表

全体 32 25 4 1 0 2

100.0% 78.1% 12.5% 3.1% 0.0% 6.3%

1. １００人未満 1 1 0 0 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

2. １００人以上～３００人未満 8 5 1 1 0 1

100.0% 62.5% 12.5% 12.5% 0.0% 12.5%

3. ３００人以上～５００人未満 7 6 1 0 0 0

100.0% 85.7% 14.3% 0.0% 0.0% 0.0%

4. ５００人以上～１，０００人未満 2 1 0 0 0 1

100.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0%

5. １，０００人以上～５，０００人未満 3 2 1 0 0 0

100.0% 66.7% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0%

6. ５，０００人以上～１０，０００人未満 3 3 0 0 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

7. １０，０００人以上 8 7 1 0 0 0

100.0% 87.5% 12.5% 0.0% 0.0% 0.0%

（無回答） 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

4. その他 （無回答）

従
業
員
数

全体 1. 社員の業務を経
験するもの

2. ワークショップな
ど、受け入れ企業に関
連する課題に取り組ま

せるもの

3. 企業の業務内容の説
明（職場見学、社員と

の座談会を含む）

所在地別クロス集計表

全体 32 25 4 1 0 2

100.0% 78.1% 12.5% 3.1% 0.0% 6.3%

1. 北海道・東北 1 1 0 0 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

2. 関東（東京以外） 5 4 0 0 0 1

100.0% 80.0% 0.0% 0.0% 0.0% 20.0%

3. 東京 7 5 2 0 0 0

100.0% 71.4% 28.6% 0.0% 0.0% 0.0%

4. 中部 4 4 0 0 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

5. 近畿 11 8 2 0 0 1

100.0% 72.7% 18.2% 0.0% 0.0% 9.1%

6. 中国・四国 1 1 0 0 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

7. 九州・沖縄 2 1 0 1 0 0

100.0% 50.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0%

（無回答） 1 1 0 0 0 0

- - - - - -

4. その他 （無回答）

所
在
地

全体 1. 社員の業務を経
験するもの

2. ワークショップな
ど、受け入れ企業に関
連する課題に取り組ま

せるもの

3. 企業の業務内容の説
明（職場見学、社員と

の座談会を含む）
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１カ月以上のインターンシップの内容はどのようなものですか（当てはまるものを一つ選択） 

 

 

 

5 5 0 0 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

（無回答）全体 1. 社員の業務を経
験するもの

2. ワークショップな
ど、受け入れ企業に関
連する課題に取り組ま

せるもの

3. 企業の業務内容の説
明（職場見学、社員と

の座談会を含む）
4. その他

N=5 

※インターンシップを実施したと回答した 597 社

のうち、１カ月以上と回答した 5社に質問 
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業種別クロス集計表

全体 5 5 0 0 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

1. 鉱業・採石業、砂利採取業 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

2. 建設業 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

3. 製造業 2 2 0 0 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

4. 電気・ガス・熱供給・水道業 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

5. 情報通信業 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

6. 運輸業、郵便業 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

7. 卸売業、小売業 1 1 0 0 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

8. 金融業、保険業 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

9. 不動産業、物品賃貸業 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

10. 学術研究、専門・技術サービス業 1 1 0 0 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

11. 宿泊業、飲食サービス業 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

12. 生活関連サービス業、娯楽業 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

13. 教育・学習支援業 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

14. 医療、福祉 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

15. サービス業（他に分類されないもの） 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

16. その他 1 1 0 0 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

（無回答） 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

（無回答）全体 1. 社員の業務を経
験するもの

2. ワークショップな
ど、受け入れ企業に関
連する課題に取り組ま

せるもの

3. 企業の業務内容の説
明（職場見学、社員と

の座談会を含む）
4. その他

業
種
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（１２）インターンシップの中で採用活動を行っているかについて 
○（１）にて「実施した」と回答した企業（５９７社）に対して、インターンシップのプロ

グラムの中で、面接や試験などの採用活動を行っているかを尋ねたところ、「行っている」

が３．４％、「行っていない」が９２．６％であった。 
 

インターンシップのプログラムの中で、面接や試験などの採用活動を行っていますか（当てはまるものを一つ選択） 

 

従業員数別クロス集計表

全体 5 5 0 0 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

1. １００人未満 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

2. １００人以上～３００人未満 2 2 0 0 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

3. ３００人以上～５００人未満 2 2 0 0 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

4. ５００人以上～１，０００人未満 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

5. １，０００人以上～５，０００人未満 1 1 0 0 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

6. ５，０００人以上～１０，０００人未満 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

7. １０，０００人以上 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

（無回答） 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

4. その他 （無回答）

従
業
員
数

全体 1. 社員の業務を経
験するもの

2. ワークショップな
ど、受け入れ企業に関
連する課題に取り組ま

せるもの

3. 企業の業務内容の説
明（職場見学、社員と

の座談会を含む）

所在地別クロス集計表

全体 5 5 0 0 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

1. 北海道・東北 1 1 0 0 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

2. 関東（東京以外） 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

3. 東京 2 2 0 0 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

4. 中部 2 2 0 0 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

5. 近畿 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

6. 中国・四国 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

7. 九州・沖縄 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

（無回答） 0 0 0 0 0 0

- - - - - -

4. その他 （無回答）

所
在
地

全体 1. 社員の業務を経
験するもの

2. ワークショップな
ど、受け入れ企業に関
連する課題に取り組ま

せるもの

3. 企業の業務内容の説
明（職場見学、社員と

の座談会を含む）

全体 1. 行っている 2. 行っていない （無回答）

597 20 553 24

100.0% 3.4% 92.6% 4.0%
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［参考：昨年度調査］ 

 
 

N=597 

※インターンシップを実施したと回答した 597 社に質問 

N=587 
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業種別クロス集計表 全体 1. 行っている 2. 行っていない （無回答）

全体 597 20 553 24

100.0% 3.4% 92.6% 4.0%

1. 鉱業・採石業、砂利採取業 1 0 1 0

100.0% 0.0% 100.0% 0.0%

2. 建設業 60 0 58 2

100.0% 0.0% 96.7% 3.3%

3. 製造業 223 10 203 10

100.0% 4.5% 91.0% 4.5%

4. 電気・ガス・熱供給・水道業 12 0 12 0

100.0% 0.0% 100.0% 0.0%

5. 情報通信業 45 2 40 3

100.0% 4.4% 88.9% 6.7%

6. 運輸業、郵便業 20 1 18 1

100.0% 5.0% 90.0% 5.0%

7. 卸売業、小売業 107 3 102 2

100.0% 2.8% 95.3% 1.9%

8. 金融業、保険業 19 0 18 1

100.0% 0.0% 94.7% 5.3%

9. 不動産業、物品賃貸業 10 0 10 0

100.0% 0.0% 100.0% 0.0%

10. 学術研究、専門・技術サービス業 11 0 10 1

100.0% 0.0% 90.9% 9.1%

11. 宿泊業、飲食サービス業 10 1 8 1

100.0% 10.0% 80.0% 10.0%

12. 生活関連サービス業、娯楽業 8 2 6 0

100.0% 25.0% 75.0% 0.0%

13. 教育・学習支援業 6 0 5 1

100.0% 0.0% 83.3% 16.7%

14. 医療、福祉 18 1 16 1

100.0% 5.6% 88.9% 5.6%

15. サービス業（他に分類されないもの） 28 0 27 1

100.0% 0.0% 96.4% 3.6%

16. その他 16 0 16 0

100.0% 0.0% 100.0% 0.0%

（無回答） 3 0 3 0

100.0% 0.0% 100.0% 0.0%

業
種
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（１３）インターンシップで得た学生情報を広報活動・採用選考活動へ活用することについて 
○（１）にて「実施した」と回答した企業（５９７社）に対して、インターンシップで得た

学生情報を、広報活動・採用選考活動へ活用することについての考えを尋ねたところ、

「活用したいと思う」と「どちらかというと活用したいと思う」との回答数を合わせると

７８．２％であった。 
 
 
 
 

従業員数別クロス集計表 全体 1. 行っている 2. 行っていない （無回答）

全体 597 20 553 24

100.0% 3.4% 92.6% 4.0%

1. １００人未満 13 0 13 0

100.0% 0.0% 100.0% 0.0%

2. １００人以上～３００人未満 208 3 194 11

100.0% 1.4% 93.3% 5.3%

3. ３００人以上～５００人未満 95 3 85 7

100.0% 3.2% 89.5% 7.4%

4. ５００人以上～１，０００人未満 61 1 59 1

100.0% 1.6% 96.7% 1.6%

5. １，０００人以上～５，０００人未満 99 4 92 3

100.0% 4.0% 92.9% 3.0%

6. ５，０００人以上～１０，０００人未満 56 2 54 0

100.0% 3.6% 96.4% 0.0%

7. １０，０００人以上 64 7 55 2

100.0% 10.9% 85.9% 3.1%

（無回答） 1 0 1 0

100.0% 0.0% 100.0% 0.0%

従
業
員
数

所在地別クロス集計表 全体 1. 行っている 2. 行っていない （無回答）

全体 597 20 553 24

100.0% 3.4% 92.6% 4.0%

1. 北海道・東北 40 0 39 1

100.0% 0.0% 97.5% 2.5%

2. 関東（東京以外） 77 2 74 1

100.0% 2.6% 96.1% 1.3%

3. 東京 174 9 154 11

100.0% 5.2% 88.5% 6.3%

4. 中部 116 2 109 5

100.0% 1.7% 94.0% 4.3%

5. 近畿 100 5 92 3

100.0% 5.0% 92.0% 3.0%

6. 中国・四国 55 1 52 2

100.0% 1.8% 94.5% 3.6%

7. 九州・沖縄 33 1 31 1

100.0% 3.0% 93.9% 3.0%

（無回答） 2 0 2 0

100.0% 0.0% 100.0% 0.0%

所
在
地
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現在、インターンシップで得た学生情報を採用活動に使用することは原則認めていませんが、広報活動・採用選考活動へ活用すること

についてどう考えますか（当てはまるものを一つ選択） 

 

 

 

597 246 221 100 11 19

100.0% 41.2% 37.0% 16.8% 1.8% 3.2%

4. どちらかとい
うと活用したい

と思わない
（無回答）全体 1. 活用したいと

思う

2. どちらかとい
うと活用したい

と思う

3. どちらとも思
わない

N=597 

※インターンシップを実施したと回答した 597 社に質問 



178 

 

 

業種別クロス集計表

全体 597 246 221 100 11 19

100.0% 41.2% 37.0% 16.8% 1.8% 3.2%

1. 鉱業・採石業、砂利採取業 1 1 0 0 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

2. 建設業 60 26 26 6 2 0

100.0% 43.3% 43.3% 10.0% 3.3% 0.0%

3. 製造業 223 91 87 35 3 7

100.0% 40.8% 39.0% 15.7% 1.3% 3.1%

4. 電気・ガス・熱供給・水道業 12 4 5 3 0 0

100.0% 33.3% 41.7% 25.0% 0.0% 0.0%

5. 情報通信業 45 19 19 3 0 4

100.0% 42.2% 42.2% 6.7% 0.0% 8.9%

6. 運輸業、郵便業 20 2 10 7 1 0

100.0% 10.0% 50.0% 35.0% 5.0% 0.0%

7. 卸売業、小売業 107 51 28 23 2 3

100.0% 47.7% 26.2% 21.5% 1.9% 2.8%

8. 金融業、保険業 19 4 9 5 0 1

100.0% 21.1% 47.4% 26.3% 0.0% 5.3%

9. 不動産業、物品賃貸業 10 3 5 2 0 0

100.0% 30.0% 50.0% 20.0% 0.0% 0.0%

10. 学術研究、専門・技術サービス業 11 5 3 1 0 2

100.0% 45.5% 27.3% 9.1% 0.0% 18.2%

11. 宿泊業、飲食サービス業 10 6 3 0 0 1

100.0% 60.0% 30.0% 0.0% 0.0% 10.0%

12. 生活関連サービス業、娯楽業 8 4 2 2 0 0

100.0% 50.0% 25.0% 25.0% 0.0% 0.0%

13. 教育・学習支援業 6 1 5 0 0 0

100.0% 16.7% 83.3% 0.0% 0.0% 0.0%

14. 医療、福祉 18 7 5 5 0 1

100.0% 38.9% 27.8% 27.8% 0.0% 5.6%

15. サービス業（他に分類されないもの） 28 16 9 2 1 0

100.0% 57.1% 32.1% 7.1% 3.6% 0.0%

16. その他 16 6 5 4 1 0

100.0% 37.5% 31.3% 25.0% 6.3% 0.0%

（無回答） 3 0 0 2 1 0

100.0% 0.0% 0.0% 66.7% 33.3% 0.0%

4. どちらかとい
うと活用したい

と思わない
（無回答）

業
種

全体 1. 活用したいと
思う

2. どちらかとい
うと活用したい

と思う

3. どちらとも思
わない
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従業員数別クロス集計表

全体 597 246 221 100 11 19

100.0% 41.2% 37.0% 16.8% 1.8% 3.2%

1. １００人未満 13 4 7 2 0 0

100.0% 30.8% 53.8% 15.4% 0.0% 0.0%

2. １００人以上～３００人未満 208 76 76 43 7 6

100.0% 36.5% 36.5% 20.7% 3.4% 2.9%

3. ３００人以上～５００人未満 95 44 34 13 0 4

100.0% 46.3% 35.8% 13.7% 0.0% 4.2%

4. ５００人以上～１，０００人未満 61 24 26 7 2 2

100.0% 39.3% 42.6% 11.5% 3.3% 3.3%

5. １，０００人以上～５，０００人未満 99 44 39 13 1 2

100.0% 44.4% 39.4% 13.1% 1.0% 2.0%

6. ５，０００人以上～１０，０００人未満 56 24 20 11 0 1

100.0% 42.9% 35.7% 19.6% 0.0% 1.8%

7. １０，０００人以上 64 29 19 11 1 4

100.0% 45.3% 29.7% 17.2% 1.6% 6.3%

（無回答） 1 1 0 0 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

4. どちらかとい
うと活用したい

と思わない
（無回答）

従
業
員
数

全体 1. 活用したいと
思う

2. どちらかとい
うと活用したい

と思う

3. どちらとも思
わない

所在地別クロス集計表

全体 597 246 221 100 11 19

100.0% 41.2% 37.0% 16.8% 1.8% 3.2%

1. 北海道・東北 40 16 13 10 1 0

100.0% 40.0% 32.5% 25.0% 2.5% 0.0%

2. 関東（東京以外） 77 31 27 16 1 2

100.0% 40.3% 35.1% 20.8% 1.3% 2.6%

3. 東京 174 79 58 26 3 8

100.0% 45.4% 33.3% 14.9% 1.7% 4.6%

4. 中部 116 40 55 16 1 4

100.0% 34.5% 47.4% 13.8% 0.9% 3.4%

5. 近畿 100 42 37 16 2 3

100.0% 42.0% 37.0% 16.0% 2.0% 3.0%

6. 中国・四国 55 25 19 7 3 1

100.0% 45.5% 34.5% 12.7% 5.5% 1.8%

7. 九州・沖縄 33 13 11 8 0 1

100.0% 39.4% 33.3% 24.2% 0.0% 3.0%

（無回答） 2 0 1 1 0 0

100.0% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 0.0%

4. どちらかとい
うと活用したい

と思わない
（無回答）

所
在
地

全体 1. 活用したいと
思う

2. どちらかとい
うと活用したい

と思う

3. どちらとも思
わない
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Ⅺ．来年度の就職・採用活動時期に係る政府の経済団体等への要請等について 

 
（１）来年度の就職・採用活動時期の設定について 

○来年度の就職・採用活動時期の設定について知っているかを尋ねたところ、「知っている」

との回答が８２．２％であった。 
 

来年度の就職・採用活動時期の設定について知っていますか（当てはまるものを一つ選択） 

 

 
 

全体 1. 知っている 2. 知らない （無回答）

980 806 169 5

100.0% 82.2% 17.2% 0.5%

N=980 
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業種別クロス集計表 全体 1. 知っている 2. 知らない （無回答）

全体 980 806 169 5

100.0% 82.2% 17.2% 0.5%

1. 鉱業・採石業、砂利採取業 2 2 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

2. 建設業 95 78 17 0

100.0% 82.1% 17.9% 0.0%

3. 製造業 354 285 66 3

100.0% 80.5% 18.6% 0.8%

4. 電気・ガス・熱供給・水道業 15 13 1 1

100.0% 86.7% 6.7% 6.7%

5. 情報通信業 72 59 13 0

100.0% 81.9% 18.1% 0.0%

6. 運輸業、郵便業 39 34 5 0

100.0% 87.2% 12.8% 0.0%

7. 卸売業、小売業 191 152 38 1

100.0% 79.6% 19.9% 0.5%

8. 金融業、保険業 24 23 1 0

100.0% 95.8% 4.2% 0.0%

9. 不動産業、物品賃貸業 13 11 2 0

100.0% 84.6% 15.4% 0.0%

10. 学術研究、専門・技術サービス業 15 14 1 0

100.0% 93.3% 6.7% 0.0%

11. 宿泊業、飲食サービス業 14 11 3 0

100.0% 78.6% 21.4% 0.0%

12. 生活関連サービス業、娯楽業 10 10 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

13. 教育・学習支援業 14 13 1 0

100.0% 92.9% 7.1% 0.0%

14. 医療、福祉 28 22 6 0

100.0% 78.6% 21.4% 0.0%

15. サービス業（他に分類されないもの） 56 45 11 0

100.0% 80.4% 19.6% 0.0%

16. その他 30 26 4 0

100.0% 86.7% 13.3% 0.0%

（無回答） 8 8 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

業
種
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（２）来年度の就職・採用活動開始時期が本年度と同様の時期に設定されたことについての周知

について 
○来年度の就職・採用活動開始時期が本年度と同様の時期に設定されたことについて、経済

団体・業界団体、大学等から周知があったかについて尋ねたところ、「周知があった」は

４１．６％、「周知はなかった」は５６．５％であった。 
 

 

 

 

 

 

従業員数別クロス集計表 全体 1. 知っている 2. 知らない （無回答）

全体 980 806 169 5

100.0% 82.2% 17.2% 0.5%

1. １００人未満 73 44 28 1

100.0% 60.3% 38.4% 1.4%

2. １００人以上～３００人未満 433 331 101 1

100.0% 76.4% 23.3% 0.2%

3. ３００人以上～５００人未満 127 105 21 1

100.0% 82.7% 16.5% 0.8%

4. ５００人以上～１，０００人未満 85 75 8 2

100.0% 88.2% 9.4% 2.4%

5. １，０００人以上～５，０００人未満 125 116 9 0

100.0% 92.8% 7.2% 0.0%

6. ５，０００人以上～１０，０００人未満 65 64 1 0

100.0% 98.5% 1.5% 0.0%

7. １０，０００人以上 70 69 1 0

100.0% 98.6% 1.4% 0.0%

（無回答） 2 2 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

従
業
員
数

所在地別クロス集計表 全体 1. 知っている 2. 知らない （無回答）

全体 980 806 169 5

100.0% 82.2% 17.2% 0.5%

1. 北海道・東北 91 69 21 1

100.0% 75.8% 23.1% 1.1%

2. 関東（東京以外） 139 114 25 0

100.0% 82.0% 18.0% 0.0%

3. 東京 266 225 41 0

100.0% 84.6% 15.4% 0.0%

4. 中部 175 145 28 2

100.0% 82.9% 16.0% 1.1%

5. 近畿 172 144 27 1

100.0% 83.7% 15.7% 0.6%

6. 中国・四国 81 61 19 1

100.0% 75.3% 23.5% 1.2%

7. 九州・沖縄 53 45 8 0

100.0% 84.9% 15.1% 0.0%

（無回答） 3 3 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

所
在
地
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来年度の就職・採用活動開始時期が本年度と同様の時期に設定されたことについて、経済団体・業界団体、大学等から周知がありまし

たか（当てはまるものを一つ選択） 

 

 
 

 

全体 1. 周知があった 2. 周知はなかった （無回答）

980 408 554 18

100.0% 41.6% 56.5% 1.8%

業種別クロス集計表 全体 1. 周知があった 2. 周知はなかった （無回答）

全体 980 408 554 18

100.0% 41.6% 56.5% 1.8%

1. 鉱業・採石業、砂利採取業 2 2 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

2. 建設業 95 43 48 4

100.0% 45.3% 50.5% 4.2%

3. 製造業 354 151 195 8

100.0% 42.7% 55.1% 2.3%

4. 電気・ガス・熱供給・水道業 15 7 8 0

100.0% 46.7% 53.3% 0.0%

5. 情報通信業 72 28 43 1

100.0% 38.9% 59.7% 1.4%

6. 運輸業、郵便業 39 18 21 0

100.0% 46.2% 53.8% 0.0%

7. 卸売業、小売業 191 73 115 3

100.0% 38.2% 60.2% 1.6%

8. 金融業、保険業 24 17 7 0

100.0% 70.8% 29.2% 0.0%

9. 不動産業、物品賃貸業 13 4 9 0

100.0% 30.8% 69.2% 0.0%

10. 学術研究、専門・技術サービス業 15 5 10 0

100.0% 33.3% 66.7% 0.0%

11. 宿泊業、飲食サービス業 14 5 8 1

100.0% 35.7% 57.1% 7.1%

12. 生活関連サービス業、娯楽業 10 2 8 0

100.0% 20.0% 80.0% 0.0%

13. 教育・学習支援業 14 9 5 0

100.0% 64.3% 35.7% 0.0%

14. 医療、福祉 28 8 19 1

100.0% 28.6% 67.9% 3.6%

15. サービス業（他に分類されないもの） 56 17 39 0

100.0% 30.4% 69.6% 0.0%

16. その他 30 16 14 0

100.0% 53.3% 46.7% 0.0%

（無回答） 8 3 5 0

100.0% 37.5% 62.5% 0.0%

業
種

N=980 
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（３）周知があったのはどこからかについて 
○（２）において「周知があった」と回答した企業（４０８社）に対して、周知があったの

はどこからかを尋ねたところ、「求人情報会社（就職関連情報サイトを含む）」（６６．９％）

との回答が最も多く、次いで「報道」（４６．９％）であった。 
 

周知があったのはどこからですか（当てはまるものを全て選択） 

 

従業員数別クロス集計表 全体 1. 周知があった 2. 周知はなかった （無回答）

全体 980 408 554 18

100.0% 41.6% 56.5% 1.8%

1. １００人未満 73 14 54 5

100.0% 19.2% 74.0% 6.8%

2. １００人以上～３００人未満 433 138 287 8

100.0% 31.9% 66.3% 1.8%

3. ３００人以上～５００人未満 127 61 65 1

100.0% 48.0% 51.2% 0.8%

4. ５００人以上～１，０００人未満 85 33 50 2

100.0% 38.8% 58.8% 2.4%

5. １，０００人以上～５，０００人未満 125 69 55 1

100.0% 55.2% 44.0% 0.8%

6. ５，０００人以上～１０，０００人未満 65 46 19 0

100.0% 70.8% 29.2% 0.0%

7. １０，０００人以上 70 45 24 1

100.0% 64.3% 34.3% 1.4%

（無回答） 2 2 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

従
業
員
数

所在地別クロス集計表 全体 1. 周知があった 2. 周知はなかった （無回答）

全体 980 408 554 18

100.0% 41.6% 56.5% 1.8%

1. 北海道・東北 91 34 56 1

100.0% 37.4% 61.5% 1.1%

2. 関東（東京以外） 139 57 78 4

100.0% 41.0% 56.1% 2.9%

3. 東京 266 124 139 3

100.0% 46.6% 52.3% 1.1%

4. 中部 175 64 105 6

100.0% 36.6% 60.0% 3.4%

5. 近畿 172 67 103 2

100.0% 39.0% 59.9% 1.2%

6. 中国・四国 81 34 46 1

100.0% 42.0% 56.8% 1.2%

7. 九州・沖縄 53 27 25 1

100.0% 50.9% 47.2% 1.9%

（無回答） 3 1 2 0

100.0% 33.3% 66.7% 0.0%

所
在
地

405 161 121 82 271 190 2 2

39.8% 29.9% 20.2% 66.9% 46.9% 0.5% 0.5%

7. その他全体
1. 経済団

体・業界団
体

2. 大学等
3. ハロー
ワーク

4. 求人情報会
社（就職関連
情報サイトを

含む）

5. 報道
6. 知らな
かった
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業種別クロス集計表

全体 405 161 121 82 271 190 2 2

39.8% 29.9% 20.2% 66.9% 46.9% 0.5% 0.5%

1. 鉱業・採石業、砂利採取業 2 1 0 0 1 0 0 0

50.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0%

2. 建設業 43 19 7 8 24 16 1 0

44.2% 16.3% 18.6% 55.8% 37.2% 2.3% 0.0%

3. 製造業 149 50 51 34 104 68 0 0

33.6% 34.2% 22.8% 69.8% 45.6% 0.0% 0.0%

4. 電気・ガス・熱供給・水道業 7 6 0 1 3 4 0 0

85.7% 0.0% 14.3% 42.9% 57.1% 0.0% 0.0%

5. 情報通信業 27 9 10 4 20 16 0 1

33.3% 37.0% 14.8% 74.1% 59.3% 0.0% 3.7%

6. 運輸業、郵便業 18 10 6 1 10 10 0 0

55.6% 33.3% 5.6% 55.6% 55.6% 0.0% 0.0%

7. 卸売業、小売業 73 20 20 19 53 35 0 0

27.4% 27.4% 26.0% 72.6% 47.9% 0.0% 0.0%

8. 金融業、保険業 17 16 4 3 12 13 0 0

94.1% 23.5% 17.6% 70.6% 76.5% 0.0% 0.0%

9. 不動産業、物品賃貸業 4 3 3 0 2 2 0 0

75.0% 75.0% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 0.0%

10. 学術研究、専門・技術サービス業 5 2 2 2 2 1 0 0

40.0% 40.0% 40.0% 40.0% 20.0% 0.0% 0.0%

11. 宿泊業、飲食サービス業 5 3 3 2 4 2 0 0

60.0% 60.0% 40.0% 80.0% 40.0% 0.0% 0.0%

12. 生活関連サービス業、娯楽業 2 0 1 0 2 1 0 0

0.0% 50.0% 0.0% 100.0% 50.0% 0.0% 0.0%

13. 教育・学習支援業 9 6 3 1 4 3 0 0

66.7% 33.3% 11.1% 44.4% 33.3% 0.0% 0.0%

14. 医療、福祉 8 2 2 3 2 2 0 0

25.0% 25.0% 37.5% 25.0% 25.0% 0.0% 0.0%

15. サービス業（他に分類されないもの） 17 7 2 3 12 6 0 0

41.2% 11.8% 17.6% 70.6% 35.3% 0.0% 0.0%

16. その他 16 7 7 1 13 9 1 1

43.8% 43.8% 6.3% 81.3% 56.3% 6.3% 6.3%

（無回答） 3 0 0 0 3 2 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 66.7% 0.0% 0.0%

7. その他

業
種

全体
1. 経済団

体・業界団
体

2. 大学等
3. ハロー
ワーク

4. 求人情報会
社（就職関連
情報サイトを

含む）

5. 報道
6. 知らな
かった

N=405 

※周知があったと回答した 408 社に質問 

※対象 408 社より無回答の 3社を除外 
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（４）就職・採用活動の日程について、何らかのルールは必要かについて 
○（２）において「周知があった」と回答した企業（４０８社）に対して、就職・採用活動

の日程について、何らかのルールは必要かを尋ねたところ、「必要」との回答が６８．１％

で、「不要」との回答は１１．０％であった。 
 
 
 

 

従業員数別クロス集計表

全体 405 161 121 82 271 190 2 2

39.8% 29.9% 20.2% 66.9% 46.9% 0.5% 0.5%

1. １００人未満 14 3 0 6 7 3 0 0

21.4% 0.0% 42.9% 50.0% 21.4% 0.0% 0.0%

2. １００人以上～３００人未満 137 36 30 31 86 56 1 0

26.3% 21.9% 22.6% 62.8% 40.9% 0.7% 0.0%

3. ３００人以上～５００人未満 61 19 19 11 47 26 0 0

31.1% 31.1% 18.0% 77.0% 42.6% 0.0% 0.0%

4. ５００人以上～１，０００人未満 32 12 9 14 23 19 1 1

37.5% 28.1% 43.8% 71.9% 59.4% 3.1% 3.1%

5. １，０００人以上～５，０００人未満 68 30 28 12 50 32 0 0

44.1% 41.2% 17.6% 73.5% 47.1% 0.0% 0.0%

6. ５，０００人以上～１０，０００人未満 46 29 17 3 28 26 0 0

63.0% 37.0% 6.5% 60.9% 56.5% 0.0% 0.0%

7. １０，０００人以上 45 32 18 5 29 27 0 1

71.1% 40.0% 11.1% 64.4% 60.0% 0.0% 2.2%

（無回答） 2 0 0 0 1 1 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 0.0%

6. 知らな
かった

7. その他

従
業
員
数

全体
1. 経済団

体・業界団
体

2. 大学等
3. ハロー
ワーク

4. 求人情報会
社（就職関連
情報サイトを

含む）

5. 報道

所在地別クロス集計表

全体 405 161 121 82 271 190 2 2

39.8% 29.9% 20.2% 66.9% 46.9% 0.5% 0.5%

1. 北海道・東北 34 9 8 9 21 11 0 0

26.5% 23.5% 26.5% 61.8% 32.4% 0.0% 0.0%

2. 関東（東京以外） 55 16 13 16 38 21 0 0

29.1% 23.6% 29.1% 69.1% 38.2% 0.0% 0.0%

3. 東京 124 64 47 10 83 68 1 2

51.6% 37.9% 8.1% 66.9% 54.8% 0.8% 1.6%

4. 中部 64 22 16 20 40 23 0 0

34.4% 25.0% 31.3% 62.5% 35.9% 0.0% 0.0%

5. 近畿 66 28 23 15 49 38 1 0

42.4% 34.8% 22.7% 74.2% 57.6% 1.5% 0.0%

6. 中国・四国 34 13 9 10 23 15 0 0

38.2% 26.5% 29.4% 67.6% 44.1% 0.0% 0.0%

7. 九州・沖縄 27 9 5 2 16 14 0 0

33.3% 18.5% 7.4% 59.3% 51.9% 0.0% 0.0%

（無回答） 1 0 0 0 1 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

6. 知らな
かった

7. その他

所
在
地

全体
1. 経済団

体・業界団
体

2. 大学等
3. ハロー
ワーク

4. 求人情報会
社（就職関連
情報サイトを

含む）

5. 報道
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就職・採用活動の日程について、何らかのルールは必要ですか（当てはまるものを一つ選択） 

 

 

 

 

全体 1. 必要 2. 不要 3. 分からない （無回答）

408 278 45 83 2

100.0% 68.1% 11.0% 20.3% 0.5%

業種別クロス集計表 全体 1. 必要 2. 不要 3. 分からない （無回答）

全体 408 278 45 83 2

100.0% 68.1% 11.0% 20.3% 0.5%

1. 鉱業・採石業、砂利採取業 2 1 0 1 0

100.0% 50.0% 0.0% 50.0% 0.0%

2. 建設業 43 29 3 11 0

100.0% 67.4% 7.0% 25.6% 0.0%

3. 製造業 151 101 22 27 1

100.0% 66.9% 14.6% 17.9% 0.7%

4. 電気・ガス・熱供給・水道業 7 5 0 2 0

100.0% 71.4% 0.0% 28.6% 0.0%

5. 情報通信業 28 17 4 7 0

100.0% 60.7% 14.3% 25.0% 0.0%

6. 運輸業、郵便業 18 13 1 4 0

100.0% 72.2% 5.6% 22.2% 0.0%

7. 卸売業、小売業 73 49 8 16 0

100.0% 67.1% 11.0% 21.9% 0.0%

8. 金融業、保険業 17 15 0 2 0

100.0% 88.2% 0.0% 11.8% 0.0%

9. 不動産業、物品賃貸業 4 4 0 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

10. 学術研究、専門・技術サービス業 5 3 1 1 0

100.0% 60.0% 20.0% 20.0% 0.0%

11. 宿泊業、飲食サービス業 5 4 1 0 0

100.0% 80.0% 20.0% 0.0% 0.0%

12. 生活関連サービス業、娯楽業 2 2 0 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

13. 教育・学習支援業 9 6 0 2 1

100.0% 66.7% 0.0% 22.2% 11.1%

14. 医療、福祉 8 5 2 1 0

100.0% 62.5% 25.0% 12.5% 0.0%

15. サービス業（他に分類されないもの） 17 14 1 2 0

100.0% 82.4% 5.9% 11.8% 0.0%

16. その他 16 9 2 5 0

100.0% 56.3% 12.5% 31.3% 0.0%

（無回答） 3 1 0 2 0

100.0% 33.3% 0.0% 66.7% 0.0%

業
種

N=408 

※周知があったと回答した 408 社に質問 
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（５）就職・採用活動の日程に関する現在のルールについて 
○（４）にて「必要」と回答した企業（２７８社）に対して、現在のルール内容に賛成かを

尋ねたところ、「賛成（日程は現在のままでいい）」との回答が５７．２％で、「反対（日

程について何らかのルールは必要だが、現在の日程は変えた方がいい）」は４１．７％で

あった。 
 

 

 

 

 

 

 

従業員数別クロス集計表 全体 1. 必要 2. 不要 3. 分からない （無回答）

全体 408 278 45 83 2

100.0% 68.1% 11.0% 20.3% 0.5%

1. １００人未満 14 6 3 5 0

100.0% 42.9% 21.4% 35.7% 0.0%

2. １００人以上～３００人未満 138 92 14 32 0

100.0% 66.7% 10.1% 23.2% 0.0%

3. ３００人以上～５００人未満 61 47 3 11 0

100.0% 77.0% 4.9% 18.0% 0.0%

4. ５００人以上～１，０００人未満 33 19 7 6 1

100.0% 57.6% 21.2% 18.2% 3.0%

5. １，０００人以上～５，０００人未満 69 50 7 12 0

100.0% 72.5% 10.1% 17.4% 0.0%

6. ５，０００人以上～１０，０００人未満 46 30 6 9 1

100.0% 65.2% 13.0% 19.6% 2.2%

7. １０，０００人以上 45 34 4 7 0

100.0% 75.6% 8.9% 15.6% 0.0%

（無回答） 2 0 1 1 0

100.0% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0%

従
業
員
数

所在地別クロス集計表 全体 1. 必要 2. 不要 3. 分からない （無回答）

全体 408 278 45 83 2

100.0% 68.1% 11.0% 20.3% 0.5%

1. 北海道・東北 34 21 3 10 0

100.0% 61.8% 8.8% 29.4% 0.0%

2. 関東（東京以外） 57 40 3 13 1

100.0% 70.2% 5.3% 22.8% 1.8%

3. 東京 124 88 15 21 0

100.0% 71.0% 12.1% 16.9% 0.0%

4. 中部 64 46 9 9 0

100.0% 71.9% 14.1% 14.1% 0.0%

5. 近畿 67 45 8 13 1

100.0% 67.2% 11.9% 19.4% 1.5%

6. 中国・四国 34 21 6 7 0

100.0% 61.8% 17.6% 20.6% 0.0%

7. 九州・沖縄 27 17 1 9 0

100.0% 63.0% 3.7% 33.3% 0.0%

（無回答） 1 0 0 1 0

100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%

所
在
地
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就職・採用活動の日程に関する現在のルールの内容（広報活動３月１日以降、採用活動は６月１日以降）に賛成ですか（当てはまるものを一つ選択） 

 

 

 

全体 1. 賛成（日程は現在の
ままでいい）

2. 反対（日程について
何らかのルールは必要
だが、現在の日程は変

えたほうがいい）

（無回答）

278 159 116 3

100.0% 57.2% 41.7% 1.1%

N=278 

※周知があったと回答した 408 社のうち何らか

のルールは必要と回答した 278 社に質問 
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業種別クロス集計表

全体 1. 賛成（日程は現在の
ままでいい）

2. 反対（日程について
何らかのルールは必要
だが、現在の日程は変

えたほうがいい）

（無回答）

全体 278 159 116 3

100.0% 57.2% 41.7% 1.1%

1. 鉱業・採石業、砂利採取業 1 1 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

2. 建設業 29 14 15 0

100.0% 48.3% 51.7% 0.0%

3. 製造業 101 60 40 1

100.0% 59.4% 39.6% 1.0%

4. 電気・ガス・熱供給・水道業 5 5 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

5. 情報通信業 17 9 8 0

100.0% 52.9% 47.1% 0.0%

6. 運輸業、郵便業 13 7 6 0

100.0% 53.8% 46.2% 0.0%

7. 卸売業、小売業 49 22 25 2

100.0% 44.9% 51.0% 4.1%

8. 金融業、保険業 15 8 7 0

100.0% 53.3% 46.7% 0.0%

9. 不動産業、物品賃貸業 4 4 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

10. 学術研究、専門・技術サービス業 3 2 1 0

100.0% 66.7% 33.3% 0.0%

11. 宿泊業、飲食サービス業 4 1 3 0

100.0% 25.0% 75.0% 0.0%

12. 生活関連サービス業、娯楽業 2 2 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

13. 教育・学習支援業 6 3 3 0

100.0% 50.0% 50.0% 0.0%

14. 医療、福祉 5 3 2 0

100.0% 60.0% 40.0% 0.0%

15. サービス業（他に分類されないもの） 14 10 4 0

100.0% 71.4% 28.6% 0.0%

16. その他 9 7 2 0

100.0% 77.8% 22.2% 0.0%

（無回答） 1 1 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

業
種
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（６）就職・採用活動の日程について、何らかのルールが不要な理由について 
○（４）にて「不要」と回答した企業（４５社）に対して、その理由を尋ねたところ、「決

定主体にかかわらず、就職・採用活動の日程等のルールを定めることに反対（ルールは不

要）」（７２．５％）との回答が最も多かった。 
 

 

 

 

 

従業員数別クロス集計表

全体 1. 賛成（日程は現在の
ままでいい）

2. 反対（日程について
何らかのルールは必要
だが、現在の日程は変

えたほうがいい）

（無回答）

全体 278 159 116 3

100.0% 57.2% 41.7% 1.1%

1. １００人未満 6 3 3 0

100.0% 50.0% 50.0% 0.0%

2. １００人以上～３００人未満 92 58 34 0

100.0% 63.0% 37.0% 0.0%

3. ３００人以上～５００人未満 47 25 22 0

100.0% 53.2% 46.8% 0.0%

4. ５００人以上～１，０００人未満 19 11 8 0

100.0% 57.9% 42.1% 0.0%

5. １，０００人以上～５，０００人未満 50 27 23 0

100.0% 54.0% 46.0% 0.0%

6. ５，０００人以上～１０，０００人未満 30 15 12 3

100.0% 50.0% 40.0% 10.0%

7. １０，０００人以上 34 20 14 0

100.0% 58.8% 41.2% 0.0%

（無回答） 0 0 0 0

- - - -

従
業
員
数

所在地別クロス集計表

全体 1. 賛成（日程は現在の
ままでいい）

2. 反対（日程について
何らかのルールは必要
だが、現在の日程は変

えたほうがいい）

（無回答）

全体 278 159 116 3

100.0% 57.2% 41.7% 1.1%

1. 北海道・東北 21 11 9 1

100.0% 52.4% 42.9% 4.8%

2. 関東（東京以外） 40 31 9 0

100.0% 77.5% 22.5% 0.0%

3. 東京 88 46 40 2

100.0% 52.3% 45.5% 2.3%

4. 中部 46 22 24 0

100.0% 47.8% 52.2% 0.0%

5. 近畿 45 25 20 0

100.0% 55.6% 44.4% 0.0%

6. 中国・四国 21 11 10 0

100.0% 52.4% 47.6% 0.0%

7. 九州・沖縄 17 13 4 0

100.0% 76.5% 23.5% 0.0%

（無回答） 0 0 0 0

- - - -

所
在
地
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就職・採用活動の日程について、何らかのルールが不要な理由を教えてください（当てはまるものを全て選択） 

 

 
 

40 8 29 5 7

20.0% 72.5% 12.5% 17.5%

4. その他

1. 政府が就職・採
用活動の日程等の
ルールを定めるこ

とに反対

全体

2. 決定主体にかかわら
ず、就職・採用活動の
日程等のルールを定め
ることに反対（ルール

は不要）

3. 今回の就職・採
用活動の日程等の
ルールの内容に反

対

N=40 

※周知があったと回答した 408 社のうち何らか

のルールは不要と回答した 45 社に質問 

※対象 45 社より無回答の 5社を除外 
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業種別クロス集計表

全体 40 8 29 5 7

20.0% 72.5% 12.5% 17.5%

1. 鉱業・採石業、砂利採取業 0 0 0 0 0

- - - -

2. 建設業 2 1 1 0 0

50.0% 50.0% 0.0% 0.0%

3. 製造業 19 4 13 2 4

21.1% 68.4% 10.5% 21.1%

4. 電気・ガス・熱供給・水道業 0 0 0 0 0

- - - -

5. 情報通信業 4 3 3 2 0

75.0% 75.0% 50.0% 0.0%

6. 運輸業、郵便業 1 0 1 0 0

0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

7. 卸売業、小売業 7 0 5 1 2

0.0% 71.4% 14.3% 28.6%

8. 金融業、保険業 0 0 0 0 0

- - - -

9. 不動産業、物品賃貸業 0 0 0 0 0

- - - -

10. 学術研究、専門・技術サービス業 1 0 1 0 0

0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

11. 宿泊業、飲食サービス業 1 0 1 0 0

0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

12. 生活関連サービス業、娯楽業 0 0 0 0 0

- - - -

13. 教育・学習支援業 0 0 0 0 0

- - - -

14. 医療、福祉 2 0 2 0 0

0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

15. サービス業（他に分類されないもの） 1 0 0 0 1

0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

16. その他 2 0 2 0 0

0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

（無回答） 0 0 0 0 0

- - - -

4. その他

業
種

1. 政府が就職・採
用活動の日程等の
ルールを定めるこ

とに反対

全体

2. 決定主体にかかわら
ず、就職・採用活動の
日程等のルールを定め
ることに反対（ルール

は不要）

3. 今回の就職・採
用活動の日程等の
ルールの内容に反

対
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（７）今回の就職・採用活動の日程等のルールのどの内容に反対かについて 
○さらに（６）にて「今回の就職・採用活動の日程等のルールの内容に反対」と回答した企

業（５社）に対して、今回の就職・採用活動の日程等のルールのどの内容に反対かを尋ね

たところ、「就職・採用活動の日程（広報活動開始：卒業前年度３月、採用選考活動：卒

業年度６月）」（８０．０％）との回答が最も多かった。 
 

 

 

 

従業員数別クロス集計表

全体 40 8 29 5 7

20.0% 72.5% 12.5% 17.5%

1. １００人未満 3 1 2 1 0

33.3% 66.7% 33.3% 0.0%

2. １００人以上～３００人未満 12 4 8 3 2

33.3% 66.7% 25.0% 16.7%

3. ３００人以上～５００人未満 3 0 1 0 2

0.0% 33.3% 0.0% 66.7%

4. ５００人以上～１，０００人未満 6 2 5 1 1

33.3% 83.3% 16.7% 16.7%

5. １，０００人以上～５，０００人未満 7 0 6 0 1

0.0% 85.7% 0.0% 14.3%

6. ５，０００人以上～１０，０００人未満 6 0 5 0 1

0.0% 83.3% 0.0% 16.7%

7. １０，０００人以上 3 1 2 0 0

33.3% 66.7% 0.0% 0.0%

（無回答） 0 0 0 0 0

- - - -

4. その他

従
業
員
数

全体

1. 政府が就職・採
用活動の日程等の
ルールを定めるこ

とに反対

2. 決定主体にかかわら
ず、就職・採用活動の
日程等のルールを定め
ることに反対（ルール

は不要）

3. 今回の就職・採
用活動の日程等の
ルールの内容に反

対

所在地別クロス集計表

全体 40 8 29 5 7

20.0% 72.5% 12.5% 17.5%

1. 北海道・東北 3 0 2 0 1

0.0% 66.7% 0.0% 33.3%

2. 関東（東京以外） 3 2 1 1 1

66.7% 33.3% 33.3% 33.3%

3. 東京 12 2 10 1 1

16.7% 83.3% 8.3% 8.3%

4. 中部 8 2 6 1 1

25.0% 75.0% 12.5% 12.5%

5. 近畿 7 1 4 1 2

14.3% 57.1% 14.3% 28.6%

6. 中国・四国 6 1 6 1 0

16.7% 100.0% 16.7% 0.0%

7. 九州・沖縄 1 0 0 0 1

0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

（無回答） 0 0 0 0 0

- - - -

4. その他

所
在
地

全体

1. 政府が就職・採
用活動の日程等の
ルールを定めるこ

とに反対

2. 決定主体にかかわら
ず、就職・採用活動の
日程等のルールを定め
ることに反対（ルール

は不要）

3. 今回の就職・採
用活動の日程等の
ルールの内容に反

対
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今回の就職・採用活動の日程等のルールのどの内容に反対ですか（当てはまるものを全て選択） 

 

 
 

5 4 1 0 1 2 0 0 0 0

80.0% 20.0% 0.0% 20.0% 40.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

6. 成績証
明書の一
層の活用

8. 卒業・
修了後３
年以内の
既卒者の
取扱い

9. その他
7. クール
ビス等へ
の配慮

4. 公平・
公正で透
明な採用
の徹底

5. イン
ターン

シップの
取扱い

全体

1. 就職・採用
活動の日程

（広報活動開
始：卒業前年
度３月、採用
選考活動：卒
業年度６月）

2. 学事日
程等への

配慮

3. 日本人海外
留学者や外国
人留学生など
に対する多様
な採用選考機

会の提供

N=5 

※周知があったと回答した 408 社のうち何らかの

ルールは不要と回答した 45 社で、今回のルール

内容に反対と回答した 5社へ質問 
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業種別クロス集計表

全体 5 4 1 0 1 2 0 0 0 0

80.0% 20.0% 0.0% 20.0% 40.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

1. 鉱業・採石業、砂利採取業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - - - - -

2. 建設業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - - - - -

3. 製造業 2 1 1 0 1 1 0 0 0 0

50.0% 50.0% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

4. 電気・ガス・熱供給・水道業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - - - - -

5. 情報通信業 2 2 0 0 0 1 0 0 0 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

6. 運輸業、郵便業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - - - - -

7. 卸売業、小売業 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

8. 金融業、保険業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - - - - -

9. 不動産業、物品賃貸業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - - - - -

10. 学術研究、専門・技術サービス業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - - - - -

11. 宿泊業、飲食サービス業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - - - - -

12. 生活関連サービス業、娯楽業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - - - - -

13. 教育・学習支援業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - - - - -

14. 医療、福祉 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - - - - -

15. サービス業（他に分類されないもの） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - - - - -

16. その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - - - - -

（無回答） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - - - - -

6. 成績証
明書の一
層の活用

8. 卒業・
修了後３
年以内の
既卒者の
取扱い

9. その他

業
種

7. クール
ビス等へ
の配慮

4. 公平・
公正で透
明な採用
の徹底

5. イン
ターン

シップの
取扱い

全体

1. 就職・採用
活動の日程

（広報活動開
始：卒業前年
度３月、採用
選考活動：卒
業年度６月）

2. 学事日
程等への

配慮

3. 日本人海外
留学者や外国
人留学生など
に対する多様
な採用選考機

会の提供
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（８）就職・採用活動の開始時期が設定されていることについて 
○（２）において「周知はなかった」と回答した企業を含め、そもそも就職・採用活動の開

始時期（広報活動３月、採用選考活動６月）が設定されていることについての考えを尋ね

たところ、「現在の開始時期で良い」との回答が最も多く３２．２％、次いで「どちらと

もいえない」との回答で２２．８％、続いて「広報活動は自由に開始したほうがよい」（１

３．３％）、「いずれの開始時期も自由に設定した方がよい（開始時期の設定は不要）」（１

２．３％）との回答となった。 

従業員数別クロス集計表

全体 5 4 1 0 1 2 0 0 0 0

80.0% 20.0% 0.0% 20.0% 40.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

1. １００人未満 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

2. １００人以上～３００人未満 3 2 1 0 1 1 0 0 0 0

66.7% 33.3% 0.0% 33.3% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

3. ３００人以上～５００人未満 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - - - - -

4. ５００人以上～１，０００人未満 1 1 0 0 0 1 0 0 0 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

5. １，０００人以上～５，０００人未満 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - - - - -

6. ５，０００人以上～１０，０００人未満 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - - - - -

7. １０，０００人以上 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - - - - -

（無回答） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - - - - -

6. 成績証
明書の一
層の活用

8. 卒業・
修了後３
年以内の
既卒者の
取扱い

9. その他

従
業
員
数

7. クール
ビス等へ
の配慮

全体

1. 就職・採用
活動の日程

（広報活動開
始：卒業前年
度３月、採用
選考活動：卒
業年度６月）

2. 学事日
程等への

配慮

3. 日本人海外
留学者や外国
人留学生など
に対する多様
な採用選考機

会の提供

4. 公平・
公正で透
明な採用
の徹底

5. イン
ターン

シップの
取扱い

所在地別クロス集計表

全体 5 4 1 0 1 2 0 0 0 0

80.0% 20.0% 0.0% 20.0% 40.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

1. 北海道・東北 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - - - - -

2. 関東（東京以外） 1 1 0 0 0 1 0 0 0 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

3. 東京 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

4. 中部 1 0 1 0 1 0 0 0 0 0

0.0% 100.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

5. 近畿 1 1 0 0 0 1 0 0 0 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

6. 中国・四国 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

7. 九州・沖縄 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - - - - -

（無回答） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - - - - -

6. 成績証
明書の一
層の活用

8. 卒業・
修了後３
年以内の
既卒者の
取扱い

9. その他

所
在
地

7. クール
ビス等へ
の配慮

全体

1. 就職・採用
活動の日程

（広報活動開
始：卒業前年
度３月、採用
選考活動：卒
業年度６月）

2. 学事日
程等への

配慮

3. 日本人海外
留学者や外国
人留学生など
に対する多様
な採用選考機

会の提供

4. 公平・
公正で透
明な採用
の徹底

5. イン
ターン

シップの
取扱い
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来年度の就職・採用活動時期は上記の通り設定されているところですが、そもそも就職・採用活動の開始時期（広報活動３月、採用選

考活動６月）が設定されていることについてどう考えますか（当てはまるものを一つ選択） 

 

 

980 316 130 82 121 223 55 53

100.0% 32.2% 13.3% 8.4% 12.3% 22.8% 5.6% 5.4%

6. その他 （無回答）全体
1. 現在の開
始時期でよ

い

2. 広報活動
は自由に開
始した方が

よい

3. 採用選考
は自由に開
始した方が

よい

4. いずれの開始
時期も自由に設
定した方がよい
（開始時期の設

定は不要）

5. どちらと
もいえない

N=980 
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業種別クロス集計表

全体 980 316 130 82 121 223 55 53

100.0% 32.2% 13.3% 8.4% 12.3% 22.8% 5.6% 5.4%

1. 鉱業・採石業、砂利採取業 2 1 0 0 0 1 0 0

100.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0%

2. 建設業 95 35 9 10 9 19 7 6

100.0% 36.8% 9.5% 10.5% 9.5% 20.0% 7.4% 6.3%

3. 製造業 354 106 55 29 44 80 24 16

100.0% 29.9% 15.5% 8.2% 12.4% 22.6% 6.8% 4.5%

4. 電気・ガス・熱供給・水道業 15 5 2 0 1 5 1 1

100.0% 33.3% 13.3% 0.0% 6.7% 33.3% 6.7% 6.7%

5. 情報通信業 72 21 11 8 13 14 3 2

100.0% 29.2% 15.3% 11.1% 18.1% 19.4% 4.2% 2.8%

6. 運輸業、郵便業 39 18 7 1 2 9 1 1

100.0% 46.2% 17.9% 2.6% 5.1% 23.1% 2.6% 2.6%

7. 卸売業、小売業 191 59 18 17 28 48 7 14

100.0% 30.9% 9.4% 8.9% 14.7% 25.1% 3.7% 7.3%

8. 金融業、保険業 24 7 8 0 0 6 3 0

100.0% 29.2% 33.3% 0.0% 0.0% 25.0% 12.5% 0.0%

9. 不動産業、物品賃貸業 13 7 0 0 3 2 0 1

100.0% 53.8% 0.0% 0.0% 23.1% 15.4% 0.0% 7.7%

10. 学術研究、専門・技術サービス業 15 6 1 0 2 2 4 0

100.0% 40.0% 6.7% 0.0% 13.3% 13.3% 26.7% 0.0%

11. 宿泊業、飲食サービス業 14 1 2 3 2 5 0 1

100.0% 7.1% 14.3% 21.4% 14.3% 35.7% 0.0% 7.1%

12. 生活関連サービス業、娯楽業 10 5 1 0 1 2 1 0

100.0% 50.0% 10.0% 0.0% 10.0% 20.0% 10.0% 0.0%

13. 教育・学習支援業 14 3 2 2 1 3 1 2

100.0% 21.4% 14.3% 14.3% 7.1% 21.4% 7.1% 14.3%

14. 医療、福祉 28 8 3 3 5 6 1 2

100.0% 28.6% 10.7% 10.7% 17.9% 21.4% 3.6% 7.1%

15. サービス業（他に分類されないもの） 56 23 7 6 5 12 0 3

100.0% 41.1% 12.5% 10.7% 8.9% 21.4% 0.0% 5.4%

16. その他 30 8 4 2 5 6 1 4

100.0% 26.7% 13.3% 6.7% 16.7% 20.0% 3.3% 13.3%

（無回答） 8 3 0 1 0 3 1 0

100.0% 37.5% 0.0% 12.5% 0.0% 37.5% 12.5% 0.0%

6. その他 （無回答）

業
種

全体
1. 現在の開
始時期でよ

い

2. 広報活動
は自由に開
始した方が

よい

3. 採用選考
は自由に開
始した方が

よい

4. いずれの開始
時期も自由に設
定した方がよい
（開始時期の設

定は不要）

5. どちらと
もいえない
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従業員数別クロス集計表

全体 980 316 130 82 121 223 55 53

100.0% 32.2% 13.3% 8.4% 12.3% 22.8% 5.6% 5.4%

1. １００人未満 73 24 6 8 8 22 1 4

100.0% 32.9% 8.2% 11.0% 11.0% 30.1% 1.4% 5.5%

2. １００人以上～３００人未満 433 141 47 35 59 103 28 20

100.0% 32.6% 10.9% 8.1% 13.6% 23.8% 6.5% 4.6%

3. ３００人以上～５００人未満 127 42 19 16 14 20 9 7

100.0% 33.1% 15.0% 12.6% 11.0% 15.7% 7.1% 5.5%

4. ５００人以上～１，０００人未満 85 33 6 8 14 17 5 2

100.0% 38.8% 7.1% 9.4% 16.5% 20.0% 5.9% 2.4%

5. １，０００人以上～５，０００人未満 125 37 22 6 13 33 6 8

100.0% 29.6% 17.6% 4.8% 10.4% 26.4% 4.8% 6.4%

6. ５，０００人以上～１０，０００人未満 65 17 15 4 7 13 2 7

100.0% 26.2% 23.1% 6.2% 10.8% 20.0% 3.1% 10.8%

7. １０，０００人以上 70 22 15 5 5 14 4 5

100.0% 31.4% 21.4% 7.1% 7.1% 20.0% 5.7% 7.1%

（無回答） 2 0 0 0 1 1 0 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 0.0%

6. その他 （無回答）

従
業
員
数

全体
1. 現在の開
始時期でよ

い

2. 広報活動
は自由に開
始した方が

よい

3. 採用選考
は自由に開
始した方が

よい

4. いずれの開始
時期も自由に設
定した方がよい
（開始時期の設

定は不要）

5. どちらと
もいえない

所在地別クロス集計表

全体 980 316 130 82 121 223 55 53

100.0% 32.2% 13.3% 8.4% 12.3% 22.8% 5.6% 5.4%

1. 北海道・東北 91 37 11 5 9 20 5 4

100.0% 40.7% 12.1% 5.5% 9.9% 22.0% 5.5% 4.4%

2. 関東（東京以外） 139 46 17 16 12 37 6 5

100.0% 33.1% 12.2% 11.5% 8.6% 26.6% 4.3% 3.6%

3. 東京 266 80 41 22 39 60 8 16

100.0% 30.1% 15.4% 8.3% 14.7% 22.6% 3.0% 6.0%

4. 中部 175 48 26 19 16 41 14 11

100.0% 27.4% 14.9% 10.9% 9.1% 23.4% 8.0% 6.3%

5. 近畿 172 53 17 7 36 37 14 8

100.0% 30.8% 9.9% 4.1% 20.9% 21.5% 8.1% 4.7%

6. 中国・四国 81 29 10 11 8 13 5 5

100.0% 35.8% 12.3% 13.6% 9.9% 16.0% 6.2% 6.2%

7. 九州・沖縄 53 22 7 2 1 14 3 4

100.0% 41.5% 13.2% 3.8% 1.9% 26.4% 5.7% 7.5%

（無回答） 3 1 1 0 0 1 0 0

100.0% 33.3% 33.3% 0.0% 0.0% 33.3% 0.0% 0.0%

6. その他 （無回答）

所
在
地

全体
1. 現在の開
始時期でよ

い

2. 広報活動
は自由に開
始した方が

よい

3. 採用選考
は自由に開
始した方が

よい

4. いずれの開始
時期も自由に設
定した方がよい
（開始時期の設

定は不要）

5. どちらと
もいえない
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Ⅻ．その他  

 
（１）内々定を出した後に、学生から辞退されたことがあるかについて 

○内々定を出した後に、学生に辞退されたことがあるかを尋ねたところ、７０．７％の企業

が「ある」との回答をした。 
 
本年度の就職・採用活動において、学生に対し、内々定を出した後に、辞退されたことがありますか（当てはまるものを一つ選択） 

 

 
 

［参考：昨年度調査］ 

 
 

全体 1. ある 2. ない （無回答）

980 693 264 23

100.0% 70.7% 26.9% 2.3%

N=980 

N=957 
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業種別クロス集計表 全体 1. ある 2. ない （無回答）

全体 980 693 264 23

100.0% 70.7% 26.9% 2.3%

1. 鉱業・採石業、砂利採取業 2 2 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

2. 建設業 95 62 32 1

100.0% 65.3% 33.7% 1.1%

3. 製造業 354 231 113 10

100.0% 65.3% 31.9% 2.8%

4. 電気・ガス・熱供給・水道業 15 10 5 0

100.0% 66.7% 33.3% 0.0%

5. 情報通信業 72 58 14 0

100.0% 80.6% 19.4% 0.0%

6. 運輸業、郵便業 39 28 11 0

100.0% 71.8% 28.2% 0.0%

7. 卸売業、小売業 191 140 42 9

100.0% 73.3% 22.0% 4.7%

8. 金融業、保険業 24 22 2 0

100.0% 91.7% 8.3% 0.0%

9. 不動産業、物品賃貸業 13 10 2 1

100.0% 76.9% 15.4% 7.7%

10. 学術研究、専門・技術サービス業 15 12 3 0

100.0% 80.0% 20.0% 0.0%

11. 宿泊業、飲食サービス業 14 13 1 0

100.0% 92.9% 7.1% 0.0%

12. 生活関連サービス業、娯楽業 10 8 2 0

100.0% 80.0% 20.0% 0.0%

13. 教育・学習支援業 14 7 6 1

100.0% 50.0% 42.9% 7.1%

14. 医療、福祉 28 19 8 1

100.0% 67.9% 28.6% 3.6%

15. サービス業（他に分類されないもの） 56 44 12 0

100.0% 78.6% 21.4% 0.0%

16. その他 30 21 9 0

100.0% 70.0% 30.0% 0.0%

（無回答） 8 6 2 0

100.0% 75.0% 25.0% 0.0%

業
種
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（２）内々定辞退時の状況について 
○（１）にて「ある」と回答した企業（６９３社）に対して、学生が内々定を辞退する際の

状況を尋ねたところ、「第一志望であることを確認して、学生に内々定を出したが、辞退

された」が６８．５％と最も多く、次いで「内々定後、承諾書や誓約書を提出していたが、

辞退された」（３９．４％）、「内々定後、内々定者の研修会や懇親会に参加していたが、

辞退された」（３４．２％）との回答が多かった。 
 

 

 

従業員数別クロス集計表 全体 1. ある 2. ない （無回答）

全体 980 693 264 23

100.0% 70.7% 26.9% 2.3%

1. １００人未満 73 22 46 5

100.0% 30.1% 63.0% 6.8%

2. １００人以上～３００人未満 433 260 159 14

100.0% 60.0% 36.7% 3.2%

3. ３００人以上～５００人未満 127 104 22 1

100.0% 81.9% 17.3% 0.8%

4. ５００人以上～１，０００人未満 85 74 11 0

100.0% 87.1% 12.9% 0.0%

5. １，０００人以上～５，０００人未満 125 104 20 1

100.0% 83.2% 16.0% 0.8%

6. ５，０００人以上～１０，０００人未満 65 59 5 1

100.0% 90.8% 7.7% 1.5%

7. １０，０００人以上 70 69 0 1

100.0% 98.6% 0.0% 1.4%

（無回答） 2 1 1 0

100.0% 50.0% 50.0% 0.0%

従
業
員
数

所在地別クロス集計表 全体 1. ある 2. ない （無回答）

全体 980 693 264 23

100.0% 70.7% 26.9% 2.3%

1. 北海道・東北 91 52 36 3

100.0% 57.1% 39.6% 3.3%

2. 関東（東京以外） 139 88 45 6

100.0% 63.3% 32.4% 4.3%

3. 東京 266 209 52 5

100.0% 78.6% 19.5% 1.9%

4. 中部 175 127 48 0

100.0% 72.6% 27.4% 0.0%

5. 近畿 172 124 46 2

100.0% 72.1% 26.7% 1.2%

6. 中国・四国 81 55 21 5

100.0% 67.9% 25.9% 6.2%

7. 九州・沖縄 53 37 15 1

100.0% 69.8% 28.3% 1.9%

（無回答） 3 1 1 1

100.0% 33.3% 33.3% 33.3%

所
在
地
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学生が辞退する際に以下のようなことはありましたか（当てはまるものを全て選択） 

 

 
［参考：昨年度調査］ 

 
 

629 431 35 215 248 80

68.5% 5.6% 34.2% 39.4% 12.7%

4. 内々定後、承諾
書や誓約書を提出
していたが、辞退

された

5. その他全体

1. 第一志望である
ことを確認して、
学生に内々定を出
したが、辞退され

た

2. 学校推薦を受
け、内々定を出し
たが、辞退された

3. 内々定後、内々
定者の研修会や懇
親会に参加してい
たが、辞退された

N=629 

※内々定を出した後に辞退されたことがあると回

答した 693 社に質問 

※対象 693 社より無回答の 64 社を除外 

N=644 
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業種別クロス集計表

全体 629 431 35 215 248 80

68.5% 5.6% 34.2% 39.4% 12.7%

1. 鉱業・採石業、砂利採取業 2 1 0 1 1 0

50.0% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0%

2. 建設業 59 40 5 10 21 6

67.8% 8.5% 16.9% 35.6% 10.2%

3. 製造業 203 146 15 58 76 22

71.9% 7.4% 28.6% 37.4% 10.8%

4. 電気・ガス・熱供給・水道業 10 9 1 4 2 1

90.0% 10.0% 40.0% 20.0% 10.0%

5. 情報通信業 51 36 6 21 23 7

70.6% 11.8% 41.2% 45.1% 13.7%

6. 運輸業、郵便業 26 20 2 10 7 3

76.9% 7.7% 38.5% 26.9% 11.5%

7. 卸売業、小売業 128 77 0 47 51 24

60.2% 0.0% 36.7% 39.8% 18.8%

8. 金融業、保険業 21 20 1 12 11 0

95.2% 4.8% 57.1% 52.4% 0.0%

9. 不動産業、物品賃貸業 10 7 0 5 6 0

70.0% 0.0% 50.0% 60.0% 0.0%

10. 学術研究、専門・技術サービス業 9 5 2 2 5 1

55.6% 22.2% 22.2% 55.6% 11.1%

11. 宿泊業、飲食サービス業 11 6 0 4 5 2

54.5% 0.0% 36.4% 45.5% 18.2%

12. 生活関連サービス業、娯楽業 8 6 0 7 3 1

75.0% 0.0% 87.5% 37.5% 12.5%

13. 教育・学習支援業 7 6 0 1 1 0

85.7% 0.0% 14.3% 14.3% 0.0%

14. 医療、福祉 18 12 0 6 9 3

66.7% 0.0% 33.3% 50.0% 16.7%

15. サービス業（他に分類されないもの） 40 23 1 15 16 5

57.5% 2.5% 37.5% 40.0% 12.5%

16. その他 21 14 2 12 9 3

66.7% 9.5% 57.1% 42.9% 14.3%

（無回答） 5 3 0 0 2 2

60.0% 0.0% 0.0% 40.0% 40.0%

4. 内々定後、承諾
書や誓約書を提出
していたが、辞退

された

5. その他全体

1. 第一志望である
ことを確認して、
学生に内々定を出
したが、辞退され

た

2. 学校推薦を受
け、内々定を出し
たが、辞退された

3. 内々定後、内々
定者の研修会や懇
親会に参加してい
たが、辞退された

業
種
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（３）学生に対して、他社への就職活動の終了を求めたことはあるかについて 
○本年度の就職・採用活動において、学生に対し、他社への就職活動の終了を求めたことが

あるかを尋ねたところ、９０．１％の企業は「ない」との回答をしたが、４．９％の企業

は「ある」と回答した。 
 

 

 

 

 

従業員数別クロス集計表

全体 629 431 35 215 248 80

68.5% 5.6% 34.2% 39.4% 12.7%

1. １００人未満 17 9 1 2 5 7

52.9% 5.9% 11.8% 29.4% 41.2%

2. １００人以上～３００人未満 225 140 3 39 83 38

62.2% 1.3% 17.3% 36.9% 16.9%

3. ３００人以上～５００人未満 96 53 4 30 35 20

55.2% 4.2% 31.3% 36.5% 20.8%

4. ５００人以上～１，０００人未満 68 47 2 18 27 11

69.1% 2.9% 26.5% 39.7% 16.2%

5. １，０００人以上～５，０００人未満 102 82 9 53 50 4

80.4% 8.8% 52.0% 49.0% 3.9%

6. ５，０００人以上～１０，０００人未満 55 43 5 31 21 0

78.2% 9.1% 56.4% 38.2% 0.0%

7. １０，０００人以上 65 56 11 42 26 0

86.2% 16.9% 64.6% 40.0% 0.0%

（無回答） 1 1 0 0 1 0

100.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%

4. 内々定後、承諾
書や誓約書を提出
していたが、辞退

された

5. その他

従
業
員
数

全体

1. 第一志望である
ことを確認して、
学生に内々定を出
したが、辞退され

た

2. 学校推薦を受
け、内々定を出し
たが、辞退された

3. 内々定後、内々
定者の研修会や懇
親会に参加してい
たが、辞退された

所在地別クロス集計表

全体 629 431 35 215 248 80

68.5% 5.6% 34.2% 39.4% 12.7%

1. 北海道・東北 47 31 3 14 15 10

66.0% 6.4% 29.8% 31.9% 21.3%

2. 関東（東京以外） 80 53 7 28 29 11

66.3% 8.8% 35.0% 36.3% 13.8%

3. 東京 192 144 16 90 79 15

75.0% 8.3% 46.9% 41.1% 7.8%

4. 中部 119 81 5 26 60 11

68.1% 4.2% 21.8% 50.4% 9.2%

5. 近畿 111 76 2 33 37 18

68.5% 1.8% 29.7% 33.3% 16.2%

6. 中国・四国 46 29 2 11 14 10

63.0% 4.3% 23.9% 30.4% 21.7%

7. 九州・沖縄 33 17 0 12 14 5

51.5% 0.0% 36.4% 42.4% 15.2%

（無回答） 1 0 0 1 0 0

0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

4. 内々定後、承諾
書や誓約書を提出
していたが、辞退

された

5. その他

所
在
地

全体

1. 第一志望である
ことを確認して、
学生に内々定を出
したが、辞退され

た

2. 学校推薦を受
け、内々定を出し
たが、辞退された

3. 内々定後、内々
定者の研修会や懇
親会に参加してい
たが、辞退された
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本年度の就職・採用活動において、学生に対し、他社への就職活動の終了を求めたことはありましたか（当てはまるものを一つ選択） 

 

 
 

［参考：昨年度調査］ 

 

 

全体 1. ある 2. ない （無回答）

980 48 883 49

100.0% 4.9% 90.1% 5.0%

N=980 

N=957 
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業種別クロス集計表 全体 1. ある 2. ない （無回答）

全体 980 48 883 49

100.0% 4.9% 90.1% 5.0%

1. 鉱業・採石業、砂利採取業 2 0 2 0

100.0% 0.0% 100.0% 0.0%

2. 建設業 95 6 88 1

100.0% 6.3% 92.6% 1.1%

3. 製造業 354 21 312 21

100.0% 5.9% 88.1% 5.9%

4. 電気・ガス・熱供給・水道業 15 0 14 1

100.0% 0.0% 93.3% 6.7%

5. 情報通信業 72 3 69 0

100.0% 4.2% 95.8% 0.0%

6. 運輸業、郵便業 39 2 36 1

100.0% 5.1% 92.3% 2.6%

7. 卸売業、小売業 191 6 169 16

100.0% 3.1% 88.5% 8.4%

8. 金融業、保険業 24 3 20 1

100.0% 12.5% 83.3% 4.2%

9. 不動産業、物品賃貸業 13 1 10 2

100.0% 7.7% 76.9% 15.4%

10. 学術研究、専門・技術サービス業 15 0 15 0

100.0% 0.0% 100.0% 0.0%

11. 宿泊業、飲食サービス業 14 0 14 0

100.0% 0.0% 100.0% 0.0%

12. 生活関連サービス業、娯楽業 10 0 9 1

100.0% 0.0% 90.0% 10.0%

13. 教育・学習支援業 14 1 12 1

100.0% 7.1% 85.7% 7.1%

14. 医療、福祉 28 1 25 2

100.0% 3.6% 89.3% 7.1%

15. サービス業（他に分類されないもの） 56 3 52 1

100.0% 5.4% 92.9% 1.8%

16. その他 30 1 28 1

100.0% 3.3% 93.3% 3.3%

（無回答） 8 0 8 0

100.0% 0.0% 100.0% 0.0%

業
種

従業員数別クロス集計表 全体 1. ある 2. ない （無回答）

全体 980 48 883 49

100.0% 4.9% 90.1% 5.0%

1. １００人未満 73 1 65 7

100.0% 1.4% 89.0% 9.6%

2. １００人以上～３００人未満 433 13 393 27

100.0% 3.0% 90.8% 6.2%

3. ３００人以上～５００人未満 127 6 115 6

100.0% 4.7% 90.6% 4.7%

4. ５００人以上～１，０００人未満 85 3 81 1

100.0% 3.5% 95.3% 1.2%

5. １，０００人以上～５，０００人未満 125 9 114 2

100.0% 7.2% 91.2% 1.6%

6. ５，０００人以上～１０，０００人未満 65 3 58 4

100.0% 4.6% 89.2% 6.2%

7. １０，０００人以上 70 13 55 2

100.0% 18.6% 78.6% 2.9%

（無回答） 2 0 2 0

100.0% 0.0% 100.0% 0.0%

従
業
員
数
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（４）具体的にはどのようなことを求めたかについて 
○「ある」と回答した企業（４８社）に対して、具体的にどのようなことを求めたかを尋ね

たところ、「内々定を出す代わりに他社への就職活動の終了を求めた」との回答が最も多

く得られた。 
 

具体的にどのようなことを求めましたか（当てはまるものを全て選択） 

 

所在地別クロス集計表 全体 1. ある 2. ない （無回答）

全体 980 48 883 49

100.0% 4.9% 90.1% 5.0%

1. 北海道・東北 91 6 81 4

100.0% 6.6% 89.0% 4.4%

2. 関東（東京以外） 139 3 123 13

100.0% 2.2% 88.5% 9.4%

3. 東京 266 20 236 10

100.0% 7.5% 88.7% 3.8%

4. 中部 175 12 159 4

100.0% 6.9% 90.9% 2.3%

5. 近畿 172 5 159 8

100.0% 2.9% 92.4% 4.7%

6. 中国・四国 81 1 73 7

100.0% 1.2% 90.1% 8.6%

7. 九州・沖縄 53 1 50 2

100.0% 1.9% 94.3% 3.8%

（無回答） 3 0 2 1

100.0% 0.0% 66.7% 33.3%

所
在
地

44 25 0 0 3 13 2 7

56.8% 0.0% 0.0% 6.8% 29.5% 4.5% 15.9%

6. 内々定の
辞退を申し
出た学生に
対し、何度
も説明して
引き止めた

7. その他全体

1. 内々定を
出す代わり
に他社への
就職活動の
終了を求め

た

2. 内々定
後、長時間
（長期間）
の研修を行
い、必ず出
席するよう

求めた

3. 内々定
後、懇親会
を頻繁に開
催し、必ず
出席するよ
う求めた

4. 自由応募で
あったが、内々
定を出す段階に
なって、他社へ
の就職活動の終
了を求める意図
で、急きょ大学
の推薦状の提出

を求めた

5. 内々定の段階
で、内定承諾書
の提出を求め、
内定承諾書を提
出しない場合

は、内々定を辞
退したものとみ
なすと伝えた
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［参考：昨年度調査］ 

 
 

N=44 

※他社への就職活動の終了を求めたことがあると

回答した 48 社に質問 

※対象 48 社より無回答の 4社を除外 

N=40 
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業種別クロス集計表

全体 44 25 0 0 3 13 2 7

56.8% 0.0% 0.0% 6.8% 29.5% 4.5% 15.9%

1. 鉱業・採石業、砂利採取業 0 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - - -

2. 建設業 5 4 0 0 0 1 0 0

80.0% 0.0% 0.0% 0.0% 20.0% 0.0% 0.0%

3. 製造業 20 8 0 0 3 6 1 5

40.0% 0.0% 0.0% 15.0% 30.0% 5.0% 25.0%

4. 電気・ガス・熱供給・水道業 0 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - - -

5. 情報通信業 2 2 0 0 0 1 0 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0%

6. 運輸業、郵便業 2 2 0 0 0 0 0 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

7. 卸売業、小売業 6 4 0 0 0 2 0 1

66.7% 0.0% 0.0% 0.0% 33.3% 0.0% 16.7%

8. 金融業、保険業 2 0 0 0 0 1 0 1

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 50.0%

9. 不動産業、物品賃貸業 1 1 0 0 0 0 0 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

10. 学術研究、専門・技術サービス業 0 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - - -

11. 宿泊業、飲食サービス業 0 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - - -

12. 生活関連サービス業、娯楽業 0 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - - -

13. 教育・学習支援業 1 1 0 0 0 0 1 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0%

14. 医療、福祉 1 1 0 0 0 0 0 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

15. サービス業（他に分類されないもの） 3 1 0 0 0 2 0 0

33.3% 0.0% 0.0% 0.0% 66.7% 0.0% 0.0%

16. その他 1 1 0 0 0 0 0 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

（無回答） 0 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - - -

6. 内々定の
辞退を申し
出た学生に
対し、何度
も説明して
引き止めた

7. その他

業
種

全体

1. 内々定を
出す代わり
に他社への
就職活動の
終了を求め

た

2. 内々定
後、長時間
（長期間）
の研修を行
い、必ず出
席するよう

求めた

3. 内々定
後、懇親会
を頻繁に開
催し、必ず
出席するよ
う求めた

4. 自由応募で
あったが、内々
定を出す段階に
なって、他社へ
の就職活動の終
了を求める意図
で、急きょ大学
の推薦状の提出

を求めた

5. 内々定の段階
で、内定承諾書
の提出を求め、
内定承諾書を提
出しない場合

は、内々定を辞
退したものとみ
なすと伝えた
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（５）セクシュアルハラスメントのような行為を防止するために対策をしたかについて 
○本年度の就職・採用活動において、学生に対するセクシュアルハラスメントのような行為

を防止するために、対策をしたかを尋ねたところ、「行っていない」との回答が６８．５％

と最も多く、「行った」は２８．１％であった。 
 

 

従業員数別クロス集計表

全体 44 25 0 0 3 13 2 7

56.8% 0.0% 0.0% 6.8% 29.5% 4.5% 15.9%

1. １００人未満 0 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - - -

2. １００人以上～３００人未満 13 8 0 0 0 6 1 1

61.5% 0.0% 0.0% 0.0% 46.2% 7.7% 7.7%

3. ３００人以上～５００人未満 6 3 0 0 0 2 0 1

50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 33.3% 0.0% 16.7%

4. ５００人以上～１，０００人未満 2 0 0 0 0 1 0 1

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 50.0%

5. １，０００人以上～５，０００人未満 8 3 0 0 1 2 0 2

37.5% 0.0% 0.0% 12.5% 25.0% 0.0% 25.0%

6. ５，０００人以上～１０，０００人未満 3 1 0 0 0 1 1 1

33.3% 0.0% 0.0% 0.0% 33.3% 33.3% 33.3%

7. １０，０００人以上 12 10 0 0 2 1 0 1

83.3% 0.0% 0.0% 16.7% 8.3% 0.0% 8.3%

（無回答） 0 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - - -

6. 内々定の
辞退を申し
出た学生に
対し、何度
も説明して
引き止めた

7. その他

従
業
員
数

全体

1. 内々定を
出す代わり
に他社への
就職活動の
終了を求め

た

2. 内々定
後、長時間
（長期間）
の研修を行
い、必ず出
席するよう

求めた

3. 内々定
後、懇親会
を頻繁に開
催し、必ず
出席するよ
う求めた

4. 自由応募で
あったが、内々
定を出す段階に
なって、他社へ
の就職活動の終
了を求める意図
で、急きょ大学
の推薦状の提出

を求めた

5. 内々定の段階
で、内定承諾書
の提出を求め、
内定承諾書を提
出しない場合

は、内々定を辞
退したものとみ
なすと伝えた

所在地別クロス集計表

全体 44 25 0 0 3 13 2 7

56.8% 0.0% 0.0% 6.8% 29.5% 4.5% 15.9%

1. 北海道・東北 6 5 0 0 0 2 0 0

83.3% 0.0% 0.0% 0.0% 33.3% 0.0% 0.0%

2. 関東（東京以外） 3 2 0 0 0 0 0 1

66.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 33.3%

3. 東京 18 13 0 0 1 6 2 1

72.2% 0.0% 0.0% 5.6% 33.3% 11.1% 5.6%

4. 中部 10 3 0 0 1 3 0 3

30.0% 0.0% 0.0% 10.0% 30.0% 0.0% 30.0%

5. 近畿 5 2 0 0 1 1 0 1

40.0% 0.0% 0.0% 20.0% 20.0% 0.0% 20.0%

6. 中国・四国 1 0 0 0 0 0 0 1

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

7. 九州・沖縄 1 0 0 0 0 1 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

（無回答） 0 0 0 0 0 0 0 0

- - - - - - -

6. 内々定の
辞退を申し
出た学生に
対し、何度
も説明して
引き止めた

7. その他

所
在
地

全体

1. 内々定を
出す代わり
に他社への
就職活動の
終了を求め

た

2. 内々定
後、長時間
（長期間）
の研修を行
い、必ず出
席するよう

求めた

3. 内々定
後、懇親会
を頻繁に開
催し、必ず
出席するよ
う求めた

4. 自由応募で
あったが、内々
定を出す段階に
なって、他社へ
の就職活動の終
了を求める意図
で、急きょ大学
の推薦状の提出

を求めた

5. 内々定の段階
で、内定承諾書
の提出を求め、
内定承諾書を提
出しない場合

は、内々定を辞
退したものとみ
なすと伝えた
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本年度の就職・採用活動において、学生に対するセクシュアルハラスメントのような行為を防止するために、対策をしましたか（当てはまるものを一つ選択） 

 
 

 
 

 
 

全体 1. 行った 2. 行っていない （無回答）

980 275 671 34

100.0% 28.1% 68.5% 3.5%

業種別クロス集計表 全体 1. 行った 2. 行っていない （無回答）

全体 980 275 671 34

100.0% 28.1% 68.5% 3.5%

1. 鉱業・採石業、砂利採取業 2 0 2 0

100.0% 0.0% 100.0% 0.0%

2. 建設業 95 18 74 3

100.0% 18.9% 77.9% 3.2%

3. 製造業 354 114 231 9

100.0% 32.2% 65.3% 2.5%

4. 電気・ガス・熱供給・水道業 15 5 10 0

100.0% 33.3% 66.7% 0.0%

5. 情報通信業 72 17 54 1

100.0% 23.6% 75.0% 1.4%

6. 運輸業、郵便業 39 16 22 1

100.0% 41.0% 56.4% 2.6%

7. 卸売業、小売業 191 47 131 13

100.0% 24.6% 68.6% 6.8%

8. 金融業、保険業 24 14 9 1

100.0% 58.3% 37.5% 4.2%

9. 不動産業、物品賃貸業 13 3 9 1

100.0% 23.1% 69.2% 7.7%

10. 学術研究、専門・技術サービス業 15 2 13 0

100.0% 13.3% 86.7% 0.0%

11. 宿泊業、飲食サービス業 14 3 9 2

100.0% 21.4% 64.3% 14.3%

12. 生活関連サービス業、娯楽業 10 6 4 0

100.0% 60.0% 40.0% 0.0%

13. 教育・学習支援業 14 4 9 1

100.0% 28.6% 64.3% 7.1%

14. 医療、福祉 28 4 23 1

100.0% 14.3% 82.1% 3.6%

15. サービス業（他に分類されないもの） 56 11 44 1

100.0% 19.6% 78.6% 1.8%

16. その他 30 10 20 0

100.0% 33.3% 66.7% 0.0%

（無回答） 8 1 7 0

100.0% 12.5% 87.5% 0.0%

業
種

N=980 
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（６）企業において具体的にどのような対策をとったかについて 
○（５）にて「行った」と回答した企業（２７５社）に対して、具体的にどのような対策を

とったかを尋ねたところ、「どのような行為がセクシュアルハラスメントのような行為に

あたるのかを具体的に人事担当者向けの研修などで周知した」（５４．２％）との回答が

最も多く、次いで「就職活動中の学生への対応方法（学生の訪問対応を社内に限定するな

ど）を社員に周知した」（４５．１％）との回答が多かった。 
 

 

 

 

 

従業員数別クロス集計表 全体 1. 行った 2. 行っていない （無回答）

全体 980 275 671 34

100.0% 28.1% 68.5% 3.5%

1. １００人未満 73 8 59 6

100.0% 11.0% 80.8% 8.2%

2. １００人以上～３００人未満 433 89 324 20

100.0% 20.6% 74.8% 4.6%

3. ３００人以上～５００人未満 127 24 102 1

100.0% 18.9% 80.3% 0.8%

4. ５００人以上～１，０００人未満 85 27 58 0

100.0% 31.8% 68.2% 0.0%

5. １，０００人以上～５，０００人未満 125 53 68 4

100.0% 42.4% 54.4% 3.2%

6. ５，０００人以上～１０，０００人未満 65 33 30 2

100.0% 50.8% 46.2% 3.1%

7. １０，０００人以上 70 41 28 1

100.0% 58.6% 40.0% 1.4%

（無回答） 2 0 2 0

100.0% 0.0% 100.0% 0.0%

従
業
員
数

所在地別クロス集計表 全体 1. 行った 2. 行っていない （無回答）

全体 980 275 671 34

100.0% 28.1% 68.5% 3.5%

1. 北海道・東北 91 12 76 3

100.0% 13.2% 83.5% 3.3%

2. 関東（東京以外） 139 28 105 6

100.0% 20.1% 75.5% 4.3%

3. 東京 266 109 149 8

100.0% 41.0% 56.0% 3.0%

4. 中部 175 39 132 4

100.0% 22.3% 75.4% 2.3%

5. 近畿 172 57 110 5

100.0% 33.1% 64.0% 2.9%

6. 中国・四国 81 13 63 5

100.0% 16.0% 77.8% 6.2%

7. 九州・沖縄 53 16 34 3

100.0% 30.2% 64.2% 5.7%

（無回答） 3 1 2 0

100.0% 33.3% 66.7% 0.0%

所
在
地
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企業において具体的にどのような対策をとりましたか（当てはまるものを全て選択） 

 

 

 
 

264 143 119 40 36

54.2% 45.1% 15.2% 13.6%

1. どのような行為がセ
クシュアルハラスメン
トのような行為にあた
るのかを具体的に人事
担当者向けの研修など

で周知した

2. 就職活動中の学
生への対応方法

（学生の訪問対応
を社内に限定する
など）を社員に周

知した

3. 学生と個人的に
連絡をとるような
手段（マッチング
アプリなど）の利

用を禁止した

4. その他全体

N=264 

※対策を行ったと回答した 275 社に質問 

※対象 275 社より無回答の 11 社を除外 
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業種別クロス集計表

全体 264 143 119 40 36

54.2% 45.1% 15.2% 13.6%

1. 鉱業・採石業、砂利採取業 0 0 0 0 0

- - - -

2. 建設業 17 6 12 3 1

35.3% 70.6% 17.6% 5.9%

3. 製造業 111 55 50 14 19

49.5% 45.0% 12.6% 17.1%

4. 電気・ガス・熱供給・水道業 5 2 2 0 1

40.0% 40.0% 0.0% 20.0%

5. 情報通信業 14 11 6 0 1

78.6% 42.9% 0.0% 7.1%

6. 運輸業、郵便業 15 8 7 1 0

53.3% 46.7% 6.7% 0.0%

7. 卸売業、小売業 47 28 18 10 5

59.6% 38.3% 21.3% 10.6%

8. 金融業、保険業 13 6 10 4 2

46.2% 76.9% 30.8% 15.4%

9. 不動産業、物品賃貸業 3 1 3 1 0

33.3% 100.0% 33.3% 0.0%

10. 学術研究、専門・技術サービス業 2 1 2 0 0

50.0% 100.0% 0.0% 0.0%

11. 宿泊業、飲食サービス業 3 3 0 0 1

100.0% 0.0% 0.0% 33.3%

12. 生活関連サービス業、娯楽業 5 5 2 1 0

100.0% 40.0% 20.0% 0.0%

13. 教育・学習支援業 4 2 1 0 1

50.0% 25.0% 0.0% 25.0%

14. 医療、福祉 4 3 1 1 1

75.0% 25.0% 25.0% 25.0%

15. サービス業（他に分類されないもの） 10 6 2 2 2

60.0% 20.0% 20.0% 20.0%

16. その他 10 5 3 3 2

50.0% 30.0% 30.0% 20.0%

（無回答） 1 1 0 0 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

1. どのような行為がセ
クシュアルハラスメン
トのような行為にあた
るのかを具体的に人事
担当者向けの研修など

で周知した

2. 就職活動中の学
生への対応方法

（学生の訪問対応
を社内に限定する
など）を社員に周

知した

3. 学生と個人的に
連絡をとるような
手段（マッチング
アプリなど）の利

用を禁止した

4. その他

業
種

全体
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（７）卒業・修了後少なくとも３年間の適切な対応について 
○政府の要請文書や申合せにおいて求められている、卒業・修了後少なくとも３年間は新規

卒業・修了予定者の採用枠に応募できるような募集条件を設定するなどの適切な対応に

ついて、そのような対応を行っているかを尋ねたところ、「行っている（検討中を含む）」

との回答が６５．０％であった。 

従業員数別クロス集計表

全体 264 143 119 40 36

54.2% 45.1% 15.2% 13.6%

1. １００人未満 7 5 2 0 0

71.4% 28.6% 0.0% 0.0%

2. １００人以上～３００人未満 84 51 28 8 8

60.7% 33.3% 9.5% 9.5%

3. ３００人以上～５００人未満 22 15 8 2 4

68.2% 36.4% 9.1% 18.2%

4. ５００人以上～１，０００人未満 27 16 10 3 4

59.3% 37.0% 11.1% 14.8%

5. １，０００人以上～５，０００人未満 52 21 31 12 9

40.4% 59.6% 23.1% 17.3%

6. ５，０００人以上～１０，０００人未満 32 13 18 9 4

40.6% 56.3% 28.1% 12.5%

7. １０，０００人以上 40 22 22 6 7

55.0% 55.0% 15.0% 17.5%

（無回答） 0 0 0 0 0

- - - -

4. その他

従
業
員
数

全体

1. どのような行為がセ
クシュアルハラスメン
トのような行為にあた
るのかを具体的に人事
担当者向けの研修など

で周知した

2. 就職活動中の学
生への対応方法

（学生の訪問対応
を社内に限定する
など）を社員に周

知した

3. 学生と個人的に
連絡をとるような
手段（マッチング
アプリなど）の利

用を禁止した

所在地別クロス集計表

全体 264 143 119 40 36

54.2% 45.1% 15.2% 13.6%

1. 北海道・東北 12 9 4 1 1

75.0% 33.3% 8.3% 8.3%

2. 関東（東京以外） 27 17 9 2 5

63.0% 33.3% 7.4% 18.5%

3. 東京 105 60 47 20 13

57.1% 44.8% 19.0% 12.4%

4. 中部 36 13 18 5 7

36.1% 50.0% 13.9% 19.4%

5. 近畿 56 26 31 6 8

46.4% 55.4% 10.7% 14.3%

6. 中国・四国 12 9 4 5 1

75.0% 33.3% 41.7% 8.3%

7. 九州・沖縄 15 9 5 1 1

60.0% 33.3% 6.7% 6.7%

（無回答） 1 0 1 0 0

0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

所
在
地

全体

1. どのような行為がセ
クシュアルハラスメン
トのような行為にあた
るのかを具体的に人事
担当者向けの研修など

で周知した

2. 就職活動中の学
生への対応方法

（学生の訪問対応
を社内に限定する
など）を社員に周

知した

3. 学生と個人的に
連絡をとるような
手段（マッチング
アプリなど）の利

用を禁止した

4. その他
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政府の要請文書や申合せにおいて、卒業・修了後少なくとも３年間は新規卒業・修了予定者の採用枠に応募できるような募集条件を設

定するなど、適切な対応を求めているところですが、そのような対応を行っていますか（当てはまるものを一つ選択） 

 

 
 

 
 

全体 1. 行っている（検討中含む） 2. 行っていない （無回答）

980 637 314 29

100.0% 65.0% 32.0% 3.0%

業種別クロス集計表 全体 1. 行っている（検討中含む） 2. 行っていない （無回答）

全体 980 637 314 29

100.0% 65.0% 32.0% 3.0%

1. 鉱業・採石業、砂利採取業 2 1 1 0

100.0% 50.0% 50.0% 0.0%

2. 建設業 95 72 22 1

100.0% 75.8% 23.2% 1.1%

3. 製造業 354 217 127 10

100.0% 61.3% 35.9% 2.8%

4. 電気・ガス・熱供給・水道業 15 10 4 1

100.0% 66.7% 26.7% 6.7%

5. 情報通信業 72 52 18 2

100.0% 72.2% 25.0% 2.8%

6. 運輸業、郵便業 39 33 6 0

100.0% 84.6% 15.4% 0.0%

7. 卸売業、小売業 191 107 75 9

100.0% 56.0% 39.3% 4.7%

8. 金融業、保険業 24 17 7 0

100.0% 70.8% 29.2% 0.0%

9. 不動産業、物品賃貸業 13 9 3 1

100.0% 69.2% 23.1% 7.7%

10. 学術研究、専門・技術サービス業 15 14 1 0

100.0% 93.3% 6.7% 0.0%

11. 宿泊業、飲食サービス業 14 9 5 0

100.0% 64.3% 35.7% 0.0%

12. 生活関連サービス業、娯楽業 10 7 2 1

100.0% 70.0% 20.0% 10.0%

13. 教育・学習支援業 14 7 6 1

100.0% 50.0% 42.9% 7.1%

14. 医療、福祉 28 20 7 1

100.0% 71.4% 25.0% 3.6%

15. サービス業（他に分類されないもの） 56 41 14 1

100.0% 73.2% 25.0% 1.8%

16. その他 30 16 13 1

100.0% 53.3% 43.3% 3.3%

（無回答） 8 5 3 0

100.0% 62.5% 37.5% 0.0%

業
種

N=980 
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以上 
  

従業員数別クロス集計表 全体 1. 行っている（検討中含む） 2. 行っていない （無回答）

全体 980 637 314 29

100.0% 65.0% 32.0% 3.0%

1. １００人未満 73 36 32 5

100.0% 49.3% 43.8% 6.8%

2. １００人以上～３００人未満 433 270 147 16

100.0% 62.4% 33.9% 3.7%

3. ３００人以上～５００人未満 127 77 48 2

100.0% 60.6% 37.8% 1.6%

4. ５００人以上～１，０００人未満 85 55 28 2

100.0% 64.7% 32.9% 2.4%

5. １，０００人以上～５，０００人未満 125 92 33 0

100.0% 73.6% 26.4% 0.0%

6. ５，０００人以上～１０，０００人未満 65 51 13 1

100.0% 78.5% 20.0% 1.5%

7. １０，０００人以上 70 55 12 3

100.0% 78.6% 17.1% 4.3%

（無回答） 2 1 1 0

100.0% 50.0% 50.0% 0.0%

従
業
員
数

所在地別クロス集計表 全体 1. 行っている（検討中含む） 2. 行っていない （無回答）

全体 980 637 314 29

100.0% 65.0% 32.0% 3.0%

1. 北海道・東北 91 62 28 1

100.0% 68.1% 30.8% 1.1%

2. 関東（東京以外） 139 90 42 7

100.0% 64.7% 30.2% 5.0%

3. 東京 266 180 76 10

100.0% 67.7% 28.6% 3.8%

4. 中部 175 110 63 2

100.0% 62.9% 36.0% 1.1%

5. 近畿 172 108 61 3

100.0% 62.8% 35.5% 1.7%

6. 中国・四国 81 49 28 4

100.0% 60.5% 34.6% 4.9%

7. 九州・沖縄 53 37 15 1

100.0% 69.8% 28.3% 1.9%

（無回答） 3 1 1 1

100.0% 33.3% 33.3% 33.3%

所
在
地



220 

４．調査票 
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